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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのアニオン性界面活性剤と、以下：
　ａ）５５～９５重量％（存在する全モノマーの重量に基づいて）の少なくとも１つのビ
ニルアミドモノマー；
　ｂ）５～４５重量％（存在する全モノマーの重量に基づいて）の少なくとも１つのビニ
ルエステルであって、２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸
のビニルエステル；
　ｃ）０．０１～１重量％（ポリマーの全乾燥重量に基づいて）の少なくとも１つの多不
飽和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性不飽和の部分を含むモ
ノマー；
　ｄ）０～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づいて）の少なくとも１つのＣ１

～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレート；
　ｅ）０．５～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づいて）のアルコキシル化会
合性モノマー；
　ｆ）０～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づいて）のアルコキシル化半疎水
性モノマー；
　ｇ）０もしくは０．５、１、２、または３～５重量％（存在する全モノマーの重量に基
づいて）の、酢酸ビニル以外の少なくとも１つのビニルエステルであって、２～２２個の
炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステル；



(2) JP 6444899 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

を含むフリーラジカル重合性モノマー混合物から調製される少なくとも１つの非イオン性
の両親媒性ポリマーとの使用であって、少なくとも１つのアニオン性界面活性剤を含有す
る組成物のフォーム特性を改善するための、使用。
【請求項２】
　前記モノマー組成物が、
　ｈ）少なくとも１つのＣ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；
　ｉ）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキ
ルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドまたはＮ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５

）アルキルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドから選択される少なく
とも１つの（メタ）アクリルアミド；
　ｊ）少なくとも１つのα－オレフィン系モノマー；およびそれらの混合物
から選択される０．０１～１５重量％の少なくとも１つの共重合性モノマーをさらに含む
、請求項１に記載の使用。
【請求項３】
　前記少なくとも１つのビニルアミドモノマーが、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－メチル
－Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－
ビニルアセトアミド、Ｎ－ビニルメチルアセトアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－
ビニルアセトアミド、およびそれらの混合物；ならびにＮ－ビニル－２－ピロリジノン、
Ｎ－（１－メチルビニル）ピロリジノン、Ｎ－ビニル－２－ピペリドン、Ｎ－ビニル－２
－カプロラクタム、Ｎ－ビニル－５－メチルピロリジノン、Ｎ－ビニル－３，３－ジメチ
ルピロリジノン、Ｎ－ビニル－５－エチルピロリジノンおよびＮ－ビニル－６－メチルピ
ペリドンから選択される環状Ｎ－ビニルアミド、ならびにそれらの混合物から選択される
、請求項１～２のいずれかに記載の使用。
【請求項４】
　前記少なくとも１つのビニルエステルであって、２～２２個の炭素原子を有するアシル
部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステルが、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪
酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘキサン酸ビ
ニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオデカ
ン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビニル、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸
ビニル、ステアリン酸ビニルおよびそれらの混合物から選択される、請求項１～３のいず
れかに記載の使用。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーが、平均で２つの架橋可能な不飽和官能
基を有するモノマー、平均で３つの架橋可能な不飽和官能基を有するモノマー、およびそ
れらの混合物から選択される、請求項１～４のいずれかに記載の使用。
【請求項６】
　前記Ｃ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートモノマーが、２－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒド
ロキシブチル（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物から選択される、請求項１～
５のいずれかに記載の使用。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、トリメチロールプロパンのポリアリルエーテ
ル、ペンタエリトリトールのポリアリルエーテル、スクロースのポリアリルエーテル、お
よびそれらの混合物から選択される、請求項１～６のいずれかに記載の使用。
【請求項８】
　前記少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートが、メチル（メタ）
アクリレート、エチル（メタ）アクリレート　ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブ
チル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリ
レート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチル
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リレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサ
デシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、ベヘニル（メタ）アク
リレート、およびそれらの混合物から選択される、請求項１～７のいずれかに記載の使用
。
【請求項９】
　前記アルコキシル化会合性モノマーが、（ｉ）重合性エチレン性不飽和末端基ポーショ
ン、（ｉｉ）ポリオキシアルキレン中央部ポーション、および（ｉｉｉ）７～３０個の炭
素原子を含む疎水性末端基ポーションを含み、好ましくは、
　前記会合性モノマーが、式ＶＩＩおよび／またはＶＩＩＡ：
【化１７】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－ＣＨ２

ＣＨ２ＮＨＣ（Ｏ）－；１～５個の炭素原子を含む二価のアルキレンラジカルであり；Ａ
ｒは二価のアリーレンであり；ＥはＨまたはメチルであり；ｚは０または１であり；ｋは
０～３０の範囲の整数であり、ｍは０または１であり、ただしｋが０である場合、ｍは０
であり、ｋが１～３０の範囲である場合、ｍは１であり；Ｄはビニルまたはアリル部分を
表し；（Ｒ１５－Ｏ）ｎはポリオキシアルキレン部分であり、これはＣ２～Ｃ４オキシア
ルキレン単位のホモポリマー、ランダムコポリマー、またはブロックコポリマーであって
よく、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６、またはＣ４Ｈ８およびそれらの組み合わせから選択
される二価のアルキレン部分であり；ｎは、２～１５０の範囲の整数であり；Ｙは－Ｒ１

５Ｏ－、－Ｒ１５ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｒ１５ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ
－、または－Ｃ（Ｏ）ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ｒ１６は、Ｃ８～Ｃ３０直鎖状アルキル、
Ｃ８～Ｃ３０分岐状アルキル、Ｃ７～Ｃ３０炭素環式アルキル、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置
換フェニル、アラルキル置換フェニル、およびアリール置換Ｃ２～Ｃ３０アルキルから選
択される置換または非置換のアルキルであり；ここで該Ｒ１６のアルキル基、炭素環式ア
ルキル基、アリール基、フェニル基は、メチル基、ヒドロキシル基、アルコキシル基、ベ
ンジル基　スチリル基、およびハロゲン基から選択される群より選択される１つもしくは
それより多くの置換基を任意選択に含む）
によって表されるか、あるいは
　前記会合性モノマーが、式ＶＩＩＢ：
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【化１８】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６およびＣ４Ｈ８

から独立して選択される二価アルキレン部分であり、ｎは１０～６０の範囲の整数を表し
、（Ｒ１５－Ｏ）はランダム配置またはブロック配置に配列されてよく；Ｒ１６はＣ８～
Ｃ３０直鎖アルキル、Ｃ８～Ｃ３０分岐状アルキル、Ｃ７～Ｃ３０炭素環式アルキル、Ｃ

２～Ｃ３０アルキル置換フェニル、アラルキル置換フェニル、およびアリール置換Ｃ２～
Ｃ３０アルキルから選択される置換または非置換のアルキルであり、ここで該Ｒ１６のア
ルキル基、アリール基、フェニル基が、ヒドロキシル基、アルコキシル基、ベンジル基　
スチリル基、およびハロゲン基からなる群より選択される１つもしくはそれより多くの置
換基を任意選択に含む）
によって表される、請求項１～８のいずれかに記載の使用。
【請求項１０】
　前記半疎水性モノマーが、（ｉ）重合性エチレン性不飽和末端基ポーション、（ｉｉ）
ポリオキシアルキレン中央部ポーション、および（ｉｉｉ）水素または１～４個の炭素原
子を含むアルキル基から選択される末端基ポーションを含み、好ましくは、
　前記半疎水性モノマーが、式ＶＩＩＩおよびＩＸ：
【化１９】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－ＣＨ２

ＣＨ２ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ａｒは二価のアリーレンであり；ＥはＨまたはメチルであ
り；ｚは０または１であり；ｋは０～３０の範囲の整数であり、ｍは０または１であり、
ただしｋが０である場合、ｍは０であり、ｋが１～３０の範囲である場合、ｍは１であり
；（Ｒ１５－Ｏ）ｎはポリオキシアルキレン部分であり、これはＣ２～Ｃ４オキシアルキ
レン単位のホモポリマー、ランダムコポリマー、またはブロックコポリマーであってよく
、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６、またはＣ４Ｈ８およびそれらの組み合わせから選択され
る二価のアルキレン部分であり；ｎは、２～１５０の範囲の整数であり；Ｒ１７は水素お
よび直鎖状または分岐状Ｃ１～Ｃ４アルキル基から選択され；Ｄはビニルまたはアリル部
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分を表す）
によって表される少なくとも１つのモノマーから選択され、より好ましくは、
　前記半疎水性モノマーが、式ＶＩＩＩＡおよびＶＩＩＩＢ：
【化２０】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり、「ａ」は０または２～１２０の範囲の整数で
あり、「ｂ」は０または２～１２０の範囲の整数であり、ただし「ａ」および「ｂ」は同
時に０であることはできない）
によって表される少なくとも１つのモノマーから選択される、請求項１～９のいずれかに
記載の使用。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの（メタ）アクリルアミドが、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソ
プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
ｔｅｒｔ－オクチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメ
チル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－（ジ
－２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－（ジ－３－ヒドロキシプロ
ピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル，Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド；Ｎ，
Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド；ならび
にそれらの混合物から選択される、請求項１～１０のいずれかに記載の使用。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つのα－オレフィン系モノマーが、エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、イソブチレン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、４－メチル－１－ペンテン、スチレン
、α－メチルスチレン、およびそれらの混合物から選択される、請求項１～１１のいずれ
かに記載の使用。
【請求項１３】
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが、以下：
　ａ）５５～９５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のＮ－ビニルピロリドン
；
　ｂ）５～４５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル；
　ｃ）０．０１～１重量％（ポリマーの乾燥全重量に基づく）の少なくとも１つの多不飽
和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性不飽和部分を含むモノマ
ー；
　ｄ）０～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の少なくとも１つのＣ１～
Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートであって、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（
メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリ
レート、ヘキシル（メタ）アクリレート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（
メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリ
レート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシ
ル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アク
リレート、またはベヘニル（メタ）アクリレートから選択されるＣ１～Ｃ２２アルキル（
メタ）アクリレート；ならびに
　ｅ）０．５～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル化会合
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性モノマーであって、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリエトキ
シ化（メタ）アクリレート、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ステアリ
ルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレー
ト、ベヘニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セロチルポリエトキシ化（メタ）ア
クリレート、モンタニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化
（メタ）アクリレート、フェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニル
ポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレンメ
タクリレート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションは、２～１５０のエチレンオキシ
ド単位を含む）から選択されるモノマー；
を含むモノマー混合物から調製される反復単位を含む、請求項１～１２のいずれかに記載
の使用。
【請求項１４】
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ
（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物から選択されるか、または
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、ペンタエリスリトールジアリルエーテル、ペ
ンタエリスリトールトリアリルエーテル、ペンタエリスリトールテトラアリルエーテル；
およびそれらの混合物から選択される、請求項１～１３のいずれかに記載の使用。
【請求項１５】
　少なくとも１つのアニオン性界面活性剤を含有する組成物のフォーム特性を改善するた
めの、請求項１～１４のいずれかに記載の１～５重量％の非イオン性の両親媒性分散ポリ
マーの使用であって、該ポリマーは以下：
　ａ）５５～９５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のＮ－ビニルピロリドン
；
　ｂ）５～４５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル；
　ｃ）０．０１～１重量％（該ポリマーの乾燥全重量に基づく）の少なくとも１つの多不
飽和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性不飽和部分を含むモノ
マー；
　ｄ）０～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の少なくとも１つのＣ１～
Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートであって、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（
メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリ
レート、ヘキシル（メタ）アクリレート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（
メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリ
レート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシ
ル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アク
リレート、またはベヘニル（メタ）アクリレートから選択されるＣ１～Ｃ２２アルキル（
メタ）アクリレート；ならびに
　ｅ）０．５～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル化会合
性モノマーであって、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリエトキ
シ化（メタ）アクリレート、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ステアリ
ルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレー
ト、ベヘニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セロチルポリエトキシ化（メタ）ア
クリレート、モンタニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化
（メタ）アクリレート、フェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニル
ポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレンメ
タクリレート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションは、２～１５０のエチレンオキシ
ド単位を含む）から選択されるモノマー；
　ｆ）０～１０重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の半疎水性モノマーであっ
て、メトキシポリエチレングリコールメタクリレートから選択されるモノマー；
　ｇ）０～１０重量％、および０．５、１、２または３～５重量％（存在する全モノマー
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の重量に基づく）の酢酸ビニル以外の少なくとも１つのビニルエステルであって、該ビニ
ルエステルは２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニル
エステルであり、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘ
キサン酸ビニル、２－メチルヘキサン酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオク
タン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオデカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸
ビニル、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、およびステアリン酸ビニルから選択さ
れるビニルエステル；
を含むモノマー混合物から調製される、使用。
【請求項１６】
　前記モノマー混合物が：
　ａ）５５～９５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のＮ－ビニルピロリドン
；
　ｂ）５～４５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル；
　ｃ）０．０１または０．１～１重量％（ポリマーの乾燥全重量に基づく）の少なくとも
１つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性不飽和部分
を含むモノマー；
　ｄ）０または１～５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の少なくとも１つの
モノマーであって、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラ
ウリル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ
）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、またはベヘニル（メタ）アクリレー
トから選択されるモノマー；
　ｅ）０．５または１～５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル
化会合性モノマーであって、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリ
エトキシ化（メタ）アクリレート、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ス
テアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ化（メタ）アクリ
レート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションが１０～６０個のエチレンオキシド単位
を含む）から選択されるモノマー；
　ｆ）０または１～５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の半疎水性モノマー
であって、メトキシポリエチレングリコールメタクリレートから選択されるモノマー；な
らびに
　ｇ）０または１～５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル以外の
少なくとも１つのビニルエステルであって、該ビニルエステルは２～２２個の炭素原子を
有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステルであり、プロピオン酸ビニル
、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘキサン
酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオ
デカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビニル、ラウリン酸ビニル、パルミチ
ン酸ビニル、およびステアリン酸ビニルから選択されるビニルエステル；
を含む、請求項１５に記載の使用。
【請求項１７】
　シリコーンオイル、シリコーンガム、シリコーン樹脂およびそれらの混合物から選択さ
れる不揮発性シリコーンコンディショニング剤をさらに含むか、または該シリコーンコン
ディショニング剤が、ポリジメチルシロキサン（ジメチコン）、ポリジエチルシロキサン
、末端ヒドロキシル基を有するポリジメチルシロキサン（ジメチコノール）、ポリメチル
フェニルシロキサン、フェニルメチルシロキサン、およびそれらの混合物から選択される
か、または該シリコーンコンディショニング剤が、アミノ官能性ポリジメチルシロキサン
（アモジメチコン）から選択される、請求項１～１６のいずれかに記載の使用。
【請求項１８】
　前記組成物が、シャンプー、ベビーシャンプー、ボディソープ、シャワージェル、液体
ハンドソープ、液体食器洗い用洗剤、ペット洗浄製品、または洗顔用クレンザーから選択
される、請求項１～１７のいずれかに記載の使用。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フォーム性能が改善されている界面活性剤含有洗浄組成物に関する。一態様
では、本発明は界面活性剤のレベルが低下している粘稠化（ｔｈｉｃｋｅｎｅｄ）洗浄組
成物のフォーム特性を向上するための方法に関する。この洗浄組成物は、水、少なくとも
１つのアニオン性清浄用（ｄｅｔｅｒｓｉｖｅ）界面活性剤、およびこの組成物のフォー
ム性能を向上させる少なくとも１つの非イオン性ポリマーを含む。
【背景技術】
【０００２】
　（発明の背景）
　界面活性剤は、水性パーソナルケア、家事用ケアならびに産業用および施設用ケア配合
物中に、保湿剤、洗剤および乳化剤として広く用いられる。パーソナルケア洗浄製品（例
えば、シャンプー、ボディソープ、洗顔用クレンザー、液体ハンドソープなど）、家事用
ケアクリーニング製品（例えば、硬質表面用クリーナー、洗濯用洗剤、食器用せっけん、
自動食洗器用洗剤、シャワークレンザー、浴室用クレンザー、洗車用洗剤など）ならびに
産業用および施設用のケアクリーナー（高強度クリーナー、洗剤など）では、これらの清
浄配合物中で界面活性剤シャシー（ｓｕｒｆａｃｔａｎｔ　ｃｈａｓｓｉｓ）という分類
は最も重要な成分である。
【０００３】
　原則として、任意の界面活性剤の分類（例えば、カチオン性、アニオン性、非イオン性
、両性）が、洗浄またはクリーニング用途に適切であるが、実際にはほとんどのパーソナ
ルケアクレンザーおよび家事用クリーニング製品が、アニオン性界面活性剤を用いて、ま
たは主要な清浄剤としてアニオン性界面活性剤と他の界面活性剤の分類から選択される１
つもしくはそれより多くの二次的界面活性剤との組み合わせを用いて配合される。アニオ
ン性界面活性剤は、その優れたクリーニング特性およびフォーム特性により、クレンザー
およびクリーニング製品中で洗浄剤として使用される場合が多い。消費者の視点によれば
、泡の量および安定性は、その組成物の認知されるクリーニングの有効性に直接関係する
。一般的に言えば、生じる泡の体積が大きくて泡の安定性が良いほど、組成物について認
知されるクリーニング作用は効果的である。これは、低界面活性剤の配合物における潜在
的な問題であることを提示する。なぜなら泡の体積は、界面活性剤濃度が低下するにつれ
て低下する傾向であるからである。これらの配合物中で伝統的に利用される例示的なアニ
オン性界面活性剤としては、アルキル硫酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、およびアル
キルベンゼンスルホン酸塩が挙げられる。高品質の泡立ちまたはフォームを得るためには
、従来の皮膚洗浄製品は、通常は１０重量％超～約２５重量％（全組成物の重量に基づく
）の界面活性剤シャシーを含み、これには比較的高レベルのアニオン性界面活性剤が含ま
れる。アニオン性界面活性剤ならびに具体的には、アニオン性硫酸塩およびスルホン酸塩
は、有効な清浄剤であり良好な泡安定性特性を有する大きい泡体積を生じるが、それらは
皮膚および眼に対して過酷な傾向がある。高レベルの界面活性剤を含有する洗浄組成物は
、眼および皮膚に対する刺激の観点からより過酷な傾向がある。これらの製品で用いられ
る高レベルの界面活性剤は、皮膚を脱水して脂質を除去する傾向がある。界面活性剤は、
皮膚で天然のオイルを乳化するように作用し、洗浄組成物をすすぎ流すときに洗い流され
る。
【０００４】
　アニオン性硫酸塩によって生じる刺激がエトキシ化（ｅｔｈｏｘｙｌａｔｉｏｎ）によ
って低減され得ることは公知である。しかし、エトキシ化アニオン性界面活性剤の使用に
は、対応してフォーム体積の減少が伴う。例えば、高フォーム性の界面活性剤であるラウ
リル硫酸ナトリウムは良好な泡立ちを提供するが、過酷な場合もある。対照的にラウリル
エーテル硫酸ナトリウム（対応するエトキシレート）は過酷さを軽減するが、通常のエト
キシ化レベル（例えば、３～１２のエチレンオキシド単位でのエトキシ化）は、劣ったフ
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ォーム剤である（Ｓｃｈｏｅｎｂｅｒｇ、「Ｂａｂｙ　Ｓｈａｍｐｏｏ」、Ｈｏｕｓｅｈ
ｏｌｄ　＆　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　６０（１９７９
年９月）；米国特許第４，１３２，６７８号；および米国特許出願公開第２００９／０１
５５３８３号を参照のこと）。アニオン性界面活性剤の過酷な影響を弱めるための追加的
な試みは、きわめてマイルドな二次的界面活性剤でフォーム性アニオン性界面活性剤をあ
る程度置き換えることによって行われている。アニオン性界面活性剤は、米国特許第４，
７２６，９１５号に開示の非イオン性および／または両性界面活性剤と組み合わせて利用
される。他の労力は、界面活性剤の環境に対する認知された負の影響に応答して全体的な
界面活性剤レベルの量を低下することに集中している。しかし、洗浄またはクリーニング
組成物でのアニオン性界面活性剤の相対量を低下することは、組成物のフォーム特性に悪
影響を及ぼす。
【０００５】
　それら洗浄製品に消費者が期待する別の特質は、審美的に魅力的な粘度である。水様の
稠度で流れる配合物は、消費者にとって審美的には人気がなく、リッチでクリーミーな製
品の期待がある。低粘度の製品は、それらの意図される目的には有効である場合もあるが
、それらは消費者にとって低品質であると認知される。水様の稠度で流れる配合物は、毛
髪および皮膚に適用する場合、流れ落ちる。化粧品用の洗浄組成物が有効であるには、持
続性を有していなければならない場合が多い。レオロジー改変増粘剤は、この持続性をも
たらす。
【０００６】
　レオロジー改変剤を、例えばシャンプー、ボディシャンプー、洗顔用クレンザーおよび
液体ハンドソープなどの水性洗浄製品に用いて、粘度を増大させることで、それらをユー
ザーが取り扱い易くするか、および／または組成物の降伏応力を増大させる。特定のレオ
ロジー改変剤は、それが含まれる組成物を粘稠化するか、または該組成物の粘度を増強し
得るが、望ましい降伏応力特性を有する必要はない。望ましい降伏応力特性は、液体媒体
中で特定の物理的特徴および美的特徴、例えば、粒子の無期限懸濁、不溶性の液滴、また
は液体媒体内のガス気泡の安定化を達成するために重要である。液体媒体中に分散された
粒子は、その媒体の降伏応力（降伏値）がその粒子に対する重力または浮力の影響を克服
するのに十分であるならば、懸濁されたままである。降伏値を配合手段として使用して、
不溶性の液滴が上昇や融合するのを阻止することができ、ガス気泡を液体媒体中に懸濁さ
せ、均一に分配させることができる。降伏応力流体は、て、水性組成物のレオロジー特性
を調節または改変するために一般に使用される。このような特性としては、限定されない
が、粘度改良、流速改良、経時的な粘度変化に対する安定性、および粒子を無期限に懸濁
する能力が挙げられる。
【０００７】
　アクリル酸のホモポリマーおよびコポリマーから調製されたレオロジー改変剤を利用し
て、界面活性剤含有組成物中での粒子および液滴の粘稠化および懸濁を含むレオロジー特
性を提供している。ペンタエリトリトールのアリルエーテル、スクロースのアリルエーテ
ル、またはプロピレンのアリルエーテルで架橋されたアクリル酸のホモポリマー（ＩＮＣ
Ｉ名称：カルボマー）を、レオロジー改変剤および懸濁剤として、米国特許第８，１５３
，５７２号；同第８，２９８，５１９号；および同第８，３４９，３０１号に開示される
アニオン性清浄用界面活性剤を含むシャンプー組成物中で使用している。これらのポリマ
ーは良好なレオロジー特性をもたらすが、それらのポリマーが含まれる洗浄組成物中でフ
ォーム特性を向上する必要がある。
【０００８】
　近年の疎水的に改変されたアクリル酸の架橋コポリマーは、高い洗浄およびフォーム特
性を維持しながら過酷な界面活性剤の悪影響を軽減するために、アニオン性界面活性剤含
有洗浄組成物との使用が提唱されている。国際公報ＷＯ２００５／０２３８７０では、界
面活性剤を結合できる特定の疎水的に改変された物質を、アニオン性界面活性剤と組み合
わせて、比較的高いフォーム特性および泡安定特性を維持しながら、比較的低い眼の刺激
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および／または真皮刺激を呈するパーソナルケア組成物を生成し得ることが開示されてい
る。開示された疎水的に改変された物質としては、少なくとも１つのエチレン性不飽和カ
ルボン酸モノマーおよび少なくとも１つのエチレン性不飽和の疎水的に改変されたモノマ
ーから合成される疎水的に改変された架橋アクリル系コポリマーが挙げられる。この開示
では、例示的な疎水的に改変されたアクリル系ポリマーが、Ｎｏｖｅｏｎ，Ｉｎｃの米国
特許第６，４３３，０６１号に示される。ＷＯ２００５／０２３８７０は、Ｃａｒｂｏｐ
ｏｌ（登録商標）Ａｑｕａ　ＳＦ－１およびＣａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）ＥＴＤ　２０
２０（両方ともＮｏｖｅｏｎ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｌｕ
ｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，　Ｉｎｃ．が提供）の商品名で
入手可能な追加的な例示ポリマーを、界面活性剤結合剤としての使用のために適切なポリ
マーとして開示している。
【０００９】
　米国特許第６，４３３，０６１号に開示されるポリマー、ならびにＣａｒｂｏｐｏｌ（
登録商標）Ａｑｕａ　ＳＦ－１およびＥＴＤ　２０２０の商品名で特定されるポリマーは
架橋されている。第０６１号特許の第５欄、３２行目では、「本発明のコポリマーは、望
ましくは、架橋モノマーによって架橋されている」ことが開示されている。さらに、第０
６１号特許に開示される例示ポリマーのすべてが、架橋性モノマーを含む。営業用文献で
は、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）Ａｑｕａ　ＳＦ－１ポリマーは、Ｎｏｖｅｏｎ　Ｃｏ
ｎｓｕｍｅｒ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｌｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　
Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｄａｔａ　Ｓｈｅｅｔ　ＴＤＳ－２
９４（２００３年７月）において、「．．．種々の界面活性剤ベースのパーソナル洗浄製
品に対して懸濁特性、安定化特性および粘稠化特性を付与するように設計された、軽度に
架橋されたアクリル系ポリマー分散物」として記載されており、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録
商標）ＥＴＤ　２０２０ポリマーは、Ｎｏｖｅｏｎ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｓｐｅｃｉａｌ
ｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｌｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．
Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｄａｔａ　Ｓｈｅｅｔ　ＴＤＳ－１８７（２００２年１月）におい
て、「．．．毒性学的に好ましい共溶媒系で処理された『分散するのが容易な』架橋され
たポリアクリル酸コポリマー」として記載されている。前述のアクリル系の架橋ポリマー
は、非直鎖状の、分岐状ポリマー鎖であって、これは相互に接続して三次元のネットワー
ク構造を形成し、そのレオロジー特性および構造構築特性（ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｂｕｉ
ｌｄｉｎｇ　ｐｒｏｐｅｒｔｙ）のために、長らくパーソナルケア用途で用いられている
。中和の際に、これらのアニオン性水溶性または分散性ポリマーは、それらが溶解される
か分散される液体の粘度を、相当に低いと考えられる濃度で存在する場合でさえ、大きく
増大させるという独特な能力を保持する。
　米国特許第８，２９３，８４５号および米国特許出願公開第２０１２／０１５７３６６
号は、組成物のレオロジー特性に実質的に影響することなく、フォーム特性を保持したま
まで過酷な界面活性剤の悪影響を軽減するために、アニオン性界面活性剤含有洗浄組成物
を配合した洗浄組成物中での低分子量の直鎖状（非架橋の）アクリル酸ポリマーおよびコ
ポリマーの使用を記載している。これらのアニオン性直鎖状ポリマーも、最適な刺激軽減
特性をもたらすために、比較的狭いｐＨ範囲内でｐＨ調整剤を用いる中和を必要とする。
これらの直鎖状ポリマーは、それらが含まれている洗浄組成物に対して降伏応力特性をも
たらさない。
　アニオン性の主要界面活性剤で配合された界面活性剤含有組成物のフォーム特性および
／または降伏応力特性を改善し、マイルドでありかつｐＨ依存性ではないポリマーが必要
である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第４，１３２，６７８号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２００９／０１５５３８３号明細書
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【特許文献３】米国特許第４，７２６，９１５号明細書
【特許文献４】米国特許第８，１５３，５７２号明細書
【特許文献５】米国特許第８，２９８，５１９号明細書
【特許文献６】米国特許第８，３４９，３０１号明細書
【特許文献７】国際公開第２００５／０２３８７０号
【特許文献８】米国特許第６，４３３，０６１号明細書
【特許文献９】米国特許第８，２９３，８４５号明細書
【特許文献１０】米国特許出願公開第２０１２／０１５７３６６号明細書
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】Ｓｃｈｏｅｎｂｅｒｇ、「Ｂａｂｙ　Ｓｈａｍｐｏｏ」、Ｈｏｕｓｅｈ
ｏｌｄ　＆　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　６０（１９７９
年９月）
【非特許文献２】Ｎｏｖｅｏｎ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｌ
ｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ
　Ｄａｔａ　Ｓｈｅｅｔ　ＴＤＳ－２９４（２００３年７月）
【非特許文献３】Ｎｏｖｅｏｎ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｌ
ｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ
　Ｄａｔａ　Ｓｈｅｅｔ　ＴＤＳ－１８７（２００２年１月）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、例えば、以下を提供する：
（項目１）
　界面活性剤含有組成物のフォーム特性を改善するための方法であって、少なくとも１つ
のアニオン性界面活性剤と、以下：
　ａ）約５５～約９５重量％、別の態様では約６０～約９０重量％、なお別の態様では約
６５～約８５重量％、さらなる態様では約７０～約８０重量％（存在する全モノマーの重
量に基づいて）の少なくとも１つのビニルアミドモノマー；
　ｂ）約５～約４５重量％、別の態様では約１０～約４０重量％、なお別の態様では約１
５～約３５重量％、さらなる態様では約２０～約３０重量％（存在する全モノマーの重量
に基づいて）の少なくとも１つのビニルエステルであって、２～２２個の炭素原子を有す
るアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステル；
　ｃ）約０～約１重量％、別の態様では約０．０１～約０．７５重量％、なお別の態様で
は約０．１～約０．５重量％、さらなる態様では０．１５～約０．３重量％（ポリマーの
全乾燥重量に基づいて）の少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくと
も２つの重合性エチレン性不飽和の部分を含むモノマー；
　ｄ）約０～約１０重量％、別の態様では約０．１～約５重量％、なお別の態様では約０
．５～約３重量％、さらなる態様では約０．７５～約１重量％（存在する全モノマーの重
量に基づいて）の少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレート；
　ｅ）約０～約１０重量％、さらなる態様では約０．５、１、２、または３～約５重量％
（存在する全モノマーの重量に基づいて）のアルコキシル化会合性モノマー；
　ｆ）約０～約１０重量％、さらなる態様では約０．５、１、２、または３～約５重量％
（存在する全モノマーの重量に基づいて）のアルコキシル化半疎水性モノマー；
　ｇ）約０もしくは０．５、１、２、または３～約５重量％（存在する全モノマーの重量
に基づいて）の、酢酸ビニル以外の少なくとも１つのビニルエステルであって、２～２２
個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステル；
を含むフリーラジカル重合性モノマー混合物から調製される少なくとも１つの非イオン性
の両親媒性ポリマーとを組み合わせる工程を包含する、方法。
（項目２）
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　前記モノマー組成物が、
　ｈ）少なくとも１つのＣ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；
　ｉ）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキ
ルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドまたはＮ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５

）アルキルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドから選択される少なく
とも１つの（メタ）アクリルアミド；
　ｊ）少なくとも１つのα－オレフィン系モノマー；およびそれらの混合物
から選択される約０．０１～約１５重量％の少なくとも１つの共重合性モノマーをさらに
含む、項目１に記載の方法。
（項目３）
　前記少なくとも１つのビニルアミドが、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－ビ
ニルホルムアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニルア
セトアミド、Ｎ－ビニルメチルアセトアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－ビニルア
セトアミド、およびそれらの混合物から選択され；前記Ｎ－ビニルラクタムが、Ｎ－ビニ
ル－２－ピロリジノン、Ｎ－（１－メチルビニル）ピロリジノン、Ｎ－ビニル－２－ピペ
リジノン、Ｎ－ビニル－２－カプロラクタム、Ｎ－ビニル－５－メチルピロリジノン、Ｎ
－ビニル－３，３－ジメチルピロリジノン、Ｎ－ビニル－５－エチルピロリジノンおよび
Ｎ－ビニル－６－メチルピペリドン、ならびにそれらの混合物から選択される、前記項目
のいずれかに記載の方法。
（項目４）
　前記少なくとも１つのビニルエステルであって、２～２２個の炭素原子を有するアシル
部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステルが、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪
酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘキサン酸ビ
ニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオデカ
ン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビニル、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸
ビニル、ステアリン酸ビニルおよびそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれか
に記載の方法。
（項目５）
　前記少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーが、平均で２つの架橋可能な不飽和官能
基を有するモノマー、平均で３つの架橋可能な不飽和官能基を有するモノマー、およびそ
れらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目６）
　前記Ｃ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートモノマーが、２－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒド
ロキシブチル（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物から選択される、前記項目の
いずれかに記載の方法。
（項目７）
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、トリメチロールプロパンのポリアリルエーテ
ル、ペンタエリトリトールのポリアリルエーテル、スクロースのポリアリルエーテル、お
よびそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目８）
　前記少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートが、メチル（メタ）
アクリレート、エチル（メタ）アクリレート　ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブ
チル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリ
レート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチル
ヘキシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アク
リレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサ
デシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、ベヘニル（メタ）アク
リレート、およびそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
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　前記会合性モノマーが、（ｉ）重合性エチレン性不飽和末端基ポーション、（ｉｉ）ポ
リオキシアルキレン中央部ポーション、および（ｉｉｉ）７～３０個の炭素原子を含む疎
水性末端基ポーションを含む、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目１０）
　前記会合性モノマーが、式ＶＩＩおよび／またはＶＩＩＡ：
【化１７】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－ＣＨ２

ＣＨ２ＮＨＣ（Ｏ）－；１～５個の炭素原子を含む二価のアルキレンラジカルであり；Ａ
ｒは二価のアリーレン（例えば、フェニレン）であり；ＥはＨまたはメチルであり；ｚは
０または１であり；ｋは約０～約３０の範囲の整数であり、ｍは０または１であり、ただ
しｋが０である場合、ｍは０であり、ｋが１～約３０の範囲である場合、ｍは１であり；
Ｄはビニルまたはアリル部分を表し；（Ｒ１５－Ｏ）ｎはポリオキシアルキレン部分であ
り、これはＣ２～Ｃ４オキシアルキレン単位のホモポリマー、ランダムコポリマー、また
はブロックコポリマーであってよく、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６、またはＣ４Ｈ８およ
びそれらの組み合わせから選択される二価のアルキレン部分であり；ｎは、一態様では約
２～約１５０、別の態様では約１０～約１２０、さらなる態様では約１５～約６０の範囲
の整数であり；Ｙは－Ｒ１５Ｏ－、－Ｒ１５ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、
－Ｒ１５ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－Ｃ（Ｏ）ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ｒ１６は、Ｃ８

～Ｃ３０直鎖状アルキル、Ｃ８～Ｃ３０分岐状アルキル、Ｃ７～Ｃ３０炭素環式アルキル
、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置換フェニル、アラルキル置換フェニル、およびアリール置換Ｃ

２～Ｃ３０アルキルから選択される置換または非置換のアルキルであり；ここで該Ｒ１６

のアルキル基、炭素環式アルキル基、アリール基、フェニル基は、メチル基、ヒドロキシ
ル基、アルコキシル基、ベンジル基　スチリル基、およびハロゲン基から選択される群よ
り選択される１つもしくはそれより多くの置換基を任意選択に含む）
によって表される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目１１）
　前記会合性モノマーが、式ＶＩＩＢ：
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【化１８】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６およびＣ４Ｈ８

から独立して選択される二価アルキレン部分であり、ｎは約１０～約６０の範囲の整数を
表し、（Ｒ１５－Ｏ）はランダム配置またはブロック配置に配列されてよく；Ｒ１６はＣ

８～Ｃ３０直鎖アルキル、Ｃ８～Ｃ３０分岐状アルキル、Ｃ７～Ｃ３０炭素環式アルキル
、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置換フェニル、アラルキル置換フェニル、およびアリール置換Ｃ

２～Ｃ３０アルキルから選択される置換または非置換のアルキルであり、ここで該Ｒ１６

のアルキル基、アリール基、フェニル基が、ヒドロキシル基、アルコキシル基、ベンジル
基　スチリル基、およびハロゲン基からなる群より選択される１つもしくはそれより多く
の置換基を任意選択に含む）
によって表される、前記項目のいずれかに記載のパーソナルケア組成物。
（項目１２）
　前記半疎水性モノマーが、（ｉ）重合性エチレン性不飽和末端基ポーション、（ｉｉ）
ポリオキシアルキレン中央部ポーション、および（ｉｉｉ）水素または１～４個の炭素原
子を含むアルキル基から選択される末端基ポーションを含む、前記項目のいずれかに記載
の方法。
（項目１３）
　前記半疎水性モノマーが、式ＶＩＩＩおよびＩＸ：
【化１９】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－ＣＨ２

ＣＨ２ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ａｒは二価のアリーレン（例えば、フェニレン）であり；
ＥはＨまたはメチルであり；ｚは０または１であり；ｋは約０～約３０の範囲の整数であ
り、ｍは０または１であり、ただしｋが０である場合、ｍは０であり、ｋが１～約３０の
範囲である場合、ｍは１であり；（Ｒ１５－Ｏ）ｎはポリオキシアルキレン部分であり、
これはＣ２～Ｃ４オキシアルキレン単位のホモポリマー、ランダムコポリマー、またはブ
ロックコポリマーであってよく、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６、またはＣ４Ｈ８およびそ
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れらの組み合わせから選択される二価のアルキレン部分であり；ｎは、一態様では約２～
約１５０、別の態様では約５～約１２０、さらなる態様では約１０～約６０、なおさらな
る態様では約１５～約３０の範囲の整数であり；Ｒ１７は水素および直鎖状または分岐状
Ｃ１～Ｃ４アルキル基から選択され；Ｄはビニルまたはアリル部分を表す）
によって表される少なくとも１つのモノマーから選択される、前記項目のいずれかに記載
の方法。
（項目１４）
　前記半疎水性モノマーが、式ＶＩＩＩＡおよびＶＩＩＩＢ：
【化２０】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり、「ａ」は一態様では０または２～約１２０、
別の態様では約５～約４５、さらなる態様では約１０～約２５の範囲の整数であり、「ｂ
」は一態様では約０または２～約１２０、別の態様では約５～約４５、さらなる態様では
約１０～約２５の範囲の整数であり、ただし「ａ」および「ｂ」は同時に０であることは
できない）
によって表される少なくとも１つのモノマーから選択される、前記項目のいずれかに記載
の方法。
（項目１５）
　前記少なくとも１つの（メタ）アクリルアミドが、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソ
プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
ｔｅｒｔ－オクチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメ
チル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－（ジ
－２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－（ジ－３－ヒドロキシプロ
ピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル，Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド；Ｎ，
Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド；ならび
にそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目１６）
　前記少なくとも１つの会合性モノマーが、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレー
ト（ＬＥＭ）、セチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート（ＣＥＭ）、セテアリルポリ
エトキシ化（メタ）アクリレート（ＣＳＥＭ）、ステアリルポリエトキシ化（メタ）アク
リレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ化（
メタ）アクリレート（ＢＥＭ）、セロチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、モンタ
ニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化（メタ）アクリレー
ト、フェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニルポリエトキシ化（メ
タ）アクリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレン（メタ）アクリレート
（該モノマーのポリエトキシ化ポーションは、一態様では約２～約１５０のエチレンオキ
シド単位、別の態様では約５～約１２０のエチレンオキシド単位、さらなる態様では約１
０～約６０のエチレンオキシド単位、なおさらなる態様では約１５～約３０のエチレンオ
キシド単位を含む）；オクチルオキシポリエチレングリコールポリプロピレングリコール
（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコールポリプロピレングリコール（
メタ）アクリレート、およびノニルフェノキシポリエチレングリコールポリプロピレング
リコール（メタ）アクリレート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションおよび／または
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ポリプロポキシ化ポーションが独立して、一態様では０または２～約１２０、別の態様で
は約５～約４５、さらなる態様では約１０～約２５を含む）；ならびにそれらの混合物か
ら選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目１７）
　前記少なくとも１つの半疎水性モノマーが、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレ
ート、ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールポリプ
ロピレングリコールメタクリレートまたはメトキシポリエチレングリコール（メタ）アク
リレート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションおよび／またはポリプロポキシ化ポー
ションが独立して、一態様では０または２～約１２０、別の態様では約５～約４５、さら
なる態様では約１０～約２５を含む）；ならびにそれらの混合物から選択される、前記項
目のいずれかに記載の方法。
（項目１８）
　前記少なくとも１つの半疎水性モノマーが、式：
ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）１０Ｈ；
ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）２０Ｈ；
ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）３０Ｈ；ＣＨ２＝ＣＨ
ＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）１０Ｈ；ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）

４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）２０Ｈ；ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）３０Ｈ
；およびＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）５（Ｃ２Ｈ４Ｏ）５Ｈを有する化合物から
選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目１９）
　前記少なくとも１つのα－オレフィン系モノマーが、エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、イソブチレン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、４－メチル－１－ペンテン、スチレン
、α－メチルスチレン、およびそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記
載の方法。
（項目２０）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが、以下：
　ａ）約５５～約９５重量％、別の態様では約６０～約９０重量％、なお別の態様では約
６５～約８５重量％、さらなる態様では約７０～約８０重量％（存在する全モノマーの重
量に基づく）のＮ－ビニルピロリドン；
　ｂ）約５～約４５重量％、別の態様では約１０～約４０重量％、なお別の態様では約１
５～約３５重量％、さらなる態様では約２０～約３０重量％（存在する全モノマーの重量
に基づく）の酢酸ビニル；
　ｃ）約０～約１重量％、別の態様では約０．０１～約０．７５重量％、なお別の態様で
は約０．１～約０．５重量％、さらなる態様では０．１５～約０．３重量％（ポリマーの
乾燥全重量に基づく）の少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくとも
２つの重合性エチレン性不飽和部分を含むモノマー；
　ｄ）約０～約１０重量％、別の態様では約０．１～約５重量％、なお別の態様では約０
．５～約３重量％、さらなる態様では約０．７５～約１重量％（存在する全モノマーの重
量に基づく）の少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートであって、
メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）ア
クリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート）、ヘプ
チル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ
）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウ
リル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）
アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、またはベヘニル（メタ）アクリレート
から選択されるＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレート；ならびに
　ｅ）約０～約１０重量％、さらなる態様では約０．５、１、２、または３～約５重量％
（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル化会合性モノマーであって、ラウ
リルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート
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、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ステアリルポリエトキシ化（メタ）
アクリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ
化（メタ）アクリレート、セロチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、モンタニルポ
リエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、フ
ェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニルポリエトキシ化（メタ）ア
クリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレンメタクリレート（該モノマー
のポリエトキシ化ポーションは、一態様では約２～約１５０のエチレンオキシド単位、別
の態様では約５～約１２０のエチレンオキシド単位、さらなる態様では約１０～約６０の
エチレンオキシド単位、なおさらなる態様では約１５～約３０のエチレンオキシド単位を
含む）から選択されるモノマー；
を含むモノマー混合物から調製される反復単位を含む、前記項目のいずれかに記載の方法
。
（項目２１）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが、約０．５、１、２または３～約５重量％（存在
する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル以外のビニルエステルであって、該ビニル
エステルは２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエ
ステルであり、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキ
サン酸ビニル、２－メチルヘキサン酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタ
ン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオデカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビ
ニル、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、およびステアリン酸ビニルから選択され
るビニルエステルをさらに含むモノマー混合物から調製される反復単位を含む、前記項目
のいずれかに記載の方法。
（項目２２）
　前記少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートが、デシル（メタ）
アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テト
ラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ
）アクリレート、ベヘニル（メタ）アクリレートおよびそれらの混合物から選択される、
前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目２３）
　前記アルコキシル化会合性モノマーが、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート
、セチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アク
リレート、ステアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、アラキジルポリエトキシ化
（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、およびそれらの
混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目２４）
　前記Ｃ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートがステアリルメタクリレートである、
前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目２５）
　前記アルコキシル化会合性モノマーがベヘニルポリエトキシ化メタクリレートである、
前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目２６）
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ
（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物から選択される、請前記項目のいずれかに
記載の方法。
（項目２７）
　前記少なくとも１つの架橋性モノマーが、ペンタエリスリトールジアリルエーテル、ペ
ンタエリスリトールトリアリルエーテル、ペンタエリスリトールテトラアリルエーテル；
およびそれらの混合物から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目２８）
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　前記界面活性剤組成物が、少なくとも１つの両性界面活性剤をさらに含む、前記項目の
いずれかに記載の方法。
（項目２９）
　前記少なくとも１つのアニオン性界面活性剤がエトキシ化されている、前記項目のいず
れかに記載の方法。
（項目３０）
　前記少なくとも１つのアニオン性界面活性剤が、平均で１～３モルのエトキシ化を含む
、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３１）
　前記少なくとも１つのアニオン性界面活性剤が、平均で１～２モルのエトキシ化を含む
、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３２）
　前記少なくとも１つのアニオン性界面活性剤が、ドデシル硫酸ナトリウム、ドデシル硫
酸アンモニウム、ラウリル硫酸ナトリウム、トリデセス硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸ア
ンモニウム、ラウレス硫酸ナトリウム、ラウレス硫酸アンモニウムまたはそれらの混合物
から選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３３）
　前記少なくとも１つの両性界面活性剤が、アミノ酸界面活性剤、ベタイン、スルタイン
、アルキルアンフォカルボキシレート、およびそれらの混合物から選択される、前記項目
のいずれかに記載の方法。
（項目３４）
　前記少なくとも１つの両性界面活性剤がコカミドプロピルベタインである、前記項目の
いずれかに記載の方法。
（項目３５）
　前記少なくとも１つのアニオン性界面活性剤の濃度が、全組成物の重量に基づいて約１
または３～約２２重量％（活性）の範囲である、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３６）
　アニオン性界面活性剤の濃度が、全組成物の重量に基づいて一態様では約３～約１５重
量％（活性）、別の態様では約５～約１０重量％（活性）、約６～約９重量％（活性）の
範囲である、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３７）
　アニオン性界面活性剤と両性界面活性剤（活性）の比が、一態様では１０：１～約２：
１、別の態様では９：１、８：１、７：１　６：１、５：１、４．５：１、４：１、また
は３：１である、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３８）
　前記組成物中の非イオン性の両親媒性ポリマー固体の量が、全組成物の重量に基づいて
約１～約３重量％の範囲である、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目３９）
　前記モノマー混合物がさらに立体安定剤を含む、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目４０）
　前記モノマー混合物が、Ｎ－ビニルピロリドン／ステアリルメタクリレート／ブチルア
クリレートのコポリマー、Ｃ２０～Ｃ２４アルキル置換コハク酸無水物とグリセリンおよ
び／または２～６個のグリセリン単位を含むポリグリセロールから選択されるポリオール
との反応生成物のエステル、ならびにそれらの混合物から選択される立体安定剤をさらに
含む、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目４１）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが直鎖状である、前記項目のいずれかに記載の方法
。
（項目４２）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが架橋されている、前記項目のいずれかに記載の方
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法。
（項目４３）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが分散ポリマーである、前記項目のいずれかに記載
の方法。
（項目４４）
　前記非イオン性の両親媒性ポリマーが架橋されており、かつ前記方法が少なくとも０．
１Ｐａの降伏応力特性をさらに付与する、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目４５）
　界面活性剤含有組成物のフォーム特性を改善するための方法であって、該方法は、該組
成物中に約１～約５重量％の非イオン性の両親媒性分散ポリマーを含ませる工程を包含し
、該ポリマーは以下：
　ａ）約５５～約９５重量％、別の態様では約６０～約９０重量％、なお別の態様では約
６５～約８５重量％、さらなる態様では約７０～約８０重量％（存在する全モノマーの重
量に基づく）のＮ－ビニルピロリドン；
　ｂ）約５～約４５重量％、別の態様では約１０～約４０重量％、なお別の態様では約１
５～約３５重量％、さらなる態様では約２０～約３０重量％（存在する全モノマーの重量
に基づく）の酢酸ビニル；
　ｃ）約０～約１重量％、別の態様では約０．０１～約０．７５重量％、なお別の態様で
は約０．１～約０．５重量％、さらなる態様では０．１５～約０．３重量％（該ポリマー
の乾燥全重量に基づく）の少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくと
も２つの重合性エチレン性不飽和部分を含むモノマー；
　ｄ）約０～約１０重量％、別の態様では約０．１～約５重量％、なお別の態様では約０
．５～約３重量％、さらなる態様では約０．７５～約１重量％（存在する全モノマーの重
量に基づく）の少なくとも１つのＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレートであって、
メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）ア
クリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート）、ヘプ
チル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ
）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウ
リル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）
アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、またはベヘニル（メタ）アクリレート
から選択されるＣ１～Ｃ２２アルキル（メタ）アクリレート；ならびに
　ｅ）約０～約１０重量％、さらなる態様では約０．５、１、２、または３～約５重量％
（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル化会合性モノマーであって、ラウ
リルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート
、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ステアリルポリエトキシ化（メタ）
アクリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ
化（メタ）アクリレート、セロチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、モンタニルポ
リエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、フ
ェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニルポリエトキシ化（メタ）ア
クリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレンメタクリレート（該モノマー
のポリエトキシ化ポーションは、一態様では約２～約１５０のエチレンオキシド単位、別
の態様では約５～約１２０のエチレンオキシド単位、さらなる態様では約１０～約６０の
エチレンオキシド単位、なおさらなる態様では約１５～約３０のエチレンオキシド単位を
含む）から選択されるモノマー；
　ｆ）約０～約１０重量％、さらなる態様では約０．５、１、２、または３～約５重量％
（存在する全モノマーの重量に基づく）の半疎水性モノマーであって、メトキシポリエチ
レングリコールメタクリレートから選択されるモノマー；
　ｇ）約０～約１０重量％、および０．５、１、２または３～約５重量％（存在する全モ
ノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル以外の少なくとも１つのビニルエステルであって、
該ビニルエステルは２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸の
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ビニルエステルであり、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニ
ル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘキサン酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イ
ソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル、ネオデカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチ
ック酸ビニル、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、およびステアリン酸ビニルから
選択されるビニルエステル；
を含むモノマー混合物から調製される、方法。
（項目４６）
前記非イオン性の両親媒性分散ポリマーが直鎖状である、項目４５に記載の方法。
（項目４７）
　前記非イオン性の両親媒性分散ポリマーが架橋されている、項目４５に記載の方法。
（項目４８）
　前記モノマー混合物が、Ｎ－ビニルピロリドン／ステアリルメタクリレート／ブチルア
クリレートのコポリマー、Ｃ２０～Ｃ２４アルキル置換コハク酸無水物とグリセリンおよ
び／または２～６個のグリセリン単位を含むポリグリセロールから選択されるポリオール
との反応生成物のエステル、およびそれらの混合物から選択される立体安定剤をさらに含
む、項目４５～４７のいずれかに記載の方法。
（項目４９）
　前記モノマー混合物が：
　ａ）５５～約９５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のＮ－ビニルピロリド
ン；
　ｂ）さらなる態様では約５～約４５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢
酸ビニル；
　ｃ）約０または０．１～約１重量％（ポリマーの乾燥全重量に基づく）の少なくとも１
つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性不飽和部分を
含むモノマー；
　ｄ）約０または１～約５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の少なくとも１
つのモノマーであって、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート
、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（
メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、またはベヘニル（メタ）アクリ
レートから選択されるモノマー；
　ｅ）約０または１～約５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）のアルコキシル
化会合性モノマーであって、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、セチルポリ
エトキシ化（メタ）アクリレート、セテアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ス
テアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ化（メタ）アクリ
レート（該モノマーのポリエトキシ化ポーションが約１０～約６０個のエチレンオキシド
単位を含む）から選択されるモノマー；
　ｆ）約０または１～約５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の半疎水性モノ
マーであって、メトキシポリエチレングリコールメタクリレートから選択されるモノマー
；ならびに
　ｇ）約０または１～約５重量％（存在する全モノマーの重量に基づく）の酢酸ビニル以
外の少なくとも１つのビニルエステルであって、該ビニルエステルは２～２２個の炭素原
子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステルであり、プロピオン酸ビ
ニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘキ
サン酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル、
ネオデカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビニル、ラウリン酸ビニル、パル
ミチン酸ビニル、およびステアリン酸ビニルから選択されるビニルエステル；
を含む、項目４５～４７のいずれかに記載の方法。
（項目５０）
　前記アニオン性界面活性剤と前記両性界面活性剤の比が、約１０：１～約２：１（重量
／重量）の範囲である、項目４５～４９のいずれかに記載の方法。
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（項目５１）
　前記アニオン性界面活性剤が、ドデシル硫酸ナトリウム塩、ラウリル硫酸ナトリウム塩
、ラウレス硫酸ナトリウム塩もしくはドデシル硫酸アンモニウム塩、ラウリル硫酸アンモ
ニウム塩、ラウレス硫酸アンモニウム塩、またはそれらの混合物から選択される、項目４
５～５０のいずれかに記載の方法。
（項目５２）
　前記両性界面活性剤がコカミドプロピルベタインである、項目４５～５１のいずれかに
記載の方法。
（項目５３）
　前記組成物の前記降伏応力が０Ｐａ以上である、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目５４）
　前記組成物の前記降伏応力が少なくとも０．１Ｐａ、または少なくとも０．５Ｐａであ
る、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目５５）
　前記組成物の前記降伏応力が少なくとも１Ｐａである、前記項目のいずれかに記載の方
法。
（項目５６）
　シリコーンオイル、シリコーンガム、シリコーン樹脂およびそれらの混合物から選択さ
れる不揮発性シリコーンコンディショニング剤をさらに含む、前記項目のいずれかに記載
の方法。
（項目５７）
　揮発性シリコーンをさらに含む、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目５８）
　前記シリコーンオイルが、式：
【化２１】

（式中、Ａは独立してヒドロキシ、メチル、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、およびフ
ェノキシを表し；Ｒ４０は独立して、メチル、エチル、プロピル、フェニル、メチルフェ
ニル、フェニルメチルを表し；ｘは、一態様では約７～約８０００、別の態様では約５０
～約５０００、なお別の態様では約１００～約３０００、さらなる態様では約２００～約
１０００の範囲の整数である）
によって表される化合物から選択される、項目５６または５７のいずれかに記載の方法。
（項目５９）
　前記シリコーンコンディショニング剤が、ポリジメチルシロキサン（ジメチコン）、ポ
リジエチルシロキサン、末端ヒドロキシル基を有するポリジメチルシロキサン（ジメチコ
ノール）、ポリメチルフェニルシロキサン、フェニルメチルシロキサン、およびそれらの
混合物から選択される、項目５６～５８のいずれかに記載の方法。
（項目６０）
　前記シリコーンコンディショニング剤が、アミノ官能性ポリジメチルシロキサン（アモ
ジメチコン）から選択される、項目５６～５９のいずれかに記載の方法。
（項目６１）
　前記アミノ官能性シリコーンが、式：
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【化２２】

（式中、Ａは独立して、ヒドロキシ、メチル、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、および
フェノキシを表し；Ｒ４０は：
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ＋（Ｒ４２）３ＣＡ－；および
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）Ｈ２ＣＡ－；
（式中、Ｒ４１は直鎖状または分岐状のアルキレンまたはアルキレンエーテル部分であっ
て、２～１０個の炭素原子を含む、ヒドロキシル置換または非置換の部分であり；Ｒ４２

は水素、Ｃ１～Ｃ２０アルキル（例えば、メチル）、フェニルまたはベンジルであり；Ｃ
Ａ－は、塩素、臭素、ヨウ素およびフッ素から選択されるハロゲン化物イオンであり；ｍ
＋ｎの合計は、一態様では約７～約１０００、別の態様では約５０～約２５０、別の態様
では約１００～約２００の範囲であり、ただしｍまたはｎは０ではない）から選択される
）
によって表される化合物から選択される、項目５６～６０のいずれかに記載の方法。
（項目６２）
　前記シリコーンコンディショニング剤が、全組成物の重量に基づいて、一態様では約０
．０１～約２０重量％、別の態様では約０．０５～約１５重量％、なお別の態様では約０
．１％～約１０重量％、さらなる態様では約１～約５重量％の範囲の量で存在する、項目
５６～６１のいずれかに記載の方法。
（項目６３）
　前記シリコーンコンディショニング剤が、一態様では約０．００３～約５００μｍ、第
二の態様では約０．０５～約２００μｍ、第三の態様では約０．２５～約２００μｍ、第
四の態様では約０．５～約１５０μｍ、第五の態様では約１～約１００μｍ、第六の態様
では約５～８０μｍ、第七の態様では約１０～約６０μｍ、第八の態様では約２０～約５
０μｍの範囲の粒子サイズを有する、項目５６～６２のいずれかに記載の方法。
（項目６４）
　前記シリコーンコンディショニング剤が、エマルジョン滴の形態である、項目５６～６
３のいずれかに記載の方法。
（項目６５）
　炭化水素オイル、エステルオイル、およびそれらの組み合わせから選択される補助コン
ディショニング剤をさらに含む、項目５６～６４のいずれかに記載の方法。
（項目６６）
　カチオン性ポリマーをさらに含む、項目５４～６５のいずれかに記載の方法。
（項目６７）
　真珠光沢付与剤をさらに含む、前記項目のいずれかに記載の方法。
（項目６８）
　前記真珠光沢付与剤が、雲母、金属酸化物被覆雲母、シリカ被覆雲母、オキシ塩化ビス
マス被覆雲母、オキシ塩化ビスマス、ミリスチン酸ミリスチル、ガラス、金属酸化物被覆
ガラス、種々のアルミニウム塩およびマグネシウム塩、グアニン、フィッシュスケール、
グリッター（ポリエステルまたは金属性）、ならびにそれらの混合物から選択される、項
目６７に記載の方法。
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（項目６９）
　前記真珠光沢付与剤が、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリ
コール、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコールおよびテトラエチレングリコ
ールと約６～約２２個の炭素原子を含む脂肪酸とのモノエステルおよび／またはジエステ
ルから選択される、項目６７に記載の方法。
（項目７０）
　前記真珠光沢付与剤が、エチレングリコールモノステアレート（ＥＧＭＳ）、エチレン
グリコールジステアレート（ＥＧＤＳ）、ポリエチレングリコールモノステアレート（Ｐ
ＧＭＳ）、ポリエチレングリコールジステアレート（ＰＧＤＳ）、およびそれらの混合物
から選択される、項目６９に記載の方法。
（項目７１）
　顔料、剥離剤、フケ防止剤、クレイ、膨潤性クレイ、ラポナイト、ガス気泡、リポソー
ム、ＵＶ吸収材、抗菌性組成物、毛髪固定剤、抗しわ組成物およびアンチエイジング組成
物、マイクロスポンジ、化粧品ビーズおよび化粧品フレークから選択される粒子状物質を
さらに含む、項目５４～７０のいずれかに記載の方法。
（項目７２）
　前記組成物が、２３℃で少なくとも１か月間０．５～１．５ｍｍの間のサイズのビーズ
を懸濁可能であり、該ビーズ物質と水との間の比重差が＋／－０．０１～０．５の間であ
る、項目５４～７１のいずれかに記載の方法。
（項目７３）
　前記組成物が、２３℃で少なくとも１か月間０．５～３００μｍの間のサイズのマイク
ロカプセルを懸濁可能であり、該マイクロカプセルビーズと水との間の比重差が＋／－０
．２～０．５の間である、項目５４～７１のいずれかに記載の方法。
（項目７４）
　前記降伏応力がｐＨ範囲２～１４においてｐＨに実質的に依存しない、前記項目のいず
れかに記載の方法。
（項目７５）
　前記降伏応力がｐＨ範囲３～１０においてｐＨに実質的に依存しない、前記項目のいず
れかに記載の方法。
（項目７６）
　前記組成物が、シャンプー、ベビーシャンプー、ボディソープ、シャワージェル、液体
ハンドソープ、液体食器洗い用洗剤、ペット洗浄製品、湿潤洗浄用ふきん、または洗顔用
クレンザーから選択される、前記項目のいずれかに記載の方法。
　（発明の要旨）
　本発明は、アニオン性界面活性剤含有組成物においてフォーム特性を増大させるための
マイルドな洗浄およびクリーニングの組成物ならびに方法を提供する。優れた清浄特性お
よびフォーム特性を有するマイルドな洗浄組成物は、少なくとも１つの非イオン性の両親
媒性ポリマーを洗浄配合物中に組み込むことによって得ることができることが発見された
。
【００１３】
　一態様では、本発明の直鎖状（非架橋の）非イオン性の両親媒性ポリマーは、界面活性
剤含有組成物のフォーム特性を向上する能力を含む、特有で予期せぬ特性の組み合わせを
示すということが発見された。
【００１４】
　一態様では、架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーは、界面活性剤含有組成物に対
して改善されたフォーム特性および降伏応力特性をもたらす。本発明の直鎖状（非架橋の
）ポリマーおよび架橋ポリマーの有効性は、特定のｐＨ範囲を維持することには依存しな
い。
【００１５】
　一態様では、本発明はまた、少なくとも１つの非イオン性の両親媒性ポリマーおよび少
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なくとも１つのアニオン性の主要界面活性剤、ならびにエトキシ化アニオン性界面活性剤
、両性界面活性剤、非イオン性界面活性剤およびそれらの２つもしくはそれより多くの組
み合わせから選択される少なくとも１つの任意の二次的界面活性剤の清浄用界面活性剤を
含むマイルドな洗浄およびクリーニング組成物を提供する。
【００１６】
　別の態様では、本発明のある実施形態は、少なくとも１つのアニオン性界面活性剤を含
む洗浄組成物に関連するフォーム体積を増大させる方法に関し、この方法は、非イオン性
の両親媒性ポリマーと、少なくとも１つのアニオン性清浄用界面活性剤とを、少なくとも
１つの両性界面活性剤、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤、およびそれらの組み合
わせから選択される二次的界面活性剤との任意の組み合わせで組み合わせる工程を包含す
る。
【００１７】
　別の態様では、本発明の少なくとも１つの非イオン性の両親媒性ポリマーは、少なくと
も１つのアニオン性の主要界面活性剤と、任意の組み合わせで少なくとも１つの両性界面
活性剤、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤、およびそれらの混合物から選択される
少なくとも１つの二次的界面活性剤を含む洗浄組成物中で泡の生成を向上させることがで
きる。この非イオン性の両親媒性ポリマーは、ｐＨ依存性ではなく、架橋されて所定の洗
浄およびクリーニング配合物に対して所望の降伏応力特性をもたらすことができる。
【００１８】
　別の態様では、本発明のある実施形態は、少なくとも１つの清浄用界面活性剤を含む粘
稠化洗浄組成物と関連するフォーム特性を増大させる方法に関し、この方法は、架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマーと、少なくとも１つのアニオン性主要界面活性剤、なら
びに少なくとも１つの両性界面活性剤、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤、および
それらの組み合わせから選択される任意の二次的界面活性剤とを組み合わせる工程を包含
し、この架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーの濃度は５重量％以下であり、少なく
とも１つの清浄用界面活性剤は２０重量％以下であり（全ての重量パーセンテージは、組
成物の全重量に対する）、この組成物の降伏応力は少なくとも０．１Ｐａであり、フォー
ム特性を向上し、かつ降伏応力をもたらすためのポリマーの有効性は、約２～約１４の範
囲では実質的にｐＨに依存しない。
【００１９】
　別の態様では、本発明のある実施形態は、少なくとも１つの清浄用界面活性剤を含む粘
稠化洗浄組成物に関連するフォーム特性を増大させる方法に関し、この方法は、架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマーと、少なくとも１つのアニオン性主要界面活性剤、なら
びに少なくとも１つの両性界面活性剤、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤、および
それらの組み合わせから選択される任意の二次的界面活性剤とを組み合わせる工程を包含
し、この架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーの濃度は５重量％以下であり、少なく
とも１つの清浄用界面活性剤は２０重量％以下であり（全ての重量パーセンテージは、組
成物の全重量に対する）、この組成物の降伏応力は少なくとも０．１Ｐａであり、約２～
約１４の範囲では実質的にｐＨには依存しておらず、その組成物は０．５～１．５ｍｍの
サイズのビーズを懸濁させることができ、水に対するビーズの比重差が室温で少なくとも
４週間の期間において０．２～０．５の範囲内にある。
【００２０】
　一態様では、本発明の方法で利用される非イオン性の両親媒性ポリマーは、少なくとも
１つの親水性モノマー、少なくとも１つの疎水性モノマー、および任意選択に少なくとも
２つの重合性不飽和の部分を含む少なくとも１つの架橋性モノマーを含むフリーラジカル
重合性モノマー組成物から調製される。一態様では、親水性モノマーは、Ｎ－ビニルアミ
ド、ヒドロキシ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリレート、アミノ基含有モノマー、
またはその混合物から選択される。一態様では、この疎水性モノマーは、２～２２個の炭
素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステル、（メタ）アクリル
酸と１～３０個の炭素原子を含むアルコールとのエステル、１～２２個の炭素原子を含む
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アルコールのビニルエーテル、ビニル芳香族モノマー、ハロゲン化ビニル、ハロゲン化ビ
ニリデン、会合性モノマー、半疎水性モノマー、またはその混合物から選択される。
【００２１】
　一態様では、本発明の方法で利用される非イオン性の両親媒性ポリマーは、少なくとも
１つのＮ－ビニルアミドモノマー、２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪
族カルボン酸の少なくとも１つのビニルエステル、および任意選択に少なくとも１つの架
橋性モノマーを、（メタ）アクリル酸と１～３０個の炭素原子を含むアルコールとのエス
テル、会合性モノマー、半疎水性モノマー、またはその混合物から選択される少なくとも
１つのモノマーと任意の組み合わせで含むフリーラジカル重合性モノマー組成物から調製
される。
【００２２】
　本発明の方法、ポリマーおよび組成物は、本明細書に記載の成分、要素およびプロセス
描写を適切に含むか、それからなるか、あるいは本質的にそれからなることができる。本
明細書で例示的に適切に開示される本発明は、本明細書で具体的に開示されていないいず
れかの要素がなくても実施することができる。
【００２３】
　別段の記述のない限り、本明細書で表されるすべてのパーセンテージ、部および比は、
本発明の全組成物の重量に基づくものである。
【００２４】
　本発明のポリマーに組み込まれる、特定のモノマー（単数または複数）について言及す
る場合、このモノマー（単数または複数）は、この特定のモノマー（単数または複数）（
例えば、反復性単位）由来の単位（単数または複数）としてポリマーに組み込まれる。
【００２５】
　本明細書において用いる場合、「両親媒性ポリマー」という用語は、そのポリマー物質
が、明瞭な親水性ポーション（ｐｏｒｔｉｏｎ）および疎水性ポーションを有することを
意味する。「親水性」とは通常は、水および他の極性分子と分子内で相互作用するポーシ
ョンを意味する。「疎水性」とは通常は、水性媒体ではなくオイル、脂肪または他の非極
性分子と優先的に相互作用するポーションを意味する。
【００２６】
　本明細書において用いる場合、「親水性モノマー」という用語は、実質的に水溶性であ
るモノマーを意味する。「実質的に水溶性」とは、２５℃で、蒸留水（またはこれと同等
の水）に一態様では約３．５重量％の濃度で可溶性であり、また別の態様では約１０重量
％の濃度で可溶性である物質を指す（水およびモノマーの重量に基づいて算出）。
【００２７】
　本明細書において用いる場合、「疎水性モノマー」という用語は、実質的に水不溶性で
あるモノマーを意味する。「実質的に水不溶性」とは、２５℃で、蒸留水（または等価の
水）に一態様では約３重量％の濃度で不溶性であり、また別の態様では約２．５重量％の
濃度で不溶性である物質を指す（水およびモノマーの重量に基づいて算出）。
【００２８】
　「非イオン性」は、モノマー、モノマー組成物またはモノマー組成物から重合されたポ
リマーが、イオン性部分またはイオン化可能な部分を欠いている（「イオン化が不可能で
ある（ｎｏｎｉｏｎｉｚａｂｌｅ）」）ことを意味する。
【００２９】
　イオン化可能な部分とは、酸または塩基で中和することによってイオン性にすることが
できる任意の基である。
【００３０】
　イオン性部分またはイオン化された部分とは、酸または塩基によって中和された任意の
部分である。
【００３１】
　「実質的に非イオン性」とは、モノマー、モノマー組成物、またはモノマー組成物から
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重合されたポリマーが、一態様では５重量％未満、別の態様では３重量％未満、さらなる
態様では１重量％未満、なおさらなる態様では０．５重量％未満、追加的な態様では０．
１重量％未満、そしてさらなる態様では０．０５重量％未満のイオン化可能な部分および
／またはイオン化された部分を含むことを意味する。
【００３２】
　接頭語「（メタ）アクリル」には、「アクリル」および「メタクリル」が含まれる。例
えば、（メタ）アクリル酸の（（ｍｅｔｈ）ａｃｒｙｌｉｃ）という用語には、アクリル
酸の、およびメタクリル酸の、の両方が含まれ、また（メタ）アクリレートという用語に
は、アクリレートおよびメタクリレートが含まれる。さらなる例として、「（メタ）アク
リルアミド」という用語には、アクリルアミドとメタクリルアミドの両方が含まれる。
【００３３】
　「パーソナルケア製品」という用語は、本明細書において用いる場合、限定されないが
化粧品、トイレタリー、薬用化粧品（ｃｏｓｍｅｃｅｕｔｉｃａｌｓ）、美容補助品、昆
虫忌避剤、身体（ヒトおよび動物の皮膚、毛髪、頭皮、ならびに爪を含む）に適用される
パーソナル衛生製品および洗浄製品を包含する。
【００３４】
　「ホームケア製品」という用語は、本明細書において用いる場合、限定されないが台所
および浴室などの表面クリーニングまたは衛生状態維持のための家庭内家事（ｄｏｍｅｓ
ｔｉｃ　ｈｏｕｓｅｈｏｌｄ）で使用される製品（例えば、硬質表面用クリーナー、手動
および自動食器洗浄（ｄｉｓｈ　ｃａｒｅ）、便器用クリーナーおよび消毒剤）、ならび
にファブリックケアおよびクリーニング用ランドリー製品（例えば、洗剤、ファブリック
コンディショナー、前処理用染み除去剤）などが含まれる。
【００３５】
　ここで、ならびに本明細書および特許請求の範囲の他の箇所で、個々の数値（炭素原子
の数値を含む）または限定を組み合わせて、追加の開示されていない範囲および／または
明記されていない範囲を形成し得る。
【００３６】
　本発明の組成物中に含まれ得る種々の成分および構成要素について重複した重量範囲が
、本発明の選択された実施形態および態様について表現されているが、開示組成物中の各
成分の具体的な量は、各成分の量が、組成物中のすべての成分の和が合計１００重量パー
セントとなるよう調整されるように、その開示された範囲から選択されるのは容易に明ら
かなはずである。使用される量は、所望の製品の目的および特徴によって変化し、それら
は当業者によって容易に決定される。
【００３７】
　本明細書に示す見出しは例示の役割を果たすが、本発明をいずれかの方法または様式に
限定することはない。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　（本発明の例示的な実施形態の説明）
　本発明による例示的実施形態を説明する。本明細書で説明する例示的実施形態の様々な
改変形態、適合形態または変更形態は、開示されているかのように当業者に明らかになり
得る。本発明の教示に依存し、それによってこれらの教示が当該技術を進歩させる、そう
したすべての改変形態、適合形態または変更形態は、本発明の範囲および趣旨の範囲内に
あると考えられることが理解される。
【００３９】
　（両親媒性ポリマー）
　本発明の実施において有用な架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーは、フリーラジ
カル重合性不飽和を含むモノマー成分から重合される。一実施形態では、本発明の実施で
有用な架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーは、少なくとも１つの非イオン性の親水
性不飽和モノマー、少なくとも１つの不飽和疎水性モノマー、および少なくとも１つの多
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不飽和架橋性モノマーを含むモノマー組成物から重合される。
【００４０】
　一実施形態では、この非イオン性の両親媒性ポリマーは典型的には、存在する親水性モ
ノマーおよび疎水性モノマーの全重量に基づいて、一態様では約５５：４５重量％～約９
５：５重量％、別の態様では約６０：４０重量％～約９０：１０重量％、さらなる態様で
は約６５：３５重量％～約８５：１５重量％、なおさらなる態様では約７０：３０～約８
０：２０重量％の親水性モノマーと疎水性モノマーの比を有するモノマー組成物から調製
し得る。親水性モノマー成分は、単一の親水性モノマーまたは親水性モノマーの混合物か
ら選択し得、疎水性モノマー成分は、単一の疎水性モノマーまたは疎水性モノマーの混合
物から選択し得る。
【００４１】
　（親水性モノマー）
　代表的な親水性モノマーとしては、限定されないが、以下が挙げられる：開鎖Ｎ－ビニ
ルアミドおよび環状Ｎ－ビニルアミド（ラクタム環部分中に４～９個の原子を含むＮ－ビ
ニルラクタム）、その環炭素原子は任意選択にメチル、エチルまたはプロピルなどの１つ
もしくはそれより多くの低級アルキル基で置換されていてよい；アミノ（Ｃ１～Ｃ５）ア
ルキル（メタ）アクリレート；ヒドロキシ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリレート
；（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，
Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキルア
ミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５）ア
ルキルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドから選択されるアミノ基含
有ビニルモノマーであって、ここで二置換のアミノ基上のアルキル部分は、同じであって
も異なってもよく、一置換および二置換のアミノ基上のアルキル部分は、任意選択にヒド
ロキシル基で置換されてもよい、アミノ基含有ビニルモノマー；他のモノマーとしては、
ビニルアルコール；ビニルイミダゾール；ならびに（メタ）アクリロニトリルが挙げられ
る。前述のモノマーの混合物も使用し得る。
【００４２】
　代表的な開鎖Ｎ－ビニルアミドとしては、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－
ビニルホルムアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニル
アセトアミド、Ｎ－ビニルメチルアセトアミド、Ｎ－（ヒドロキシメチル）－Ｎ－ビニル
アセトアミドおよびそれらの混合物が挙げられる。さらに、ペンダントＮ－ビニルラクタ
ム部分を含むモノマー、例えば、Ｎ－ビニル－２－エチル－２－ピロリドン（メタ）アク
リレートも使用し得る。
【００４３】
　代表的な環状Ｎ－ビニルアミド（Ｎ－ビニルラクタムとしても公知である）としては、
Ｎ－ビニル－２－ピロリジノン、Ｎ－（１－メチルビニル）ピロリジノン、Ｎ－ビニル－
２－ピペリドン、Ｎ－ビニル－２－カプロラクタム、Ｎ－ビニル－５－メチルピロリジノ
ン、Ｎ－ビニル－３，３－ジメチルピロリジノン、Ｎ－ビニル－５－エチルピロリジノン
およびＮ－ビニル－６－メチルピペリドン、ならびにそれらの混合物が挙げられる。
【００４４】
　アミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリレートおよびヒドロキシ（Ｃ１～Ｃ５）
アルキル（メタ）アクリレートは、構造的に以下の式：
【化１】
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（式中、Ｒは水素またはメチルであり、Ｒ１は１～５個の炭素原子を含む二価アルキレン
部分であり、Ｚは、－ＮＨ２または－ＯＨであり、このアルキレン部分は任意選択に１つ
もしくはそれより多くのメチル基によって置換されてもよい）
によって表され得る。代表的なモノマーとしては、２－アミノエチル（メタ）アクリレー
ト、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物が挙げら
れる。
【００４５】
　アミノ基含有ビニルモノマーとしては、（メタ）アクリルアミド、ジアセトンアクリル
アミドおよび構造的に以下の式：
【化２】

で表されるモノマーが挙げられる。
【００４６】
　式（ＩＩ）は、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドまたはＮ，Ｎ－ジ
（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）アクリルアミドを表し、ここでＲ２は水素またはメチル
であり、Ｒ３は独立して水素、Ｃ１～Ｃ５アルキルおよびＣ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル
から選択され、Ｒ４は独立してＣ１～Ｃ５アルキルまたはＣ１～Ｃ５ヒドロキシアルキル
から選択される。
【００４７】
　式（ＩＩＩ）は、Ｎ－（Ｃ１～Ｃ５）アルキルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル（メタ）
アクリルアミドまたはＮ，Ｎ－ジ（Ｃ１～Ｃ５）アルキルアミノ（Ｃ１～Ｃ５）アルキル
（メタ）アクリルアミドを表し、ここでＲ５は水素またはメチルであり、Ｒ６はＣ１～Ｃ

５アルキレンであり、Ｒ７は水素またはＣ１～Ｃ５アルキルから独立して選択され、Ｒ８

はＣ１～Ｃ５アルキルから独立して選択される。
【００４８】
　代表的なＮ－アルキル（メタ）アクリルアミドとしては、限定されないが、Ｎ－メチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（３－
ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミドおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００４９】
　代表的なＮ，Ｎ－ジアルキル（メタ）アクリルアミドとしては、限定されないが、Ｎ，
Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，
Ｎ－（ジ－２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－（ジ－３－ヒドロ
キシプロピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミ
ドおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００５０】
　代表的なＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリルアミドとしては、限定さ
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れないが、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリル
アミドおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００５１】
　（疎水性モノマー）
　本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマー組成物の調製に適した疎水性モノマ
ーは、限定されないが、１～３０個の炭素原子を含むアルキル基を有する（メタ）アクリ
ル酸のアルキルエステル；２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボ
ン酸のビニルエステル；１～２２個の炭素原子を含むアルコールのビニルエーテル；８～
２０個の炭素原子を含むビニル芳香族化合物；ハロゲン化ビニル；ハロゲン化ビニリデン
；２～８個の炭素原子を含む直鎖状または分枝状α－モノオレフィン；８～３０個の炭素
原子を含む疎水性末端基を有するアルコキシル化会合性モノマー；およびそれらの混合物
のうちの１つもしくはそれより多くから選択される。
【００５２】
　（半疎水性モノマー）
　任意選択に、少なくとも１つのアルコキシル化半疎水性モノマーを、本発明の両親媒性
ポリマーの調製において使用し得る。半疎水性モノマーは構造的に会合性モノマーと類似
しているが、ヒドロキシルまたは１～４個の炭素原子を含む部分から選択される実質的に
非疎水性の末端基を有する。
【００５３】
　本発明の一態様では、１～２２個の炭素原子を含むアルキル基を有する（メタ）アクリ
ル酸のアルキルエステルは、以下の式：
【化３】

（式中、Ｒ９は水素またはメチルであり、Ｒ１０はＣ１～Ｃ２２アルキル基である）
で表すことができる。
【００５４】
　式（ＩＶ）のもとでの代表的なモノマーとしては、限定されないが、メチル（メタ）ア
クリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチ
ル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレ
ート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘ
キシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリ
レート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデ
シル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、ベヘニル（メタ）アクリ
レート、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００５５】
　２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニルエステルは
、以下の式：

【化４】

（式中、Ｒ１１はアルキルまたはアルケニルであってよいＣ１～Ｃ２１脂肪族基である）
で表すことができる。式（Ｖ）は、２～２２個の炭素原子を含むアシル部分を含み、式（
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Ｖ）のもとでの代表的なモノマーとしては、限定されないが、酢酸ビニル、プロピオン酸
ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、吉草酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、２－メチルヘ
キサン酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、イソオクタン酸ビニル、ノナン酸ビニル
、ネオデカン酸ビニル、デカン酸ビニル、バーサチック酸ビニル（ｖｉｎｙｌ　ｖｅｒｓ
ａｔａｔｅ）、ラウリン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニルおよびそれ
らの混合物が挙げられる。
【００５６】
　一態様では、１～２２個の炭素原子を含むアルコールのビニルエーテルは、以下の式：
【化５】

（式中、Ｒ１３はＣ１～Ｃ２２アルキルである）
で表すことができる。式（ＶＩ）の代表的なモノマーとしては、メチルビニルエーテル、
エチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、イソブチルビニルエーテル、２－エチル
ヘキシルビニルエーテル、デシルビニルエーテル、ラウリルビニルエーテル、ステアリル
ビニルエーテル、ベヘニルビニルエーテルおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００５７】
　代表的なビニル芳香族モノマーとしては、限定されないが、スチレン、α－メチルスチ
レン、３－メチルスチレン、４－メチルスチレン、４－プロピルスチレン、４－ｔｅｒｔ
－ブチルスチレン、４－ｎ－ブチルスチレン、４－ｎ－デシルスチレン、ビニルナフタレ
ンおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００５８】
　代表的なハロゲン化ビニルおよびハロゲン化ビニリデンとしては、限定されないが、塩
化ビニルおよび塩化ビニリデンならびにそれらの混合物が挙げられる。
【００５９】
　代表的なα－オレフィンとしては、限定されないが、エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、イソブチレン、１－ヘキセンおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００６０】
　本発明のアルコキシル化会合性モノマーは、本発明の他のモノマーとの付加重合のため
のエチレン性不飽和末端基ポーション（ｉ）；生成物ポリマーに選択的な親水特性および
／または疎水特性を付与するためのポリオキシアルキレン中央部ポーション（ｉｉ）、お
よびそのポリマーに選択的疎水特性を提供するための疎水性末端基ポーション（ｉｉｉ）
を有する。
【００６１】
　エチレン性不飽和末端基を提供するポーション（ｉ）は、α，β－エチレン性不飽和モ
ノカルボン酸から誘導される残基であってよい。あるいは、会合性モノマーポーション（
ｉ）は、アリルエーテルもしくはビニルエーテルから誘導される残基；米国再発行特許第
３３，１５６号もしくは米国特許第５，２９４，６９２号に開示されているものなどの非
イオン性ビニル置換ウレタンモノマー；または米国特許第５，０１１，９７８号に開示さ
れているものなどのビニル置換尿素反応生成物であってよい。それぞれの関係する開示は
参照により本明細書に援用される。
【００６２】
　中央部ポーション（ｉｉ）は、一態様では約２～約１５０、別の態様では約１０～約１
２０、およびさらなる態様では約１５～約６０の反復Ｃ２～Ｃ４アルキレンオキシド単位
のポリオキシアルキレンセグメントである。中央部ポーション（ｉｉ）は、エチレンオキ
シド、プロピレンオキシドおよび／またはブチレンオキシド単位のランダムまたはブロッ
ク配列で配置された、一態様では約２～約１５０、別の態様では約５～約１２０、さらな
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る態様では約１０～約６０、なおさらなる態様では約１５～約３０個のエチレン、プロピ
レンおよび／またはブチレンオキシド単位を含む、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロ
ピレンおよびポリオキシブチレンセグメントならびにそれらの組合せが挙げられる。
【００６３】
　会合性モノマーの疎水性末端基ポーション（ｉｉｉ）は、以下の炭化水素のクラス：Ｃ

８～Ｃ３０直鎖状アルキル、Ｃ８～Ｃ３０分枝状アルキル、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置換フ
ェニル、アリール置換Ｃ２～Ｃ３０アルキル基、Ｃ７～Ｃ３０飽和または不飽和の炭素環
式アルキル基のうちの１つに属する炭化水素部分である。この飽和または不飽和の炭素環
式部分は、Ｃ１～Ｃ５アルキル置換または非置換の単環式または二環式部分であってよい
。一態様では、この二環式部分は、ビシクロヘプチルまたはビシクロヘプテニルから選択
される。別の態様では、このビシクロヘプテニル部分は、アルキル置換基（単数または複
数）で二置換される。さらなる態様では、このビシクロヘプテニル部分は、同じ炭素原子
上においてメチルで二置換される。
【００６４】
　会合性モノマーの適切な疎水性末端基ポーション（ｉｉｉ）の非限定的な例は、約８～
約３０個の炭素原子を有する直鎖状または分枝状アルキル基、例えばカプリル（Ｃ８）、
イソオクチル（分枝状Ｃ８）、デシル（Ｃ１０）、ラウリル（Ｃ１２）、ミリスチル（Ｃ

１４）、セチル（Ｃ１６）、セテアリル（Ｃ１６～Ｃ１８）、ステアリル（Ｃ１８）、イ
ソステアリル（分枝状Ｃ１８）、アラキジル（Ｃ２０）、ベヘニル（Ｃ２２）、リグノセ
リル（Ｃ２４）、セロチル（Ｃ２６）、モンタニル（Ｃ２８）、メリシル（Ｃ３０）など
である。
【００６５】
　天然資源から誘導される約８～約３０個の炭素原子を有する直鎖状および分枝状アルキ
ル基の例としては、限定されないが、水素化されたピーナッツ油、大豆油および菜種油（
すべて、主にＣ１８）、水素化タロー油（Ｃ１６～Ｃ１８）など；ならびに水素化Ｃ１０

～Ｃ３０テルペノール、例えば水素化ゲラニオール（分枝状Ｃ１０）、水素化ファルネソ
ール（分枝状Ｃ１５）、水素化フィトール（分枝状Ｃ２０）などから誘導されるアルキル
基が挙げられる。
【００６６】
　適切なＣ２～Ｃ３０アルキル置換フェニル基の非限定的な例としては、オクチルフェニ
ル、ノニルフェニル、デシルフェニル、ドデシルフェニル、ヘキサデシルフェニル、オク
タデシルフェニル、イソオクチルフェニル、ｓｅｃ－ブチルフェニルなどが挙げられる。
【００６７】
　アリール置換Ｃ２～Ｃ４０アルキル基の例としては、限定されないが、スチリル（例え
ば、２－フェニルエチル）、ジスチリル（例えば、２，４－ジフェニルブチル）、トリス
チリル（例えば、２，４，６－トリフェニルヘキシル）、４－フェニルブチル、２－メチ
ル－２－フェニルエチル、トリスチリルフェノリルなどが挙げられる。
【００６８】
　適切なＣ７～Ｃ３０炭素環式基としては、限定されないが、動物源、例えばコレステロ
ール、ラノステロール、７－デヒドロコレステロールなどから；植物源、例えばフィトス
テロール、スチグマステロール、カンペステロールなどから；ならびに酵母源、例えばエ
ルゴステロール、ミコステロールなどからのステロールから誘導される基が挙げられる。
本発明において有用な他の炭素環式アルキル疎水性末端基としては、限定されないが、シ
クロオクチル、シクロドデシル、アダマンチル、デカヒドロナフチル、および天然炭素環
式物質から誘導される基、例えばピネン、水素化されたレチノール、樟脳、イソボルニル
アルコール、ノルボルニルアルコール、ノポールなどが挙げられる。
 
 
【００６９】
　有用なアルコキシル化会合性モノマーは、当技術分野で公知の任意の方法で調製し得る
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４，３８４，０９６号；Ｓｈａｙらの同第４，５１４，５５２号；Ｒｕｆｆｎｅｒらの同
第４，６００，７６１号；Ｒｕｆｆｎｅｒの同第４，６１６，０７４号；Ｂａｒｒｏｎら
の同第５，２９４，６９２号；Ｊｅｎｋｉｎｓらの同第５，２９２，８４３号；Ｒｏｂｉ
ｎｓｏｎの同第５，７７０，７６０号；Ｗｉｌｋｅｒｓｏｎ，ＩＩＩらの同第５，４１２
，１４２号；およびＹａｎｇらの同第７，７７２，４２１号を参照のこと（これらの関連
する開示は参照により本明細書に援用される）。
【００７０】
　一態様では、例示的なアルコキシル化会合性モノマーとしては、以下の式（ＶＩＩ）お
よび（ＶＩＩＡ）
【化６】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、または－ＣＨ２

ＣＨ２ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ａｒは二価アリーレン（例えば、フェニレン）であり；Ｅ
はＨまたはメチルであり；ｚは０または１であり；ｋは約０～約３０の範囲の整数であり
、ｍは０または１であり、ただし、ｋが０である場合、ｍは０であり、ｋが１～約３０の
範囲である場合、ｍは１であり；Ｄはビニルまたはアリル部分を表し；（Ｒ１５－Ｏ）ｎ

はポリオキシアルキレン部分であり、これはＣ２～Ｃ４オキシアルキレン単位のホモポリ
マー、ランダムコポリマーまたはブロックコポリマーであってよく、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、
Ｃ３Ｈ６またはＣ４Ｈ８およびそれらの組合せから選択される二価アルキレン部分であり
；ｎは一態様では約２～約１５０、別の態様では約１０～約１２０、さらなる態様では約
１５～約６０の範囲の整数であり；Ｙは－Ｒ１５Ｏ－、－Ｒ１５ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）－、
－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｒ１５ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨＣ（Ｏ）－、または１
～５個の炭素原子を含む二価のアルキレンラジカル、例えば、メチレン、エチレン、プロ
ピレン、ブチレン、ペンチレンであり；Ｒ１６は、Ｃ８～Ｃ３０直鎖状アルキル、Ｃ８～
Ｃ３０分枝状アルキル、Ｃ７～Ｃ３０炭素環式、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置換フェニル、ア
ラルキル（ａｒａａｌｋｙｌ）置換フェニルおよびアリール置換Ｃ２～Ｃ３０アルキルか
ら選択される置換または非置換アルキルであり；ここでＲ１６のアルキル基、アリール基
、フェニル基、または炭素環式基は、メチル基、ヒドロキシル基、アルコキシル基、ベン
ジル基　フェニルエチル基およびハロゲン基からなる群より選択される１つもしくはそれ
より多くの置換基を任意選択に含む）
によって表されるモノマーが挙げられる。一態様では、Ｙはエチレンであり、Ｒ１６は
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【化７】

である。
【００７１】
　一態様では、疎水性的に改変されたアルコキシル化会合性モノマーは、以下の下記式Ｖ
Ｂ：
【化８】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６およびＣ４Ｈ８

から独立して選択される二価アルキレン部分であり、ｎは一態様では約２～約１５０、別
の態様では約５～約１２０、さらなる態様では約１０～約６０、なおさらなる態様では約
１５～約３０の範囲の整数を表し、（Ｒ１５－Ｏ）はランダムまたはブロック構成で配置
されていてよく；Ｒ１６はＣ８～Ｃ３０直鎖状アルキル、Ｃ８～Ｃ３０分枝状アルキル、
アルキル置換および非置換のＣ７～Ｃ３０炭素環式アルキル、Ｃ２～Ｃ３０アルキル置換
フェニルおよびアリール置換Ｃ２～Ｃ３０アルキルから選択される置換または非置換アル
キルである）
によって表される８～３０個の炭素原子を含む疎水性基を有するアルコキシル化（メタ）
アクリレートである。
【００７２】
　式Ｖのもとでの代表的なモノマーとしては、ラウリルポリエトキシ化（メタ）アクリレ
ート（ＬＥＭ）、セチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート（ＣＥＭ）、セテアリルポ
リエトキシ化（メタ）アクリレート（ＣＳＥＭ）、ステアリルポリエトキシ化（メタ）ア
クリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ベヘニルポリエトキシ化
（メタ）アクリレート（ＢＥＭ）、セロチルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、モン
タニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、メリシルポリエトキシ化（メタ）アクリレ
ート、フェニルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、ノニルフェニルポリエトキシ化（
メタ）アクリレート、ω－トリスチリルフェニルポリオキシエチレン（メタ）アクリレー
ト（モノマーのポリエトキシ化ポーションは、一態様では約２～約１５０のエチレンオキ
シド単位、別の態様では約５～約１２０のエチレンオキシド単位、さらなる態様では約１
０～約６０のエチレンオキシド単位、なおさらなる態様では、約１５～約３０のエチレン
オキシド単位を含む）；オクチルオキシポリエチレングリコール（８）ポリプロピレング
リコール（６）（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコール（６）ポリプ
ロピレングリコール（６）（メタ）アクリレート、およびノニルフェノキシポリエチレン
グリコールポリプロピレングリコール（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００７３】
　本発明のアルコキシル化半疎水性モノマーは、上記の会合性モノマーと構造的に類似し
ているが、実質的に非疎水性の末端基ポーションを有する。アルコキシル化半疎水性モノ
マーは、本発明の他のモノマーとの付加重合のためのエチレン性不飽和末端基ポーション
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（ｉ）；生成物ポリマーに選択的親水特性および／または疎水特性を付与するためのポリ
オキシアルキレン中央部ポーション（ｉｉ）ならびに半疎水性末端基ポーション（ｉｉｉ
）を有する。付加重合のためのビニルまたは他のエチレン性不飽和末端基を提供する不飽
和末端基ポーション（ｉ）は、好ましくはα，β－エチレン性不飽和モノカルボン酸から
誘導される。あるいは、この末端基ポーション（ｉ）は、アリルエーテル残基、ビニルエ
ーテル残基または非イオン性ウレタンモノマーの残基から誘導することができる。
【００７４】
　ポリオキシアルキレン中央部（ｉｉ）は特に、上記の会合性モノマーのポリオキシアル
キレンポーションと実質的に類似しているポリオキシアルキレンセグメントを含む。一態
様では、ポリオキシアルキレンポーション（ｉｉ）として、ランダムまたはブロック配列
で配置された、一態様では約２～約１５０、別の態様では約５～約１２０、約１０～約６
０、なおさらなる態様では約１５～約３０のエチレンオキシド、プロピレンオキシド、お
よび／またはブチレンオキシド単位を含む、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン
および／またはポリオキシブチレン単位が挙げられる。
【００７５】
　一態様では、アルコキシル化半疎水性モノマーは、以下の式：
【化９】

（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり；Ａは－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－
、－Ｏ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、－Ａｒ－（ＣＥ２

）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）Ｏ－、－Ａｒ－（ＣＥ２）ｚ－ＮＨＣ（Ｏ）ＮＨ－または－ＣＨ２Ｃ
Ｈ２ＮＨＣ（Ｏ）－であり；Ａｒは二価アリーレン（例えば、フェニレン）であり；Ｅは
Ｈまたはメチルであり；ｚは０または１であり；ｋは約０～約３０の範囲の整数であり、
ｍは０または１であり、ただし、ｋが０である場合、ｍは０であり、ｋが１～約３０の範
囲である場合、ｍは１であり；（Ｒ１５－Ｏ）ｎはポリオキシアルキレン部分であり、こ
れはＣ２～Ｃ４オキシアルキレン単位のホモポリマー、ランダムコポリマーまたはブロッ
クコポリマーであってよく、Ｒ１５はＣ２Ｈ４、Ｃ３Ｈ６またはＣ４Ｈ８およびそれらの
組合せから選択される二価アルキレン部分であり；ｎは一態様では約２～約１５０、別の
態様では約５～約１２０、なおさらなる態様では約１０～約６０、さらなる態様では約１
５～約３０の範囲の整数であり；Ｒ１７は水素および直鎖状または分枝状のＣ１～Ｃ４ア
ルキル基（例えば、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチルおよ
びｔｅｒｔ－ブチル）から選択され；かつＤはビニルまたはアリル部分を表す）
によって表すことができる。
【００７６】
　一態様では、式ＶＩＩＩのもとのアルコキシル化半疎水性モノマーは、以下の式：
【化１０】
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（式中、Ｒ１４は水素またはメチルであり、「ａ」は一態様では０または２～約１２０、
別の態様では約５～約４５、さらなる態様では約１０～約２５の範囲の整数であり、「ｂ
」は一態様では約０または２～約１２０、別の態様では約５～約４５、さらなる態様では
約１０～約２５の範囲の整数であり、ただし、「ａ」と「ｂ」が同時に０であることはで
きない）
によって表すことができる。
【００７７】
　式ＶＩＩＩＡのもとのアルコキシル化半疎水性モノマーの例としては、Ｂｌｅｍｍｅｒ
（登録商標）ＰＥ－９０（Ｒ１４＝メチル、ａ＝２、ｂ＝０）、ＰＥ－２００（Ｒ１４＝
メチル、ａ＝４．５、ｂ＝０）およびＰＥ－３５０（Ｒ１４＝メチル、ａ＝８、ｂ＝０）
の製品名のもとで入手できるポリエチレングリコールメタクリレート；Ｂｌｅｍｍｅｒ（
登録商標）ＰＰ－１０００（Ｒ１４＝メチル、ｂ＝４～６、ａ＝０）、ＰＰ－５００（Ｒ
１４＝メチル、ａ＝０、ｂ＝９）、ＰＰ－８００（Ｒ１４＝メチル、ａ＝０、ｂ＝１３）
の製品名のもとで入手できるポリプロピレングリコールメタクリレート；Ｂｌｅｍｍｅｒ
（登録商標）５０ＰＥＰ－３００（Ｒ１４＝メチル、ａ＝３．５、ｂ＝２．５）、７０Ｐ
ＥＰ－３５０Ｂ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝５、ｂ＝２）の製品名のもとで入手できるポリエ
チレングリコールポリプロピレングリコールメタクリレート；Ｂｌｅｍｍｅｒ（登録商標
）ＡＥ－９０（Ｒ１４＝水素、ａ＝２、ｂ＝０）、ＡＥ－２００（Ｒ１４＝水素、ａ＝２
、ｂ＝４．５）、ＡＥ－４００（Ｒ１４＝水素、ａ＝１０、ｂ＝０）の製品名のもとで入
手できるポリエチレングリコールアクリレート；Ｂｌｅｍｍｅｒ（登録商標）ＡＰ－１５
０（Ｒ１４＝水素、ａ＝０、ｂ＝３）、ＡＰ－４００（Ｒ１４＝水素、ａ＝０、ｂ＝６）
、ＡＰ－５５０（Ｒ１４＝水素、ａ＝０、ｂ＝９）の製品名のもとで入手できるポリプロ
ピレングリコールアクリレートが挙げられる。Ｂｌｅｍｍｅｒ（登録商標）は、日本、東
京のＮＯＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎの商標である。
【００７８】
　式ＶＩＩＩＢのもとでのアルコキシル化半疎水性モノマーの例としては、Ｖｉｓｉｏｍ
ｅｒ（登録商標）ＭＰＥＧ７５０ＭＡ　Ｗ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝１７、ｂ＝０）、ＭＰ
ＥＧ１００５ＭＡ　Ｗ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝２２、ｂ＝０）、ＭＰＥＧ２００５ＭＡ　
Ｗ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝４５、ｂ＝０）およびＭＰＥＧ５００５ＭＡ　Ｗ（Ｒ１４＝メ
チル、ａ＝１１３、ｂ＝０）の製品名のもとでＥｖｏｎｉｋ　Ｒｏｅｈｍ　ＧｍｂＨ、Ｄ
ａｒｍｓｔａｄｔ、Ｇｅｒｍａｎｙ）から入手できるメトキシポリエチレングリコールメ
タクリレート；ＧＥＯ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ａｍｂｌｅｒ　ＰＡ
からのＢｉｓｏｍｅｒ（登録商標）ＭＰＥＧ３５０ＭＡ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝８、ｂ＝
０）およびＭＰＥＧ５５０ＭＡ（Ｒ１４＝メチル、ａ＝１２、ｂ＝０）；Ｂｌｅｍｍｅｒ
（登録商標）ＰＭＥ－１００（Ｒ１４＝メチル、ａ＝２、ｂ＝０）、ＰＭＥ－２００（Ｒ
１４＝メチル、ａ＝４、ｂ＝０）、ＰＭＥ－４００（Ｒ１４＝メチル、ａ＝９、ｂ＝０）
、ＰＭＥ－１０００（Ｒ１４＝メチル、ａ＝２３、ｂ＝０）、ＰＭＥ－４０００（Ｒ１４

＝メチル、ａ＝９０、ｂ＝０）が挙げられる。
【００７９】
　一態様では、式ＩＸで示されるアルコキシル化半疎水性モノマーは、以下の式：
【化１１】

（式中、ｄは２、３または４の整数であり；ｅは一態様では約１～約１０、別の態様では
約２～約８、さらなる態様では約３～約７の範囲の整数であり；ｆは一態様では約５～約
５０、別の態様では約８～約４０、さらなる態様では約１０～約３０の範囲の整数であり
；ｇは一態様では１～約１０、別の態様では約２～約８、さらなる態様では約３～約７の
範囲の整数であり；ｈは一態様では約５～約５０、別の態様では約８～約４０の範囲の整
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数であり；ｅ、ｆ、ｇおよびｈは０であってよく、ただし、ｅとｆとは同時に０であるこ
とはできず、ｇとｈとは同時に０であることはできないものとする）
によって表すことができる。
【００８０】
　式ＩＸＡおよびＩＸＢのもとでのモノマーは、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉ
ｏｎによって販売されているＥｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標）Ｒ１０９、Ｒ２０８、Ｒ３
０７、ＲＡＬ１０９、ＲＡＬ２０８およびＲＡＬ３０７の商品名で市販されているもの；
Ｂｉｍａｘ，Ｉｎｃ．によって販売されているＢＸ－ＡＡ－Ｅ５Ｐ５ならびにそれらの組
合せである。ＥＭＵＬＳＯＧＥＮ（登録商標）（ＥＭＵＬＳＯＧＥＮ　７）Ｒ１０９は、
実験式ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）１０Ｈを有する
ランダムにエトキシ化／プロポキシ化された１，４－ブタンジオールビニルエーテルであ
り；Ｅｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標）Ｒ２０８は、実験式ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４

Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）２０Ｈを有するランダムにエトキシ化／プロポキシ化
された１，４－ブタンジオールビニルエーテルであり；Ｅｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標）
Ｒ３０７は、実験式ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ（ＣＨ２）４Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）３

０Ｈを有するランダムにエトキシ化／プロポキシ化された１，４－ブタンジオールビニル
エーテルであり；Ｅｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標）ＲＡＬ１０９は、実験式ＣＨ２＝ＣＨ
ＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）１０Ｈを有するランダムにエトキシ化／プロポ
キシ化されたアリルエーテルであり；Ｅｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標）ＲＡＬ２０８は、
実験式ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）２０Ｈを有するランダムに
エトキシ化／プロポキシ化されたアリルエーテルであり；Ｅｍｕｌｓｏｇｅｎ（登録商標
）ＲＡＬ３０７は、実験式ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）４（Ｃ２Ｈ４Ｏ）３０Ｈ
を有するランダムにエトキシ化／プロポキシ化されたアリルエーテルであり；ＢＸ－ＡＡ
－Ｅ５Ｐ５は、実験式ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｏ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）５（Ｃ２Ｈ４Ｏ）５Ｈを有す
るランダムにエトキシ化／プロポキシ化されたアリルエーテルである。
【００８１】
　本発明のアルコキシル化会合性およびアルコキシル化半疎水性モノマーでは、これらの
モノマー中に含まれるポリオキシアルキレン中央部ポーションを、それらが含まれるポリ
マーの親水性および／または疎水性を調整するために使用し得る。例えば、エチレンオキ
シド部分が豊富な中央部ポーションはより親水性であるが、プロピレンオキシド部分が豊
富な中央部ポーションはより疎水性である。これらのモノマー中に存在するエチレンオキ
シド部分とプロピレンオキシド部分の相対量を調節することによって、それらのモノマー
が含まれるポリマーの親水特性および疎水特性を望みどおり調整することができる。
【００８２】
　本発明のポリマーの調製において使用されるアルコキシル化会合性モノマーおよび／ま
たは半疎水性モノマーの量は幅広く変えることができ、とりわけ、ポリマーにおいて望ま
しい最終のレオロジー的特性および美的特性に依存する。使用する場合、モノマー反応混
合物は、全モノマーの重量に基づいて、一態様では約０．５～約１０重量％、およびさら
なる態様では約１、２または３～約５重量％の範囲の量で上記に開示したアルコキシル化
会合性および／または半疎水性モノマーから選択される１つもしくはそれより多くのモノ
マーを含む。
【００８３】
　（イオン化可能なモノマー）
　本発明の一態様では、本発明の非イオン性の両親媒性ポリマー組成物は、フォーミング
特性および／または本発明のポリマーが含まれる界面活性剤組成物の降伏応力値が悪影響
を及ぼされない限り、全モノマーの重量に基づいて０～５重量％のイオン化可能なおよび
／またはイオン化モノマーを含むモノマー組成物から重合することができる。
【００８４】
　別の態様では、本発明の両親媒性ポリマー組成物は、全モノマーの重量に基づいて一態
様では３重量％未満、さらなる態様では１重量％未満、なおさらなる態様では０．５重量
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％未満、追加的な態様では０．１重量％未満、さらなる態様では０．０５重量％未満のイ
オン化可能なおよび／またはイオン化された部分を含むモノマー組成物から重合すること
ができる。
【００８５】
　イオン化可能なモノマーとしては、塩基中和可能部分を有するモノマーおよび酸中和可
能部分を有するモノマーが挙げられる。塩基中和可能なモノマーとしては、３～５個の炭
素原子を含むオレフィン性不飽和モノカルボン酸およびジカルボン酸、およびその塩なら
びにその無水物が挙げられる。その例としては、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、マレ
イン酸、無水マレイン酸およびそれらの組合せが挙げられる。他の酸性モノマーとしては
、スチレンスルホン酸、アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸（ＡＭＰＳ（登録商標
）モノマー）、ビニルスルホン酸、ビニルホスホン酸、アリルスルホン酸、メタリルスル
ホン酸；およびその塩が挙げられる。
【００８６】
　酸中和可能なモノマーとしては、酸の添加によって塩または四級化部分を形成すること
ができる塩基性窒素原子を含むオレフィン性不飽和モノマーが挙げられる。例えば、これ
らのモノマーとしては、ビニルピリジン、ビニルピペリジン、ビニルイミダゾール、ビニ
ルメチルイミダゾール、ジメチルアミノメチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエ
チル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノメチル（メタ）アクリレート、およびメタク
リレート、ジメチルアミノネオペンチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノプロピル
（メタ）アクリレート、およびジエチルアミノエチル（メタ）アクリレートが挙げられる
。
【００８７】
　（架橋性モノマー）
　一実施形態では、本発明の実施において有用な架橋された非イオン性の両親媒性ポリマ
ーは、少なくとも１つの非イオン性、親水性不飽和モノマーを含む第１のモノマー、少な
くとも１つの非イオン性、不飽和疎水性モノマーおよびそれらの混合物ならびに少なくと
も１つの多不飽和架橋性モノマーを含む第３のモノマーを含むモノマー組成物から重合さ
れる。この架橋性モノマー（単数または複数）は、共有結合性の架橋をポリマー骨格中に
重合させるために使用される。一態様では、この架橋性モノマーは、少なくとも２つの不
飽和部分を含む多不飽和化合物である。別の態様では、架橋性モノマーは少なくとも３つ
の不飽和部分を含む。多不飽和化合物の例としては、ジ（メタ）アクリレート化合物、例
えばエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，３－ブチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、１，６－ブチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１
，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）ア
クリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、２，２’－ビス（４－（
アクリルオキシ－プロピルオキシフェニル）プロパン、および２，２’－ビス（４－（ア
クリルオキシジエトキシ－フェニル）プロパン；トリ（メタ）アクリレート化合物、例え
ばトリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ
）アクリレートおよびテトラメチロールメタントリ（メタ）アクリレート；テトラ（メタ
）アクリレート化合物、例えばジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、
テトラメチロールメタンテトラ（メタ）アクリレート、およびペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート；ヘキサ（メタ）アクリレート化合物、例えばジペンタエリスリ
トールヘキサ（メタ）アクリレート；アリル化合物、例えばアリル（メタ）アクリレート
、フタル酸ジアリル、イタコン酸ジアリル、フマル酸ジアリルおよびマレイン酸ジアリル
；１分子あたり２～８個のアリル基を有するスクロースのポリアリルエーテル、ペンタエ
リスリトールのポリアリルエーテル、例えばペンタエリスリトールジアリルエーテル、ペ
ンタエリスリトールトリアリルエーテルおよびペンタエリスリトールテトラアリルエーテ
ルならびにそれらの組合せ；トリメチロールプロパンのポリアリルエーテル、例えばトリ
メチロールプロパンジアリルエーテル、トリメチロールプロパントリアリルエーテルおよ
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びそれらの組合せが挙げられる。他の適切な多不飽和化合物としては、ジビニルグリコー
ル、ジビニルベンゼンおよびメチレンビスアクリルアミドが挙げられる。
【００８８】
　別の態様では、適切な多不飽和モノマーは、エチレンオキシドもしくはプロピレンオキ
シドまたはそれらの組合せから作製されたポリオールと無水マレイン酸、無水シトラコン
酸、無水イタコン酸などの不飽和無水物とのエステル化反応、あるいは３－イソプロペニ
ル－α－α－ジメチルベンゼンイソシアネートなどの不飽和イソシアネートでの付加反応
によって合成することができる
【００８９】
　上記の多不飽和化合物の２つもしくはそれより多くの混合物を、本発明の非イオン性の
両親媒性ポリマーを架橋させるために使用することもできる。一態様では、不飽和架橋性
モノマーの混合物は平均で２個の不飽和部分を含む。別の態様では、架橋性モノマーの混
合物は平均で２．５個の不飽和部分を含む。さらに別の態様では、架橋性モノマーの混合
物は平均で約３個の不飽和部分を含む。さらなる態様では、架橋性モノマーの混合物は平
均で約３．５個の不飽和部分を含む。本発明の一実施形態では、架橋性モノマーの量は、
一態様では０～約１重量％、別の態様では約０．０１～約０．７５重量％、さらなる態様
では約０．１～約０．５重量％、なおさらなる態様では約０．１５～約０．３重量％の範
囲の量であり、全ての重量パーセンテージは、本発明の非イオン性の両親媒性ポリマーの
乾燥重量に基づく。
【００９０】
　本発明の別の実施形態では、架橋性モノマー成分は、平均で約３個の不飽和部分を含み
、本発明の非イオン性の両親媒性ポリマーの乾燥重量に基づいて、一態様では約０．０１
～約０．３重量％、別の態様では約０．０２～約０．２５重量％、さらなる態様では約０
．０５～約０．２重量％、なおさらなる態様では約０．０７５～約０．１７５重量％、別
の態様では約０．１～約０．１５重量％の範囲の量で使用することができる。
【００９１】
　一態様では、架橋性モノマーは、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールトリアリルエーテルおよび１分子あたり３個のアリ
ル基を有するスクロースのポリアリルエーテルから選択される。
【００９２】
　（両親媒性ポリマー合成）
　本発明の直鎖状（架橋されていない）非イオン性の両親媒性ポリマーおよび架橋された
非イオン性の両親媒性ポリマーは、慣用的なフリーラジカル分散重合技術を使用して作製
することができる。重合プロセスは、酸素が存在しない、窒素などの不活性雰囲気下で実
施される。この重合は、炭化水素溶媒、有機溶媒ならびにその混合物などの適切な有機溶
媒系中で実施することができる。重合反応は、適切なフリーラジカルの発生をもたらす任
意の手段によって開始される。ラジカル種がペルオキシド、ヒドロペルオキシド、ペルス
ルフェート、ペルカルボネート、ペルオキシエステル（ｐｅｒｏｘｙｅｓｔｅｒ）、過酸
化水素およびアゾ化合物の熱的な均等解離によって発生する、熱的に誘導されたラジカル
を利用することができる。開始剤は、重合反応で使用される溶媒系に応じて、水溶性また
は水不溶性であり得る。
【００９３】
　開始剤化合物は、乾燥ポリマーの全重量に基づいて一態様では最大で３０重量％、別の
態様では０．０１～１０重量％、さらなる態様では０．２～３重量％の量で使用すること
ができる。
【００９４】
　フリーラジカル水溶性開始剤の例としては、限定されないが、無機ペルスルフェート化
合物、例えば過硫酸アンモニウム、過硫酸カリウムおよび過硫酸ナトリウム；ペルオキシ
ド、例えば過酸化水素、過酸化ベンゾイル、過酸化アセチルおよび過酸化ラウリル；有機
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ヒドロペルオキシド、例えばクメンヒドロペルオキシドおよびｔ－ブチルヒドロペルオキ
シド；有機過酸、例えば過酢酸ならびに水溶性アゾ化合物、例えばアルキル基上に水溶性
置換基を有する２，２’－アゾビス（ｔｅｒｔ－アルキル）化合物が挙げられる。フリー
ラジカル油溶性化合物の例としては、限定されないが、２，２’－アゾビスイソブチロニ
トリルなどが挙げられる。過酸化物および過酸は、還元剤、例えば重亜硫酸ナトリウム、
ホルムアルデヒドナトリウム（ｓｏｄｉｕｍ　ｆｏｒｍａｌｄｅｈｙｄｅ）またはアスコ
ルビン酸、遷移金属、ヒドラジンなどで任意選択に活性化されてもよい。
【００９５】
　一態様では、アゾ重合触媒としては、ＤｕＰｏｎｔから入手できるＶａｚｏ（登録商標
）フリーラジカル重合開始剤、例えばＶａｚｏ（登録商標）４４（２，２’－アゾビス（
２－（４，５－ジヒドロイミダゾリル）プロパン）、Ｖａｚｏ（登録商標）５６（２，２
’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）ジヒドロクロリド）、Ｖａｚｏ（登録商
標）６７（２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル））およびＶａｚｏ（登録商
標）６８（４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸））が挙げられる。
【００９６】
　任意選択に、公知のレドックス開始剤系を重合開始剤として使用することができる。そ
のようなレドックス開始剤系には、酸化剤（開始剤）および還元剤が含まれる。適切な酸
化剤としては、例えば、過酸化水素、過酸化ナトリウム、過酸化カリウム、ｔ－ブチルヒ
ドロペルオキシド、ｔ－アミルヒドロペルオキシド、クメンヒドロペルオキシド、過ホウ
酸ナトリウム、過リン酸およびその塩、過マンガン酸カリウムおよびペルオキシ二硫酸の
アンモニウム塩またはアルカリ金属塩が挙げられ、典型的には、乾燥ポリマー重量に基づ
いて０．０１％～３．０重量％のレベルで使用される。適切な還元剤としては、例えば、
硫黄含有酸のアルカリ金属塩およびアンモニウム塩、例えば亜硫酸ナトリウム、重亜硫酸
ナトリウム、チオ硫酸ナトリウム、ヒドロ亜硫酸ナトリウム、硫化ナトリウム、水硫化ナ
トリウムまたは亜ジチオン酸ナトリウム、ホルマジンスルフィン酸、ヒドロキシメタンス
ルホン酸、アセトンビスルファイト（ａｃｅｔｏｎｅ　ｂｉｓｕｌｆｉｔｅ）、アミン、
例えばエタノールアミン、グリコール酸、グリオキシル酸水和物、アスコルビン酸、イソ
アスコルビン酸、乳酸、グリセリン酸、リンゴ酸、２－ヒドロキシ－２－スルフィナト酢
酸、酒石酸および上記酸の塩が挙げられ、典型的には、乾燥ポリマー重量に基づいて０．
０１％～３．０重量％のレベルで使用される。一態様では、ペルオキシジスルフェートと
重亜硫酸アルカリ金属または重亜硫酸アンモニウムとの組合せ、例えばペルオキシ二硫酸
アンモニウムと重亜硫酸アンモニウムを使用することができる。別の態様では、酸化剤と
しての過酸化水素含有化合物（ｔ－ブチルヒドロペルオキシド）と還元剤としてのアスコ
ルビン酸またはエリソルビン酸との組合せを使用することができる。ペルオキシド含有化
合物と還元剤との比は３０：１～０．０５：１の範囲内である。
【００９７】
　重合媒体中で使用できる適切な炭化水素溶媒または希釈剤の例は、芳香族溶媒、例えば
トルエン、ｏ－キシレン、ｐ－キシレン、クメン、クロロベンゼンおよびエチルベンゼン
、脂肪族炭化水素、例えばペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、ノナン、デカンな
ど、ハロゲン化炭化水素、例えば塩化メチレン、脂環式炭化水素、例えばシクロペンタン
、メチルシクロペンタン、シクロヘキサン、シクロヘプタン、シクロオクタン、シクロノ
ナン、シクロデカンなどおよびそれらの混合物である。適切な有機溶媒としては、アセト
ン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、グリコールおよびグリコール
誘導体、ポリアルキレングリコールおよびその誘導体、ジエチルエーテル、ｔｅｒｔ－ブ
チルメチルエーテル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸
ブチル、プロピオン酸ブチルおよびそれらの混合物が挙げられる。炭化水素溶媒と有機溶
媒の混合物も有用である。
【００９８】
　分散重合プロセスにおいて、界面活性助剤によって、モノマー／ポリマーの液滴または
粒子を安定化させることが有利である可能性がある。典型的には、これらは、乳化剤、保
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護コロイドまたは分散安定化ポリマーである。使用される界面活性助剤は、アニオン性、
非イオン性、カチオン性または両性であってよい。アニオン性乳化剤の例は、アルキルベ
ンゼンスルホン酸、スルホン化脂肪酸、スルホスクシネート、脂肪アルコールスルフェー
ト、アルキルフェノールスルフェートおよび脂肪アルコールエーテルスルフェートである
。有用な非イオン性乳化剤の例は、アルキルフェノールエトキシレート、第一級アルコー
ルエトキシレート、脂肪酸エトキシレート、アルカノールアミドエトキシレート、脂肪ア
ミンエトキシレート、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマーおよびアルキルポリグルコシドであ
る。使用されるカチオン性および両性乳化剤の例は、四級化アミンアルコキシレート、ア
ルキルベタイン、アルキルアミドベタインおよびスルホベタインである。
【００９９】
　典型的な保護コロイドの例は、セルロース誘導体、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、エチレングリコールとプロピレングリコールのコポリマー、ポリ酢酸
ビニル、ポリ（ビニルアルコール）、部分的に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）
、ポリビニルエーテル、デンプンおよびデンプン誘導体、デキストラン、ポリビニルピロ
リドン、ポリビニルピリジン、ポリエチレンイミン、ポリビニルイミダゾール、ポリビニ
ルスクシンイミド、ポリビニル－２－メチルスクシンイミド、ポリビニル－１，３－オキ
サゾリド－２－オン、ポリビニル－２－メチルイミダゾリンおよびマレイン酸または無水
マレイン酸コポリマーである。乳化剤または保護コロイドは、慣用的に全モノマーの重量
に基づいて０．０５～２０重量％の濃度で使用される。
【０１００】
　典型的な保護コロイドの例は、セルロース誘導体、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、エチレングリコールとプロピレングリコールのコポリマー、ポリ酢酸
ビニル、ポリ（ビニルアルコール）、部分的に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）
、ポリビニルエーテル、デンプンおよびデンプン誘導体、デキストラン、ポリビニルピロ
リドン、ポリビニルピリジン、ポリエチレンイミン、ポリビニルイミダゾール、ポリビニ
ルスクシンイミド、ポリビニル－２－メチルスクシンイミド、ポリビニル－１，３－オキ
サゾリド－２－オン、ポリビニル－２－メチルイミダゾリンおよびマレイン酸または無水
物コポリマーである。乳化剤または保護コロイドは、慣用的に全モノマーの重量に基づい
て０．０５～２０重量％の濃度で使用される。
【０１０１】
　重合は、連鎖移動剤の存在下で行うことができる。適切な連鎖移動剤としては、限定さ
れないが、チオ－およびジスルフィド含有化合物、例えばＣ１～Ｃ１８アルキルメルカプ
タン、例えばｔｅｒｔ－ブチルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシル
メルカプタン、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン　ヘキサデシルメルカプタン、オクタデ
シルメルカプタン；メルカプトアルコール、例えば２－メルカプトエタノール、２－メル
カプトプロパノール；メルカプトカルボン酸、例えばメルカプト酢酸および３－メルカプ
トプロピオン酸；メルカプトカルボン酸エステル、例えばブチルチオグリコレート、イソ
オクチルチオグリコレート、ドデシルチオグリコレート、イソオクチル３－メルカプトプ
ロピオネートおよびブチル３－メルカプトプロピオネート；チオエステル；Ｃ１～Ｃ１８

アルキルジスルフィド；アリールジスルフィド；多官能性チオール、例えばトリメチロー
ルプロパン－トリス－（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリトリトール－テト
ラ－（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリトリトール－テトラ－（チオグリコ
レート）、ペンタエリトリトール－テトラ－（チオラクテート）、ジペンタエリトリトー
ル－ヘキサ－（チオグリコレート）など；ホスファイトおよびハイポホスファイト；Ｃ１

～Ｃ４アルデヒド、例えばホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド
；ハロアルキル化合物、例えば四塩化炭素、ブロモトリクロロメタンなど；ヒドロキシル
アンモニウム塩、例えば硫酸ヒドロキシルアンモニウム；ギ酸；重亜硫酸ナトリウム；イ
ソプロパノール；および触媒連鎖移動剤、例えば、コバルト錯体など（例えば、コバルト
（ＩＩ）キレート）が挙げられる。
【０１０２】
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　連鎖移動剤は、一般には、重合媒体中に存在するモノマーの全重量に基づいて０．１～
１０重量％の範囲の量で使用される。
【０１０３】
　本発明の別の態様では、非イオン性の両親媒性ポリマーを、モノマーにとって溶媒であ
るが得られたポリマーにとっては実質的に非溶媒である非水性媒体中でのフリーラジカル
媒介分散重合によって得る。非水系分散重合は、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ、
Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、１９７５年、Ｋ．Ｅ．Ｇ．Ｂａｒｒｅｔｔ編、Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ
　Ｐｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｍｅｄｉａという書籍に詳細
に考察されている。分散ポリマーを調製するための典型的な手順では、重合性モノマーを
含む有機溶媒、任意の重合添加剤、例えば加工助剤、キレート剤、ｐＨ緩衝剤および安定
剤ポリマーを、酸素パージされ温度制御されている、混合機、熱電対、窒素パージ管およ
び還流凝縮器を備えたリアクターに投入する。反応媒体を激しく混合し、所望温度まで加
熱し、次いでフリーラジカル開始剤を添加する。酸素による反応の阻害を防止するために
、重合は通常還流温度で行う。還流温度は典型的には、その中でポリマーが調製される非
水性媒体を含む溶媒の沸点に応じて、一態様では約４０℃～約２００℃、別の態様では約
６０℃～約１４０℃の範囲となる。温度と混合を維持しながら、反応媒体を窒素で数時間
連続的にパージする。これに続いて、混合物を室温に冷却し、任意の重合後添加剤をリア
クターに投入する。分散溶媒として、炭化水素を使用するのが好ましい。そうした重合に
要する反応時間は、使用される反応温度、開始剤系および開始剤レベルによって変化する
。一般に、この反応時間は、約２０分間～最大約３０時間で変化する。通常、約１～最大
約６時間の反応時間を用いることが好ましい。
【０１０４】
　典型的には、ポリマーを調製するために使用されるモノマーの重合は、非水性媒体に可
溶性のフリーラジカル開始剤によって開始される。その例としては、２，２’－アゾビス
（２，４－ジメチルペンタンニトリル）、２，２’－アゾビス（２－メチルブタンニトリ
ル）および２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）などのアゾ化合物開始剤が
挙げられる。開始剤は、慣用的な量、例えば重合されるモノマーの量に基づいて０．０５
～７重量％で使用することができる。
【０１０５】
　一態様では、溶媒は、脂肪族溶媒およびシクロ脂肪族溶媒ならびにそれらの混合物から
選択される炭化水素である。炭化水素溶媒の例としては、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン
、オクタン、ノナン、デカン、シクロペンタン、メチルシクロペンタン、シクロヘキサン
、シクロヘプタン、シクロオクタン、シクロノナン、シクロデカンおよびそれらの混合物
が挙げられる。
【０１０６】
　別の態様では、溶媒は、アセトン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン、グリコールおよびグリコール誘導体、ポリアルキレングリコールおよびその誘導体、
ジエチルエーテル、ｔｅｒｔ－ブチルメチルエーテル、酢酸メチル、酢酸メチル、酢酸エ
チル、酢酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル、プロピオン酸ブチル、エタノール
、イソプロパノールから選択される有機溶媒、水およびそれらの混合物である。
【０１０７】
　使用される溶媒の量は通常、重合されるモノマーに対して過剰量であり、その割合は、
少なくとも１重量％のモノマー成分および９９重量％の溶媒から、最大で約６５重量％の
重合性モノマー成分および３５重量％の溶媒まで変化させることができる。別の態様では
、約１０～６０重量％の重合性モノマー成分の濃度を使用することができる。ここで、重
量パーセントは、反応容器に投入されるモノマーと溶媒との全量に対するものである。
【０１０８】
　有機溶媒と炭化水素溶媒の混合物を使用する場合、その有機溶媒と炭化水素溶媒をプレ
ミックスしてもよいし、または反応混合物に別個に添加し、その後に重合反応を行っても
よい。少なくとも１つの有機溶媒と少なくとも１つの炭化水素溶媒の相対重量比は、一態
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様では約９５／５～約１／９９、別の態様では約８０／２０～約５／９５、さらなる態様
では約２：１～１：２の範囲であってよい。
【０１０９】
　一態様では、炭化水素溶媒と有機溶媒の比は、７０／３０（重量／重量）である。一態
様では、炭化水素溶媒はシクロヘキサンから選択され、有機溶媒は酢酸エチルから選択さ
れる。
【０１１０】
　安定剤、典型的にはブロックまたはグラフトコポリマーは、反応の間に生成される所望
の固体ポリマー生成物が沈降するのを妨げる。ブロックコポリマー分散安定剤は、少なく
とも２つのブロックを含む様々なポリマーであって、該ブロックの少なくとも１つ（「Ａ
」ブロック）がその分散媒体に可溶性であり、該ブロックの少なくとも他方（「Ｂ」ブロ
ック）が分散媒体に不溶性であるポリマーから選択することが可能であり、この安定剤は
、安定剤の存在下で形成されるポリマー生成物を分散させるように作用する。不溶性「Ｂ
」ブロックは、得られるポリマー生成物との結合のためのアンカーセグメントを提供し、
それによって分散媒体中での重合生成物の溶解度を低下させる。分散安定剤の可溶性の「
Ａ」ブロックは、そうでなければ不溶性のポリマーの周りにシース（ｓｈｅａｔｈ）を提
供し、ポリマー生成物を、凝集または高度に合体した塊ではなく非常に多くの小さい離散
粒子として維持する。そうした立体的安定化の機構の詳細は、Ｎａｐｐｅｒ、Ｄ．Ｈ．、
「Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｓｔａｂｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｃｏｌｌｏｉｄａｌ　Ｄｉ
ｓｐｅｒｓｉｏｎｓ」、Ａｃａｄｅｍｉｃ　Ｐｒｅｓｓ、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、Ｎ．Ｙ．、
１９８３年に記載されている。本発明の分散重合プロセスにおいて有用な代表的安定剤は
、米国特許第４，３７５，５３３号；同第４，４１９，５０２号；同第４，５２６，９３
７号；同第４，６９２，５０２号；同第５，２８８，８１４号；同第５，３４９，０３０
号；同第５，３７３，０４４号；同第５，４６８，７９７号および同第６，５３８，０６
７号に開示されており、これらは参照によって本明細書に援用される。
【０１１１】
　本発明の一態様では、立体安定剤は、米国特許第５，２８８，８１４号に開示されてい
るものなどのポリ（１２－ヒドロキシステアリン酸）から選択される。本発明の別の態様
では、立体安定剤は、米国特許第７，０４４，９８８号に開示されているものなどの、Ｃ

１８～Ｃ２４ヒドロカルビル置換コハク酸またはその無水物とポリオールの反応生成物の
エステルを含む。別の態様では、立体安定剤は、Ｃ２０～Ｃ２４アルキル置換コハク酸無
水物とグリセリンおよび／または２～６個のグリセリン単位を含むポリグリセロールから
選択されるポリオールとの反応生成物のエステルを含む。米国特許第５，２８８，８１４
号および同第７，０４４，９８８号は参照により本明細書に援用される。
【０１１２】
　さらに別の態様では、立体安定剤は、Ｎ－ビニルピロリドン／ステアリルメタクリレー
ト／ブチルアクリレートのコポリマーである。一態様では、このコポリマーは、それぞれ
５０／３０／２０の重量比で安定剤ポリマーに組み込まれる。この立体安定剤と、Ｃ１２

～Ｃ３０アルケニル置換コハク酸無水物とＣ２～Ｃ４グリコールから選択されるポリオー
ルの反応生成物のエステルおよび半エステルとの混合物も考えられる。
【０１１３】
　本発明の重合プロセスで使用される立体安定剤の量は、分散ポリマーのサイズおよび比
表面積に変動をもたらす。一般に、使用される安定剤の量は、乾燥ポリマー重量に基づい
て、０．１～１０重量％の範囲であってよい。当然ながら、より小さい粒子の分散ポリマ
ーは、大きい粒子の分散ポリマーより多くの安定剤を必要とする。
【０１１４】
　一つの特徴では、本発明の組成物中での使用に適切な非イオン性の両親媒性ポリマーは
、少なくとも１つのビニルラクタム、２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む少
なくとも１つの脂肪族カルボン酸のビニルエステル、ならびに少なくとも１つの架橋性モ
ノマー、少なくとも１つの（メタ）アクリル酸のＣ１～Ｃ３０アルキルエステル、少なく
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とも１つのアルコキシル化会合性モノマー、少なくとも１つのアルコキシル化半疎水性モ
ノマー、およびそれらの混合物から選択される任意選択のモノマーの組み合わせを含む重
合性モノマー混合物から調製される分散ポリマーから選択される。
【０１１５】
　このモノマー混合物中の少なくとも１つのビニルラクタムモノマーの量は、一態様では
約５５～約９５重量％、別の態様では約６０～約９０重量％、さらなる態様では約６５～
約８５重量％、なおさらなる態様では、約７０～約８０重量％の範囲であり、全ての重量
パーセンテージはモノマー混合物中のモノマーの全重量に基づくものである。一態様では
、この少なくとも１つのビニルラクタムモノマーは、Ｎ－ビニルピロリドンから選択され
る。
【０１１６】
　モノマー混合物中の２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む少なくとも１つの
脂肪族カルボン酸のビニルエステルの量は、一態様では約５～約４５重量％、別の態様で
は約１０～約４０重量％、さらなる態様では約１５～約３５重量％、なおさらなる態様で
は約２０～３０重量％の範囲であり、全ての重量パーセンテージはモノマー混合物中のモ
ノマーの全重量に基づくものである。一態様では、２～２２個の炭素原子を有するアシル
部分を含む少なくとも１つの脂肪族カルボン酸のビニルエステルは、酢酸ビニルから選択
される。
【０１１７】
　モノマー混合物中に存在する少なくとも１つの架橋性モノマーの量は、一態様では０～
約１重量％、別の態様では約０．０１～約０．７５重量％、なお別の態様では約０．１～
約０．５、なおさらなる態様では約０．１５～約０．３重量％の範囲であり、全ての重量
パーセンテージは本発明の非イオン性の両親媒性ポリマーの乾燥重量に基づくものである
。一態様では、架橋性モノマーは、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールトリアリルエーテルおよび１分子当たり３個のアリ
ル基を有するスクロースのポリアリルエーテルから選択される。
【０１１８】
　少なくとも１つの（メタ）アクリル酸モノマーのＣ１～Ｃ３０アルキルエステルの量は
、一態様では０～約１０重量％、別の態様では約０．１～約５重量％、さらなる態様では
約０．５～約３重量％、なおさらなる態様では約０．７５～約１重量％の範囲であり、全
ての重量パーセンテージはこのモノマー混合物中のモノマーの全重量に基づくものである
。本発明の１つの特徴では、適切なモノマーは、（メタ）アクリル酸の少なくとも１つの
Ｃ１～Ｃ２２アルキルエステルから選択される。別の特徴では、適切なモノマーは、（メ
タ）アクリル酸のＣ１０～Ｃ２２アルキルエステルから選択される。例示的なモノマーと
しては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）ア
クリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、
ヘキシル（メタ）アクリレート）、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）ア
クリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、
イソデシル（メタ）（ｉｓｏｄｅｃｙｌ（ｍｅｔｈ））、ラウリル（メタ）アクリレート
、テトラデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ステアリル
（メタ）アクリレート、ベヘニル（メタ）アクリレート、およびそれらの混合物が挙げら
れる。
【０１１９】
　少なくとも１つのアルコキシル化会合性モノマーの量は、モノマー混合物中の全モノマ
ーの重量に基づいて、一態様では約０～約８重量％、さらなる態様では約０．５、１、２
または３～約５重量％の範囲である。一態様では、少なくとも１つのアルコキシル化会合
性モノマーは、ラウリルポリエトキシ化メタクリレート（ＬＥＭ）、セチルポリエトキシ
化メタクリレート（ＣＥＭ）、セテアリルポリエトキシ化メタクリレート（ＣＳＥＭ）、
ステアリルポリエトキシ化（メタ）アクリレート、アラキジルポリエトキシ化（メタ）ア
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クリレート、ベヘニルポリエトキシ化メタクリレート（ＢＥＭ）、またはそれらの混合物
から選択され、ここでエトキシ化の量は、約５～６０エチレンオキシド単位の範囲である
。
【０１２０】
　モノマー混合物中の少なくとも１つのアルコキシル化半疎水性モノマーの量は、モノマ
ー混合物中の全モノマーの重量に基づいて、一態様では約０～約１０重量％、さらなる態
様では約０．５、１、２または３～約５重量％の範囲である。一態様では、適切なアルコ
キシル化半疎水性モノマーは、上記の式ＶＩＩＩＡおよびＶＩＩＩＢに一致する少なくと
も１つのモノマーから選択される。
【０１２１】
　重合性モノマー混合物中に含まれる、上記および本明細書全体を通じて記載されるモノ
マーの重量パーセンテージは、モノマー混合物中のモノマーの全量の合計が１００重量％
であるように開示範囲から選択される。
【０１２２】
　本発明の洗浄組成物は、少なくとも１つの清浄用界面活性剤、少なくとも１つの非イオ
ン性の両親媒性ポリマー（フォーム性能を改善する）、水、ならびにパーソナルケア配合
物の分野で公知の任意のアジュバントおよび添加物を含む。
【０１２３】
　本発明の１つの一般的な態様では、洗浄組成物の架橋された非イオン性の両親媒性ポリ
マー成分は、以下：
ａ）約５５～約９５重量％のＮ－ビニルピロリドン；
ｂ）約５～約４５重量％の酢酸ビニル；
ｃ）約０または０．１、または０．１５、または０．３、または０．７５～約１重量％の
少なくとも１つの多不飽和架橋性モノマーであって、少なくとも２つの重合性エチレン性
不飽和部分を含むモノマー；
ｄ）約０もしくは０．５、１、２または３～約５重量％の（メタ）アクリル酸の少なくと
も１つのＣ１～Ｃ２２アルキルエステル；
ｅ）約０もしくは０．５、１、２または３～約５重量％の少なくとも１つのアルコキシル
化会合性モノマー；
ｆ）約０もしくは０．５、１、２または３～約５重量％の少なくとも１つのアルコキシル
化半疎水性モノマー；
ｇ）約０もしくは０．５、１、２または３～約５重量％の酢酸ビニル以外のビニルエステ
ルであって、２～２２個の炭素原子を有するアシル部分を含む脂肪族カルボン酸のビニル
エステル；ならびにｃ）～ｇ）のモノマーの組み合わせ；
を含むモノマー混合物を重合することによって調製される。
【０１２４】
　（清浄組成物）
　洗浄組成物の本架橋された非イオン性の両親媒性ポリマー成分をアニオン性界面活性剤
で活性化して、所望のレオロジー的および審美的特性、ならびに水性媒体中に微粒子およ
び不溶性物質をｐＨに依存せず無期限に懸濁させる能力を有する安定な降伏応力の洗浄組
成物を提供することができる。驚くべきことに、洗浄組成物のポリマー成分は組成物のフ
ォーム特性を向上させる。本発明の非イオン性の両親媒性ポリマーは、一態様では約２～
約１４、別の態様では約３～１１、さらなる態様では約４～約９の範囲のｐＨで有用であ
る。所望のレオロジープロファイルをそれが含まれている組成物に対して付与するために
酸または塩基で中和する必要があるｐＨ応答性のアクリル酸含有ポリマーとは異なって、
本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーによって提供される特性は、ｐＨに実
質的に依存しない。ｐＨに実質的に依存しないということは、本発明のポリマー組成物が
、広いｐＨ範囲（例えば、約２～約１４）にわたって向上したフォーム特性および所望の
レオロジープロファイル（例えば、一態様では少なくとも０．１Ｐａ、別の態様では少な
くとも０．５Ｐａ、さらに別の態様では少なくとも１Ｐａ、さらなる態様では少なくとも
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２Ｐａの降伏応力）を付与し、そのｐＨ範囲にわたる降伏応力値の標準偏差が本発明の一
態様では１Ｐａ未満、別の態様では０．５Ｐａ未満、さらなる態様では０．２５Ｐａ未満
であることを意味する。
【０１２５】
　本発明の洗浄組成物での使用のための適切なアニオン性清浄用界面活性剤成分は、パー
ソナルケアまたはホームケアの洗浄および清浄組成物における使用について公知であるも
のを含む。
【０１２６】
　本発明の１つの例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋さ
れた非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性界面活性剤、少
なくとも１つの両性界面活性剤、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤およびその組合
せから選択される少なくとも１つの界面活性剤；ならびにｉｉｉ）水を含む。
【０１２７】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性界面活性剤；およ
びｉｉｉ）水を含む。
【０１２８】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は、ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性界面活性剤；ｉｉ
ｉ）少なくとも１つの両性界面活性剤；およびｉｖ）水を含む。
【０１２９】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は、ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性界面活性剤、ｉｉ
ｉ）少なくとも１つの非イオン性界面活性剤；およびｉｖ）水を含む。
【０１３０】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性界面活性剤、ｉｉ
ｉ）少なくとも１つの両性界面活性剤；ｉｖ）少なくとも１つの非イオン性界面活性剤；
およびｖ）水を含む。
【０１３１】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性エトキシ化界面活
性剤；ｉｉｉ）任意の非イオン性界面活性剤；およびｉｖ）水を含む。一態様では、アニ
オン性エトキシ化界面活性剤の平均エトキシ化度は、約１～約３の範囲であってよい。別
の態様では、この平均エトキシ化度は約２である。
【０１３２】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性エトキシ化界面活
性剤；ｉｉｉ）少なくとも１つの両性界面活性剤；ｉｖ）任意の非イオン性界面活性剤；
およびｖ）水を含む。一態様では、アニオン性エトキシ化界面活性剤の平均エトキシ化度
は、約１～約３の範囲であってよい。別の態様では、平均エトキシ化度は約２である。
【０１３３】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性非エトキシ化界面
活性剤；ｉｉｉ）任意の非イオン性エトキシ化界面活性剤；ｉｖ）任意の非イオン性界面
活性剤；およびｖ）水を含む。一態様では、アニオン性エトキシ化界面活性剤の平均エト
キシ化度は約１～約３の範囲であってよい。別の態様では、平均エトキシ化度は約２であ
る。
【０１３４】
　本発明の別の例示的態様では、洗浄組成物は：ｉ）本発明の少なくとも１つの架橋され
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た非イオン性の両親媒性ポリマー；ｉｉ）少なくとも１つのアニオン性非エトキシ化界面
活性剤；ｉｉｉ）少なくとも１つのアニオン性エトキシ化界面活性剤；ｉｖ）少なくとも
１つの両親媒性界面活性剤；ｖ）任意の非イオン性界面活性剤；およびｖ）水を含む。一
態様では、アニオン性エトキシ化界面活性剤の平均エトキシ化度は、約１～約３の範囲で
あってよい。別の態様では、平均エトキシ化度は約２である。
【０１３５】
　一態様では、本発明の界面活性剤含有洗浄組成物および界面活性剤含有清浄用組成物中
に組み込まれ得る非イオン性の両親媒性ポリマーの量は、全組成物重量に基づいて、約０
．５～約５重量％のポリマー固体（１００％活性ポリマー）の範囲である。別の態様では
、配合物中で使用されるポリマーの量は、約０．７５重量％～約３．５重量％の範囲であ
る。さらに別の態様では、洗浄組成物中で使用される両親媒性ポリマーの量は、約１～約
３重量％の範囲である。さらなる態様では、洗浄組成物中で使用されるポリマーの量は、
約１．５重量％～約２．７５重量％の範囲である。なおさらなる態様では、洗浄組成物中
で使用されるポリマーの量は、約２～約２．５重量％の範囲である。
【０１３６】
　一態様では、本発明の洗浄組成物を配合するのに使用される少なくとも１つの非イオン
性の両親媒性ポリマーは直鎖状である。一態様では、本発明の直鎖状コポリマー緩和剤（
ｍｉｔｉｇａｎｔｓ）の数平均分子量（Ｍｎ）は、ポリ（メタクリル酸メチル）（ＰＭＭ
Ａ）標準物質で較正したゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって測定すると、５
００，０００ダルトンまたはそれ未満である。別の態様では、分子量は１００，０００ダ
ルトンまたはそれ未満である。さらに別の態様では、分子量は約５，０００～約８０，０
００ダルトン、さらなる態様では、約１０，０００～５０，０００ダルトン、なおさらな
る態様では、約１５，０００～４０，０００ダルトンの間の範囲である。
【０１３７】
　別の態様では、本発明のマイルドな洗浄組成物を配合するのに使用される少なくとも１
つの非イオン性の両親媒性ポリマーは架橋されている。本発明の架橋された非イオン性の
両親媒性ポリマーは、ランダムコポリマーであり、一態様では約５００，０００超～少な
くとも約４５億ダルトンもしくはそれより多く、別の態様では約６００，０００～約１０
億ダルトン、さらなる態様では約１，０００，０００～約３，０００，０００ダルトン、
なおさらなる態様では約１，５００，０００～約２，０００，０００ダルトンの範囲の重
量平均分子量を有する（ＴＤＳ－２２２、２００７年１０月１５日、Ｌｕｂｒｉｚｏｌ　
Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，　Ｉｎｃ．を参照のこと。これは参照によって
本明細書に援用される）。
【０１３８】
　（清浄用界面活性剤）
　本発明の洗浄およびコンディショニング組成物を配合するのに使用される界面活性剤は
、少なくとも１つのアニオン性界面活性から選択される少なくとも１つの清浄用界面活性
剤、ならびに両性界面活性剤、非イオン性界面活性剤およびそれらの混合物から選択され
る任意の界面活性剤から選択される。
【０１３９】
　アニオン性界面活性剤の非限定的な例は、Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃ
ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎによって出版されたＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ　Ｄｅｔｅｒｇｅｎ
ｔｓ　ａｎｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉｏ
ｎ、１９９８年；およびＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ、Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｍａｔｅｒ
ｉａｌｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉｏｎ（１９９２年）に開示されて
いる。これらの両方ともその全体が参照により本明細書に援用される。アニオン性界面活
性剤は、水性界面活性剤組成物の技術分野で公知であるかまたは以前に使用されている任
意のアニオン性界面活性剤であってもよい。適切なアニオン性界面活性剤としては、限定
されないが、アルキルスルフェート、アルキルエーテルスルフェート、アルキルスルホネ
ート、アルキルアリールスルホネート、アルケニルおよびヒドロキシアルキルα－オレフ
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ィン－スルホネート、およびそれらの混合物、アルキルアミドスルホネート、アルカリル
ポリエーテルスルフェート、アルキルアミドエーテルスルフェート、アルキルおよびアル
ケニルモノグリセリルエーテルスルフェート、アルキルおよびアルケニルモノグリセリド
スルフェート、アルキルおよびアルケニルモノグリセリドスルホネート、アルキルおよび
アルケニルスクシネート、アルキルおよびアルケニルスルホスクシネート、アルキルおよ
びアルケニルスルホスクシネート（ａｌｋｙｌ　ｓｕｌｆｏｓｕｃｃｉｎａｍａｔｅ）、
アルキルおよびアルケニルエーテルスルホスクシネート、アルキルおよびアルケニルアミ
ドスルホスクシネート；アルキルおよびアルケニルスルホアセテート、アルキルおよびア
ルケニルホスフェート、アルキルおよびアルケニルエーテルホスフェート、アルキルおよ
びアルケニルカルボキシレート、アルキルおよびアルケニルエーテルカルボキシレート、
アルキルおよびアルケニルアミドエーテルカルボキシレート、Ｎ－アルキルアミノ酸、Ｎ
－アシルアミノ酸、アルキルペプチド、Ｎ－アシルタウレート、アシルイセチオネート、
アシル基が脂肪酸から誘導されたカルボン酸塩；ならびにそのアルカリ金属塩、アルカリ
土類金属塩、アンモニウム、アミンおよびトリエタノールアミン塩が挙げられる。
【０１４０】
　一態様では、前述の塩のカチオン部分は、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、アン
モニウム、モノ－、ジ－およびトリエタノールアミン塩ならびにモノ－、ジ－およびトリ
－イソプロピルアミン塩から選択される。上述の界面活性剤のアルキル基およびアシル基
は、一態様では約６～約２４個の炭素原子、別の態様では８～２２個の炭素原子、さらな
る態様では約１２～１８個の炭素原子を含み、これらは飽和であっても不飽和であっても
よい。界面活性剤中のアリール基は、フェニルまたはベンジルから選択される。上記のエ
ーテル含有界面活性剤は、一態様では界面活性剤１分子あたり１～１０個のエチレンオキ
シドおよび／またはプロピレンオキシド単位、別の態様では界面活性剤１分子あたり１～
３個のエチレンオキシド単位を含むことができる。
【０１４１】
　適切なアニオン性界面活性剤の例としては、限定されないが、ナトリウム、カリウム、
リチウム、マグネシウム、アンモニウム、およびトリエタノールアミンラウリルスルフェ
ート、ココスルフェート、トリデシルスルフェート、ミリスチル（ｍｙｒｓｔｙｌ）スル
フェート、セチルスルフェート、セテアリルスルフェート、ステアリルスルフェート、オ
レイルスルフェート、およびタロースルフェート；１、２、３、４または５モルのエチレ
ンオキシドでエトキシ化された、ラウレススルフェート、トリデセススルフェート、ミレ
ススルフェート、Ｃ１２～Ｃ１３パレススルフェート、Ｃ１２～Ｃ１４パレススルフェー
トおよびＣ１２～Ｃ１５パレススルフェートのナトリウム、カリウム、リチウム、マグネ
シウムおよびアンモニウム塩；二ナトリウムラウリルスルホスクシネート、二ナトリウム
ラウレススルホスクシネート、ナトリウムココイルイセチオネート、ナトリウムＣ１２～
Ｃ１４オレフィンスルホネート、ナトリウムラウレス－６カルボキシレート、ナトリウム
メチルココイルタウレート、ナトリウムココイルグリシネート、ナトリウムミリスチルサ
ルコシネート（ｓａｒｃｏｃｉｎａｔｅ）、ナトリウムドデシルベンゼンスルホネート、
ナトリウムココイルサルコシネート、ナトリウムココイルグルタメート、カリウムミリス
トイルグルタメート、トリエタノールアミンモノラウリルホスフェート、ならびに脂肪酸
せっけん（約８～約２２個の炭素原子を含有する飽和および不飽和脂肪酸のナトリウム、
カリウム、アンモニウム、およびトリエタノールアミン塩を含む）が挙げられる。
【０１４２】
　「両性界面活性剤」という用語は本明細書において用いる場合、両性界面活性剤のサブ
セットとして当技術分野の配合技術者に周知である双性イオン界面活性剤も包含するもの
とする。両性界面活性剤の非限定的な例は、ＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ　Ｄｅｔｅｒｇｅ
ｎｔｓ　ａｎｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉ
ｏｎ、前出、およびＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ、Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｍａｔｅｒｉａ
ｌｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉｏｎ、前出に開示されており、両方と
もその全体が参照によって本明細書に援用される。適切な例としては、限定されないが、



(48) JP 6444899 B2 2018.12.26

10

20

30

40

アミノ酸（例えば、Ｎ－アルキルアミノ酸およびＮ－アシルアミノ酸）、ベタイン、スル
タイン、およびアルキルアンフォカルボキシレート（ａｌｋｙｌ　ａｍｐｈｏｃａｒｂｏ
ｘｙｌａｔｅ）が挙げられる。
【０１４３】
　本発明の実施に適切なアミノ酸ベースの界面活性剤としては、式：
【化１２】

（式中、Ｒ２５は１０～２２個の炭素原子を有する飽和もしくは不飽和炭化水素基、また
は９～２２個の炭素原子を有する飽和もしくは不飽和炭化水素基を含有するアシル基を表
し、Ｙは水素またはメチルであり、Ｚは水素、－ＣＨ３、－ＣＨ（ＣＨ３）２、－ＣＨ２

ＣＨ（ＣＨ３）２、－ＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、－ＣＨ２Ｃ６Ｈ５、－ＣＨ２Ｃ６Ｈ

４ＯＨ、－ＣＨ２ＯＨ、－ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ３、－（ＣＨ２）４ＮＨ２、－（ＣＨ２）３

ＮＨＣ（ＮＨ）ＮＨ２、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋、－（ＣＨ２）２Ｃ（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋か
ら選択される。Ｍは塩形成カチオンである）
によって表される界面活性剤が挙げられる。一態様では、Ｒ２５は、直鎖状または分岐状
Ｃ１０～Ｃ２２アルキル基、直鎖状または分岐状Ｃ１０～Ｃ２２アルケニル基、Ｒ２６Ｃ
（Ｏ）－で表されるアシル基から選択されるラジカルを表し、ここでＲ２６は、直鎖状ま
たは分岐状Ｃ９～Ｃ２２アルキル基、直鎖状または分岐状Ｃ９～Ｃ２２アルケニル基から
選択される。一態様では、Ｍ＋は、ナトリウム、カリウム、アンモニウム、ならびにモノ
－、ジおよびトリエタノールアミン（ＴＥＡ）のアンモニウム塩から選択されるカチオン
である。
【０１４４】
　アミノ酸界面活性剤は、α－アミノ酸（例えば、アラニン、アルギニン、アスパラギン
酸、グルタミン酸、グリシン、イソロイシン、ロイシン、リシン、フェニルアラニン、セ
リン、チロシン、およびバリンなど）のアルキル化およびアシル化によって誘導され得る
。代表的なＮ－アシルアミノ酸界面活性剤は、限定されないが、Ｎ－アシル化グルタミン
酸のモノカルボン酸塩およびジカルボン酸塩（例えば、ナトリウム、カリウム、アンモニ
ウムおよびＴＥＡ）、例えば、ココイルグルタミン酸ナトリウム、ラウロイルグルタミン
酸ナトリウム、ミリストイルグルタミン酸ナトリウム、パルミトイルグルタミン酸ナトリ
ウム、ステアロイルグルタミン酸ナトリウム、ココイルグルタミン酸ジナトリウム、ステ
アロイルグルタミン酸ジナトリウム、ココイルグルタミン酸カリウム、ラウロイルグルタ
ミン酸カリウムおよびミリストイルグルタミン酸カリウム；Ｎ－アシル化アラニンのカル
ボン酸塩（例えば、ナトリウム、カリウム、アンモニウムおよびＴＥＡ）、例えば、ココ
イルアラニンナトリウムおよびラウロイルアラニンＴＥＡ；Ｎ－アシル化グリシンのカル
ボン酸塩（例えば、ナトリウム、カリウム、アンモニウムおよびＴＥＡ）、例えば、ココ
イルグリシンナトリウムおよびココイルグリシンカリウム；Ｎ－アシル化サルコシンのカ
ルボン酸塩（例えば、ナトリウム、カリウム、アンモニウムおよびＴＥＡ）、例えば、ラ
ウロイルサルコシンナトリウム、ココイルサルコシンナトリウム、ミリストイルサルコシ
ンナトリウム、オレオイルサルコシンナトリウムおよびラウロイルサルコシンアンモニウ
ム；ならびに前述の界面活性剤の混合物である。
【０１４５】
　本明細書において有用なベタインおよびスルタインは、式
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【化１３】

（式中、Ｒ２７はＣ７～Ｃ２２アルキルまたはアルケニル基であり、各々のＲ２８は独立
してＣ１～Ｃ４アルキル基であり、Ｒ２９はＣ１～Ｃ５アルキレン基またはヒドロキシ置
換Ｃ１～Ｃ５アルキレン基であり、ｎは２～６の整数であり、Ａはカルボキシレート基ま
たはスルホネート基であり、Ｍは塩形成カチオンである）
によって表されるアルキルベタイン、アルキルアミノベタイン、およびアルキルアミドベ
タイン、ならびに対応するスルホベタイン（スルタイン）から選択される。一態様では、
Ｒ２７は、Ｃ１１～Ｃ１８アルキル基またはＣ１１～Ｃ１８アルケニル基である。一態様
では、Ｒ２８は、メチルである。一態様では、Ｒ２９は、メチレン、エチレンまたはヒド
ロキシプロピレンである。一態様では、ｎは、３である。さらなる態様では、Ｍは、ナト
リウム、カリウム、マグネシウム、アンモニウム、ならびにモノ－、ジ－およびトリエタ
ノールアミンカチオンから選択される。
【０１４６】
　適切なベタインの例としては、限定されないが、ラウリルベタイン、ココベタイン、オ
レイルベタイン、ココヘキサデシルジメチルベタイン、ココジメチルカルボキシメチルベ
タイン、ラウリルジメチルカルボキシメチルベタイン、セチルジメチルカルボキシメチル
ベタイン、ラウリルアミドプロピルベタイン、ココアミドプロピルベタイン（ＣＡＰＢ）
、ココジメチルスルホプロピルベタイン、ステアリルジメチルスルホプロピルベタイン、
ラウリルジメチルスルホエチルベタイン、およびコカミドプロピルヒドロキシスルタイン
が挙げられる。
【０１４７】
　アルキルアンフォカルボキシレート、例えば、アルキルアンフォアセテートおよびアル
キルアンフォプロピオネート（一置換および二置換カルボキシレート）は、式：
【化１４】

（式中、Ｒ２７はＣ７～Ｃ２２アルキルまたはアルケニル基であり、Ｒ３０は－ＣＨ２Ｃ
（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋、－ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋、または－ＣＨ２ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ２

ＳＯ３
－Ｍ＋であり、Ｒ３１は水素または－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋であり、Ｍはナトリ
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ウム、カリウム、マグネシウム、アンモニウム、ならびにモノ－、ジ－およびトリエタノ
ールアミンのアンモニウム塩から選択されるカチオンである）
によって表すことができる。
【０１４８】
　例示的なアルキルアンフォカルボキシレートとしては、限定されないが、ナトリウムコ
コアンフォアセテート、ナトリウムラウロアンフォアセテート、ナトリウムカプリロアン
フォアセテート、ジナトリウムココアンフォジアセテート、ジナトリウムラウロアンフォ
ジアセテート、ジナトリウムカプリルアンフォジアセテート、ジナトリウムカプリロアン
フォジアセテート、ジナトリウムココアンフォジプロピオネート、ジナトリウムラウロア
ンフォジプロピオネート、ジナトリウムカプリルアンフォジプロピオネート、およびジナ
トリウムカプリロアンフォジプロピオネートが挙げられる。
【０１４９】
　非イオン性界面活性剤の非限定的な例は、前出のＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ　Ｄｅｔｅ
ｒｇｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄ
ｉｔｉｏｎ、１９９８年；および前出のＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ、Ｆｕｎｃｔｉｏｎａ
ｌ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎに開示されており、これらの両
方ともその全体が参照によって本明細書に援用される。非イオン性界面活性剤の追加的な
例は、Ｂａｒｒａｔらの米国特許第４，２８５，８４１号およびＬｅｉｋｈｉｍらの米国
特許第４，２８４，５３２号に記載されており、これらの両方ともその全体が参照により
本明細書に援用される。非イオン性界面活性剤は典型的には、長鎖アルキル基またはアル
キル化アリール基などの疎水性ポーションならびに種々のエトキシ化度および／またはプ
ロポキシ化度（例えば１～約５０）のエトキシおよび／またはプロポキシ部分を含む親水
性ポーションを有する。使用可能ないくつかのクラスの非イオン性界面活性剤の例として
は、限定されないが、エトキシ化アルキルフェノール、エトキシ化およびプロポキシ化脂
肪アルコール、メチルグルコースのポリエチレングリコールエーテル、ソルビトールのポ
リエチレングリコールエーテル、エチレンオキシド－プロピレンオキシドブロックコポリ
マー、脂肪酸のエトキシ化エステル、エチレンオキシドと長鎖アミンまたはアミドとの縮
合生成物、エチレンオキシドとアルコールとの縮合生成物ならびにそれらの混合物が挙げ
られる。
【０１５０】
　適切な非イオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルポリサッカリド、アルコール
エトキシレート、ブロックコポリマー、ヒマシ油エトキシレート、セト／オレイルアルコ
ールエトキシレート、セテアリルアルコールエトキシレート、デシルアルコールエトキシ
レート、ジノニルフェノールエトキシレート、ドデシルフェノールエトキシレート、エン
ドキャップ化エトキシレート、エーテルアミン誘導体、エトキシ化アルカノールアミド、
エチレングリコールエステル、脂肪酸アルカノールアミド、脂肪アルコールアルコキシレ
ート、ラウリルアルコールエトキシレート、モノ分枝状アルコールエトキシレート、ノニ
ルフェノールエトキシレート、オクチルフェノールエトキシレート、オレイルアミンエト
キシレート、ランダムコポリマーアルコキシレート、ソルビタンエステルエトキシレート
、ステアリン酸エトキシレート、ステアリルアミンエトキシレート、タロー油脂肪酸エト
キシレート、タローアミンエトキシレート、トリデカノールエトキシレート、アセチレン
ジオール、ポリオキシエチレンソルビトールおよびそれらの混合物が挙げられる。適切な
非イオン性界面活性剤の種々の特定の例としては、限定されないが、メチルグルセス－１
０、ＰＥＧ－２０メチルグルコースジステアレート、ＰＥＧ－２０メチルグルコースセス
キステアレート、セテス－８、セテス－１２、ドドキシノール－１２、ラウレス－１５、
ＰＥＧ－２０ヒマシ油、ポリソルベート２０、ステアレス－２０、ポリオキシエチレン－
１０セチルエーテル、ポリオキシエチレン－１０ステアリルエーテル、ポリオキシエチレ
ン－２０セチルエーテル、ポリオキシエチレン－１０オレイルエーテル、ポリオキシエチ
レン－２０オレイルエーテル、エトキシ化ノニルフェノール、エトキシ化オクチルフェノ
ール、エトキシ化ドデシルフェノールまたは３～２０のエチレンオキシド部分を含むエト
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キシ化脂肪（Ｃ６～Ｃ２２）アルコール、ポリオキシエチレン－２０イソヘキサデシルエ
ーテル、ポリオキシエチレン－２３グリセロールラウレート、ポリオキシエチレン－２０
グリセリルステアレート、ＰＰＧ－１０メチルグルコースエーテル、ＰＰＧ－２０メチル
グルコースエーテル、ポリオキシエチレン－２０ソルビタンモノエステル、ポリオキシエ
チレン－８０ヒマシ油、ポリオキシエチレン－１５トリデシルエーテル、ポリオキシエチ
レン－６トリデシルエーテル、ラウレス－２、ラウレス－３、ラウレス－４、ＰＥＧ－３
ヒマシ油、ＰＥＧ６００ジオレエート、ＰＥＧ４００ジオレエート、ポロキサマー例えば
、ポロキサマー１８８、ポリソルベート２１、ポリソルベート４０、ポリソルベート６０
、ポリソルベート６１、ポリソルベート６５、ポリソルベート８０、ポリソルベート８１
、ポリソルベート８５、ソルビタンカプリレート、ソルビタンココエート、ソルビタンジ
イソステアレート、ソルビタンジオレエート、ソルビタンジステアレート、ソルビタン脂
肪酸エステル、ソルビタンイソステアレート、ソルビタンラウレート、ソルビタンオレエ
ート、ソルビタンパルミテート、ソルビタンセスキイソステアレート、ソルビタンセスキ
オレエート、ソルビタンセスキステアレート、ソルビタンステアレート、ソルビタントリ
イソステアレート、ソルビタントリオレエート、ソルビタントリステアレート、ソルビタ
ンウンデシレネートまたはそれらの混合物が挙げられる。
【０１５１】
　アルキルグリコシド非イオン性界面活性剤を使用することもでき、これらは一般に、酸
媒体中で単糖、または加水分解して単糖にすることができる化合物を脂肪アルコールなど
のアルコールと反応させることによって調製する。例えば、米国特許第５，５２７，８９
２号および同第５，７７０，５４３号は、アルキルグリコシドおよび／またはその調製方
法を記載している。適切な例はＧｌｕｃｏｐｏｎ（商標）２２０、２２５、４２５、６０
０および６２５、ＰＬＡＮＴＡＣＡＲＥ（登録商標）およびＰＬＡＮＴＡＰＯＮ（登録商
標）の名称で市販されているものであり、これらはすべてＣｏｇｎｉｓ　Ｃｏｒｐｏｒａ
ｔｉｏｎ　ｏｆ　Ａｍｂｌｅｒ、Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａから入手することができる。
【０１５２】
　別の態様では、非イオン性界面活性剤としては、限定されないが、例えば、それぞれＧ
ｌｕｃａｍ（登録商標）Ｅ１０、Ｇｌｕｃａｍ（登録商標）Ｅ２０、Ｇｌｕｃａｍ（登録
商標）Ｐ１０およびＧｌｕｃａｍ（登録商標）Ｐ２０の商標名でＬｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄ
ｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．から入手できる、例えば、メチルグルセス
－１０、メチルグルセス－２０、ＰＰＧ－１０メチルグルコースエーテルおよびＰＰＧ－
２０メチルグルコースエーテルなどのアルコキシ化メチルグリコシドが挙げられ；そして
それぞれＧｌｕｃａｍａｔｅ（登録商標）ＤＯＥ－１２０、Ｇｌｕｃａｍａｔｅ（商標）
ＬＴおよびＧｌｕｃａｍａｔｅ（商標）ＳＳＥ－２０の商標名でＬｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄ
ｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．から入手できるＰＥＧ１２０メチルグルコ
ースジオレエート、ＰＥＧ－１２０メチルグルコーストリオレエートおよびＰＥＧ－２０
メチルグルコースセスキステアレートなどの疎水的に改変されたアルコキシ化メチルグリ
コシドもまた適している。疎水的に改変されたアルコキシ化メチルグリコシドの他の例は
、米国特許第６，５７３，３７５号および同第６，７２７，３５７号に開示されており、
これらの開示は、その全体が参照により本明細書に援用される。
【０１５３】
　他の有用な非イオン性界面活性剤としては、水溶性シリコーン、例えばＰＥＧ－１０ジ
メチコン（Ｄｉｍｅｔｈｉｃｏｎｅ）、ＰＥＧ－１２ジメチコン、ＰＥＧ－１４ジメチコ
ン、ＰＥＧ－１７ジメチコン、ＰＰＧ－１２ジメチコン、ＰＰＧ－１７ジメチコンならび
にその誘導化／官能化形態、例えば、ビス－ＰＥＧ／ＰＰＧ－２０／２０ジメチコン　ビ
ス－ＰＥＧ／ＰＰＧ－１６／１６　ＰＥＧ／ＰＰＧ－１６／１６ジメチコン、ＰＥＧ／Ｐ
ＰＧ－１４／４ジメチコン、ＰＥＧ／ＰＰＧ－２０／２０ジメチコン、ＰＥＧ／ＰＰＧ－
２０／２３ジメチコンおよびペルフルオロノニルエチルカルボキシデシルＰＥＧ－１０ジ
メチコンが挙げられる。
【０１５４】
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　本発明の洗浄組成物を配合するのに使用される少なくとも１つのアニオン性界面活性剤
の量（活性重量に基づいて）は、全組成物の重量に基づいて約１または３～約２２重量％
の範囲である。別の態様では、洗浄組成物の配合物で使用される少なくとも１つのアニオ
ン性界面活性剤の量は、約３～約１５重量％の範囲である。さらに別の態様では、洗浄組
成物に使用される少なくとも１つのアニオン性界面活性剤の量は、約５～約１０重量％の
範囲である。さらなる態様では、使用される少なくとも１つのアニオン性界面活性剤の量
は、約６～約９重量％の範囲である。すべての重量パーセンテージは、洗浄組成物の全重
量の重量に対する。
【０１５５】
　本発明の一実施形態では、アニオン性界面活性剤（非エトキシ化および／またはエトキ
シ化界面活性剤）と両性界面活性剤の重量比（活性物質に基づいて）は一態様では約１０
：１～約２：１の範囲であってよく、別の態様では９：１、８：１、７：１　６：１、５
：１、４．５：１、４：１または３：１であってよい。エトキシ化アニオン性界面活性剤
を、非エトキシ化アニオン性界面活性剤および両性界面活性剤と組み合わせて使用する場
合、エトキシ化アニオン性界面活性剤と非エトキシ化アニオン性界面活性剤と両性界面活
性剤の重量比（活性物質に基づいて）は、一態様での約３．５：３．５：１～別の態様で
の約１：１：１の範囲であってよい。
【０１５６】
　一態様では、任意のアニオン性界面活性剤は、ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸
アンモニウム、ココ硫酸ナトリウム、およびそれらの混合物を含むアルキル硫酸塩から選
択される。
【０１５７】
　一態様では、任意のアニオン性界面活性剤は、ラウレス硫酸ナトリウム、ラウレス硫酸
アンモニウム、トリデセス硫酸ナトリウム、およびそれらの混合物を含むエトキシ化アル
キル硫酸塩から選択される。
【０１５８】
　一態様では、任意の両性界面活性剤は、ラウリルベタイン、コカミドプロピルベタイン
、コカミドプロピルヒドロキシスルタイン、およびそれらの混合物を含む、アルキルベタ
イン、アミドアルキルベタインおよびアミドアルキルスルタインから選択される。
【０１５９】
　一実施形態では、本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーを含有する洗浄組
成物の降伏応力値は、一態様では少なくとも約０．１Ｐａ、一態様では約０．５Ｐａ、別
の態様では少なくとも約１Ｐａ、さらなる態様では少なくとも約１．５Ｐａである。別の
実施形態では、洗浄組成物の降伏応力は、一態様では約０．１～約２０Ｐａ、別の態様で
は約０．５Ｐａ～約１０Ｐａ、さらなる態様では約１～約３Ｐａ、なおさらなる態様では
約１．５～約３．５の範囲にある。
【０１６０】
　任意選択に、本発明の洗浄組成物およびコンディショニング組成物は電解質を含んでも
よい。適切な電解質は公知の化合物であり、それらには、多価アニオンの塩、例えば、ピ
ロリン酸カリウム、トリポリリン酸カリウムおよびクエン酸ナトリウムまたはクエン酸カ
リウム、多価カチオンの塩、例えば、アルカリ土類金属塩、例えば、塩化カルシウムおよ
び臭化カルシウムならびにハロゲン化亜鉛、塩化バリウムおよび硝酸カルシウム、一価カ
チオンと一価アニオンの塩、例えば、アルカリ金属またはアンモニウムのハロゲン化物、
例えば、塩化カリウム、塩化ナトリウム、ヨウ化カリウム、臭化ナトリウムおよび臭化ア
ンモニウム、硝酸アルカリ金属または硝酸アンモニウムならびにそのブレンドが挙げられ
る。使用される電解質の量は、一般に組み込まれる両親媒性ポリマーの量に依存するが、
全組成物重量に基づいて一態様では約０．１～約４重量％、別の態様では約０．２～約２
重量％の濃度レベルで使用することができる。
【０１６１】
　洗浄組成物は、０．１～１秒－１の剪断速度で０．５未満の剪断減粘指数を有する、容
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易に注ぐことができるものでなければならない。本発明の洗浄および組成物は、粘稠化さ
れた液体の降伏値を増大させるための補助的レオロジー改変剤（増粘剤）と組み合わせて
使用することができる。一態様では、本発明のポリマーを、非イオン性補助的レオロジー
改変剤と組み合わせることができる。一態様では、直鎖状非イオン性の両親媒性ポリマー
を使用する場合、所望の降伏応力を得るための非イオン性補助的レオロジー改変剤。任意
のレオロジー改変剤が適しており、これには限定されないが、天然ゴム（例えば、フェヌ
グリーク、カッシア、イナゴマメ、タラおよびグアーから選択されるポリガラクトマンナ
ンゴム）、改変セルロース（例えば、エチルヘキシルエチルセルロース（ＥＨＥＣ）、ヒ
ドロキシブチルメチルセルロース（ＨＢＭＣ）、ヒドロキシエチルメチルセルロース（Ｈ
ＥＭＣ）、ヒドロキシプロピルメチルセルロース（ＨＰＭＣ）、メチルセルロース（ＭＣ
）、ヒドロキシエチルセルロース（ＨＥＣ）、ヒドロキシプロピルセルロース（ＨＰＣ）
およびセチルヒドロキシエチルセルロース）；ならびにそれらの混合物メチルセルロース
、ポリエチレングリコール（例えば、ＰＥＧ４０００、ＰＥＧ６０００、ＰＥＧ８０００
、ＰＥＧ１００００、ＰＥＧ２００００）、ポリビニルアルコール、ポリアクリルアミド
（ホモポリマーおよびコポリマー）および疎水的に改変されたエトキシ化ウレタン（ＨＥ
ＵＲ）が挙げられる。レオロジー改変剤は、組成物の全重量の重量に基づいて、一態様で
は約０．５～約２５重量％、別の態様では約１～約１５重量％、さらなる態様では約２～
約１０重量％、および約２．５～約５重量％の範囲の量で使用することができる。
【０１６２】
　本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーは、フォーム特性および降伏応力特
性の向上が望ましい任意の洗浄または清浄用途で用いることができる。
【０１６３】
　（水）
　本発明の洗浄組成物は、担体として水を含む水ベースの系である。水の正確なレベルは
、その組成物中に配合される残りの成分のレベルで変化する。一般には、本発明の洗浄組
成物は、一態様では約１０～約９５重量％、別の態様では約５０～約９２重量％、さらな
る態様では約６０～約９０重量％の水を含む。
【０１６４】
　一実施形態では、本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーは、フォーム特性
を向上させるために、またパーソナルケアおよびホームケア産業のために配合された界面
活性剤含有の洗浄およびクリーニング組成物内に、粒子状物質および不溶性液滴を安定に
懸濁するために使用することができる。
【０１６５】
　パーソナルケア配合物では、本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーはフォ
ーム特性を向上させ、毛髪および皮膚のための洗浄組成物の温和性および降伏応力の特性
を改善するために使用でき、不溶性シリコーン、乳白剤および真珠光沢物質（例えば、雲
母、被覆雲母、エチレングリコールモノステアレート（ＥＧＭＳ）、エチレングリコール
ジステアレート（ＥＧＤＳ）、ポリエチレングリコールモノステアレート（ＰＧＭＳ）ま
たはポリエチレングリコールジステアレート（ＰＧＤＳ））、顔料、剥離剤、フケ防止剤
、クレイ、膨潤性クレイ、ラポナイト、ガス気泡、リポソーム、マイクロスポンジ、化粧
用ビーズ、化粧用マイクロカプセル、およびフレークを安定に懸濁させるために使用する
ことができ、以下にさらに詳細に考察する。洗浄組成物は、ボディソープ、シャワージェ
ル、バブルバス剤、ツー・イン・ワンシャンプー、コンディショナー、スクラブ洗顔料、
モイスチャーリンス、メイク落とし、などの形態であってよい。
【０１６６】
　例示的な化粧用ビーズの成分としては、限定されないが、寒天ビーズ、アルギネートビ
ーズ、ホホバビーズ、ゼラチンビーズ、Ｓｔｙｒｏｆｏａｍ（商標）ビーズ、ポリアクリ
レート、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリエチレンビーズ、Ｕｎｉｓｐｈｅ
ｒｅｓ（商標）およびＵｎｉｐｅａｒｌｓ（商標）化粧用ビーズ（Ｉｎｄｕｃｈｅｍ　Ｕ
ＳＡ，Ｉｎｃ．、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、ＮＹ）、Ｌｉｐｏｃａｐｓｕｌｅ（商標）、Ｌｉｐ
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ｏｓｐｈｅｒｅ（商標）およびＬｉｐｏｐｅａｒｌ（商標）マイクロカプセル（Ｌｉｐｏ
　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ　Ｉｎｃ．、Ｖａｎｄａｌｉａ、ＯＨ）ならびにＣｏｎｆｅ
ｔｔｉ　ＩＩ（商標）皮膚送達用フレーク（ｄｅｒｍａｌ　ｄｅｌｉｖｅｒｙ　ｆｌａｋ
ｅｓ）（Ｕｎｉｔｅｄ－Ｇｕａｒｄｉａｎ，Ｉｎｃ．、Ｈａｕｐｐａｕｇｅ、ＮＹ）が挙
げられる。ビーズは、審美用材料として使用することができる、あるいは環境の劣化作用
からそれらを保護するため、または最終製品における最適な送達、放出および性能に有益
な剤をカプセル化するために使用することができる
【０１６７】
　一態様では、化粧用ビーズは約０．５～約１．５ｍｍのサイズの範囲である。別の態様
では、ビーズと水との比重差は、一態様では約＋／－０．０１～０．５、別の態様では約
＋／－０．２～０．３ｇ／ｍｌである。
【０１６８】
　一態様では、マイクロカプセルは約０．５～約３００μｍのサイズの範囲である。別の
態様では、マイクロカプセルと水との比重差は、約＋／－０．０１～０．５である。マイ
クロカプセルビーズの非限定的な例は、米国特許第７，７８６，０２７号に開示されてお
り、その開示は、参照によって本明細書に援用される。
【０１６９】
　本発明の一態様では、粒子状成分および／または不溶性液滴の量は、組成物の全重量に
基づいて、一態様では約０．１％～約２５重量％、別の態様では約０．５～約２０重量％
、さらなる態様では約１または５～約１０重量％の範囲であり得る。
【０１７０】
　（他の任意の成分）
　上記の成分に加えて、洗浄組成物は、毛髪、頭皮または皮膚への使用について公知であ
るか、そうでなければ適切であり、組成物の沈着特性を妨げない１つもしくはそれより多
くの他の任意の成分をさらに含んでもよい。このような任意の成分の非限定的な例は、Ｉ
ｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｄｉｃｔｉｏｎ
ａｒｙ、第五版、１９９３、およびＣｏｓｍｅｔｉｃ，Ｔｏｉｌｅｔｒｙ，ａｎｄ　Ｆｒ
ａｇｒａｎｃｅ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ（ＣＴＦＡ）Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄ
ｉｅｎｔ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ、第二版、１９９２に開示されており、その各々は参照によ
って援用される。例示的な任意の成分を以下に記載する。
【０１７１】
　（シリコーンコンディショニング剤）
　本発明の洗浄組成物は任意選択で、シリコーンコンディショニング剤を、シリコーン粒
子または液滴の形態で含む。シリコーンコンディショニング剤は、分散された不溶性粒子
または液滴の形態であるように、この組成物中で混合される。本発明の一態様では、シリ
コーンオイルは、事前に形成された乳化液滴の形態、またはマイクロエマルジョンの形態
であってよい。
【０１７２】
　シリコーンコンディショニング剤は、揮発性シリコーン、不揮発性シリコーン、および
それらの混合物を含んでもよい。揮発性シリコーンが存在する場合、揮発性シリコーンは
典型的には、オイルまたはガムのような不揮発性シリコーン液コンディショニング剤の市
販形態のための溶媒または担体として使用される。揮発性シリコーン液は、シリコーン液
沈着有効性を改善するか、または毛髪の明るさ、輝き、もしくは光沢度を向上するために
コンディショニングパッケージ中に含まれる場合が多い。揮発性シリコーン物質は、頭皮
および皮膚上での感覚上の特性（例えば、触感）を向上するために配合物中に高頻度に含
まれる。
【０１７３】
　一態様では、シリコーンコンディショニング剤は、不揮発性であって、かつ水性のパー
ソナルケア洗浄組成物中で不溶性であり、シリコーンオイル、ガム、樹脂およびそれらの
混合物を含む。不揮発性とは、シリコーンが、大気温度条件で極めて低い蒸気圧を有する



(55) JP 6444899 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

ことを意味する（例えば、２０℃で２ｍｍＨｇ未満）。不揮発性シリコーンコンディショ
ニング剤は、一態様では約２５０℃超、別の態様では約２６０℃超、さらなる態様では約
２７５℃超の沸点を有する。シリコーンオイル、ガム、および樹脂ならびにその製造を考
察するセクションを含めたシリコーンについての背景情報は、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ
　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ、第１５巻
、第２版、２０４～３０８頁、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．（１９８
９年）において見出される。
【０１７４】
　本発明の組成物中のシリコーン粒子の全濃度は、皮膚および毛髪に対して所望のコンデ
ィショニング性能を提供するために十分であるはずであり、一般には、全組成物の重量に
基づいて、一態様では約０．０１～約２０重量％、別の態様では約０．０５～約１５重量
％、なお別の態様では約０．１％～約１０重量％、さらなる態様では約１～約５重量％の
範囲である。
【０１７５】
　本発明において使用されるシリコーンは、第一の態様では約０．００３～約５００μｍ
、第二の態様では約０．０５～約２００μｍ、第三の態様では約０．２５～約２００μｍ
、第四の態様では約０．５～約１５０μｍ、第五の態様では約１～約１００μｍ、第六の
態様では約５～８０μｍ、第七の態様では約１０～約６０μｍ、および第八の態様では約
２０～約５０μｍの範囲の平均粒子サイズまたは液滴サイズを有する。
【０１７６】
　シリコーンエマルジョンは、３０μｍ未満、別の態様では２０μｍ未満、さらなる態様
では１０μｍ未満の平均シリコーン粒子サイズ（液滴サイズ）を有する。本発明の別の態
様では、シリコーンエマルジョンの平均シリコーン粒子サイズは２μｍ未満であり、別で
は粒子サイズは０．０１～１μｍの範囲である。０．１５μｍまたはそれ未満の平均シリ
コーン粒子サイズ（液滴サイズ）を有するシリコーンエマルジョンは、一般にはマイクロ
エマルジョンと呼ばれ、一般には約０．００３～約０．１５μｍの範囲の平均粒子サイズ
を有する。
【０１７７】
　シリコーンコンディショニング剤粒子の平均粒子サイズを、当該分野で周知の光散乱技
術によって測定して、乳化された液体についての平均粒子サイズを決定することができる
。このような方法の１つは、ＨｏｒｉｂａのＬＡ９１０モデルのレーザー散乱粒子サイズ
分布分析器（Ｈｏｒｉｂａ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ、Ｉｎｃ．、Ｉｒｖｉｎｅ、Ｃａｌ
ｉｆｏｒｎｉａ）を用いたレーザー光散乱技術によって粒子サイズを測定する工程を包含
する。
【０１７８】
　（シリコーンオイル）
　一態様では、シリコーンコンディショニング剤はシリコーンオイルである。一態様では
、シリコーンオイルはポリオルガノシロキサン物質である。不揮発性シリコーンコンディ
ショニング剤は、一態様では２５℃で約２５～約１，０００，０００ｍＰａ・ｓよりおよ
そ上、別の態様では約１００～約６００，０００ｍＰａ・ｓ、約１０００～約１００，０
００ｍＰａ・ｓのなお別の態様、さらに別の態様では約２，０００～約５０，０００ｍＰ
ａ・ｓ、さらなる態様では約４，０００～約４０，０００ｍＰａ・ｓの範囲の粘度を有す
る。粘度は、１９７０年７月２０日の、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　
Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　ＣＴＭ００４に記載されているとおりガラスキャピラリー粘度
計によって測定する。一態様では、シリコーンオイルは約２００，０００ダルトン未満の
平均分子量を有する。平均分子量は典型的には、一態様では約４００～約１９９，０００
ダルトン、別の態様では約５００～約１５０，０００ダルトン、なお別の態様では約１，
０００～約１００，０００ダルトン、さらなる態様では約５，０００～約６５，０００ダ
ルトンの範囲であり得る。
【０１７９】
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　一態様では、コンディショニング剤として適切なシリコーンオイルは、ポリアルキルシ
ロキサン、ポリアリールシロキサン、ポリアルキルアリールシロキサン、ヒドロキシル末
端ポリアルキルシロキサン、ポリアリールアルキルシロキサン、アミノ官能性ポリアルキ
ルシロキサン、第四級官能性ポリアルキルシロキサン、およびそれらの混合物から選択さ
れるポリオルガノシロキサン物質である。
【０１８０】
　一態様では、シリコーンコンディショニング剤としては、式Ｘ：
【化１５】

（式中、Ａは独立して、ヒドロキシ、メチル、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、および
フェノキシを表し；Ｒ４０は独立して、メチル、エチル、プロピル、フェニル、メチルフ
ェニル、フェニルメチル、一級、二級または三級のアミン、以下：
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ＋（Ｒ４２）３ＣＡ－；および
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）Ｈ２ＣＡ－

（式中、Ｒ４１は直鎖状または分岐状のアルキレン部分またはアルキレンエーテル部分で
あって、２～１０個の炭素原子を含む、ヒドロキシル置換または非置換の部分であり；Ｒ
４２は水素、Ｃ１～Ｃ２０アルキル（例えば、メチル）、フェニルまたはベンジルであり
；ｑは約２～約８の範囲の整数であり；ＣＡ－は塩素、臭素、ヨウ素およびフッ素から選
択されるハロゲン化物イオンであり；ｘは、一態様では約７～約８０００、別の態様では
約５０～約５０００、なお別の態様では約１００～約３０００、さらなる態様では約２０
０～約１０００の範囲の整数である）
から選択される基から選択される第四級基を表す）
によって表されるポリオルガノシロキサン類が挙げられる。
【０１８１】
　一態様では、アミノ官能性シリコーンは、式ＸＡ：
【化１６】

（式中、Ａは独立して、ヒドロキシ、メチル、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、および
フェノキシを表し；Ｒ４０は、以下：
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）２；
－Ｒ４１－Ｎ＋（Ｒ４２）３ＣＡ－；および
－Ｒ４１－Ｎ（Ｒ４２）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（Ｒ４２）Ｈ２ＣＡ－

（式中、Ｒ４１は直鎖状または分岐状のアルキレン部分またはアルキレンエーテル部分で
あって、２～１０個の炭素原子を含む、ヒドロキシル置換または非置換の部分であり；Ｒ
４２は水素、Ｃ１～Ｃ２０アルキル（例えば、メチル）、フェニルまたはベンジルであり
；ＣＡ－は塩素、臭素、ヨウ素およびフッ素から選択されるハロゲン化物イオンであり；
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ｍ＋ｎの合計は、一態様では約７～約１０００、別の態様では約５０～約２５０、別の態
様では約１００～約２００であり、ただし、ｍまたはｎは０ではない）
から選択される）
によって表される。一態様では、Ａはヒドロキシであり、Ｒ４０は－（ＣＨ２）３ＮＨ（
ＣＨ２）３ＮＨ２である。別の態様では、Ａはメチルであり、Ｒ４０は－（ＣＨ２）３Ｎ
Ｈ（ＣＨ２）３ＮＨ２である。なお別の態様では、Ａはメチルであり、Ｒ４０は－（ＣＨ

２）３ＯＣＨ２ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ２Ｎ＋（Ｒ４２）３ＣＡ－によって表される第四級アン
モニウム部分であり；式中、Ｒ４２およびＣＡ－は、上記に規定のとおりである。
【０１８２】
　例示的なシリコーンオイルコンディショニング剤としては、限定されないが、ポリジメ
チルシロキサン（ジメチコン）、ポリジエチルシロキサン、末端ヒドロキシル基を有する
ポリジメチルシロキサン（ジメチコノール）、ポリメチルフェニルシロキサン、フェニル
メチルシロキサン、アミノ官能性ポリジメチルシロキサン（アモジメチコン）、およびそ
れらの混合物が挙げられる。
【０１８３】
　（シリコーンガム）
　本発明において有用な別のシリコーンコンディショニング剤は、シリコーンガムである
。シリコーンガムは、式ＸＩＩのもとで示されたシリコーンオイルと同じ一般構造のポリ
オルガノシロキサン物質であって、式中、Ａは独立してヒドロキシ、メチル、メトキシ、
エトキシ、プロポキシ、およびフェノキシを表し；Ｒ４０は独立して、メチル、エチル、
プロピル、フェニル、メチルフェニル、フェニルメチル、およびビニルを表す。シリコー
ンガムは、２５℃で測定して１，０００，０００ｍＰａ・ｓを超える粘度を有する。粘度
は、シリコーンオイルについて上記したようにガラスキャピラリー粘度計で測定すること
ができる。一態様では、シリコーンガムは、約２００，０００ダルトンおよびそれを超え
る平均分子量を有する。分子量は典型的には、約２００，０００～約１，０００，０００
ダルトンの範囲であり得る。本明細書中に記載されるシリコーンガムはまた、以前に記載
されたシリコーンオイルといくつか重複し得ることが理解される。この重複は、これらの
物質のいずれも限定することを意図するものではない。
【０１８４】
　本発明の組成物のシリコーン成分中での使用のための適切なシリコーンガムは、ポリジ
メチルシロキサン（ジメチコン）、任意選択にヒドロキシルなどの末端基を有するもの（
ジメチコノール）、ポリメチルビニルシロキサン、ポリジフェニルシロキサン、およびそ
れらの混合物である。
【０１８５】
　（シリコーン樹脂）
　シリコーン樹脂を、本発明の組成物中での使用に適切なシリコーンコンディショニング
剤として含むことができる。これらの樹脂は、架橋ポリシロキサン類である。架橋は、シ
リコーン樹脂の製造の間に単官能性および／または二官能性シランとともに三官能性シラ
ンおよび四官能性シランの組み込みを通じて導入される。当該分野で十分理解されるよう
に、シリコーン樹脂を生じるために必要な架橋の程度は、シリコーン樹脂に組み込まれる
特定のシラン単位によって変化する。一般には、シリコーン物質が剛性または固い薄膜を
形成するように、十分なレベルの三官能性および四官能性のシロキサンモノマー単位（し
たがって、十分なレベルの架橋）を有するシリコーン物質が、シリコーン樹脂であると考
えられる。酸素原子とケイ素原子の比は、特定のシリコーン物質中の架橋のレベルの指標
である。ケイ素原子１個あたり少なくとも約１．１個の酸素原子を有するシリコーン物質
が、概して本明細書におけるシリコーン樹脂である。一態様では、酸素：ケイ素原子の比
は、少なくとも約１．２：１．０である。シリコーン樹脂の製造に使用されるシラン類に
は、モノメチル－、ジメチル－、トリメチル－、モノフェニル－、ジフェニル－、メチル
フェニル－、モノビニル－、およびメチルビニル－クロロシランならびにテトラクロロシ
（ｔｅｒａｃｈｌｏｒｏｓｉｌａｎｅ）ランが挙げられ、メチル置換シラン類が最も一般
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的に使用されている。
【０１８６】
　シリコーン物質およびシリコーン樹脂は、「ＭＤＴＱ」命名法として当業者に公知の略
記命名法システムによって識別され得る。この命名システムの下で、シリコーンはシリコ
ーンを構成する様々なシロキサンモノマー単位の存在によって記載される。「ＭＤＴＱ」
命名システムは、「Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓ：Ｐｒｅｐａｒａｔｉｏｎ，　Ｐｒｏｐｅｒｔｉ
ｅｓ　ａｎｄ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ」というタイトルの刊行物；Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉ
ｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、２００５、および米国特許第６，２００，５５４号に記
載されている。
【０１８７】
　本発明の組成物中での使用のための例示的シリコーン樹脂としては、限定されないが、
ＭＱ、ＭＴ、ＭＴＱ、ＭＤＴおよびＭＤＴＱ樹脂が挙げられる。一態様では、メチルはシ
リコーン樹脂置換基である。別の態様では、シリコーン樹脂はＭＱ樹脂から選択され、Ｍ
：Ｑ比は、約０．５：１．０～約１．５：１．０であり、シリコーン樹脂の平均分子量は
、約１０００～約１０，０００ダルトンである。
【０１８８】
　（揮発性シリコーン）
　上記した任意選択の揮発性シリコーンとしては、直鎖状ポリジメチルシロキサンおよび
環状ポリジメチルシロキサン（シクロメチコン）ならびにそれらの混合物が挙げられる。
「揮発性」という用語は、シリコーンが２０℃で測定可能な蒸気圧、または少なくとも２
ｍｍＨｇの蒸気圧を有することを意味する。揮発性シリコーンは、一態様では２５℃で２
５ｍＰａ・ｓまたはそれ未満、別の態様では約０．６５約～約１０ｍＰａ・ｓ、なお別の
態様では約１～約５ｍＰａ・ｓ、さらなる態様では約１．５～約３．５ｍＰａ・ｓの粘度
を有する。直鎖状揮発性シリコーンおよび環状揮発性シリコーンの説明は、Ｔｏｄｄおよ
びＢｙｅｒｓ、「Ｖｏｌａｔｉｌｅ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅ　Ｆｌｕｉｄｓ　ｆｏｒ　Ｃｏｓ
ｍｅｔｉｃｓ」、Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｔｏｉｌｅｔｒｉｅｓ、第９１巻（１）
、２７～３２頁（１９７６）、およびＫａｓｐｒｚａｋ、「Ｖｏｌａｔｉｌｅ　Ｓｉｌｉ
ｃｏｎｅｓ」、Ｓｏａｐ／Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ／Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｔ
ｉｅｓ、４０～４３頁（１９８６年１２月）に見出される。
【０１８９】
　直鎖状揮発性シリコーンは、式ＸＩＩにおいて上記されるようにシリコーン液であるが
、約２５ｍＰａ・ｓ以下の粘度を有する。シクロメチコンは典型的には、環式構造中に一
態様では約３～約７ジメチル置換ケイ素原子、別の態様では約３～約５を含み、酸素原子
と交互になっている。
【０１９０】
　（コンディショニングオイル）
　本発明の組成物中で使用され得るさらなる成分は、炭化水素オイルまたはエステルオイ
ルから選択されるコンディショニングオイル（シリコーン以外）である。これらの補助コ
ンディショニング剤物質は、本発明の洗浄組成物中で用いられるシリコーン物質のコンデ
ィショニングの恩恵を向上させ得る。
【０１９１】
　適切な炭化水素オイルは、少なくとも１２個の炭素原子を有し、これにはパラフィン油
、鉱油、飽和ドデカンおよび不飽和ドデカン、飽和トリデカンおよび不飽和トリデカン、
飽和テトラデカンおよび不飽和テトラデカン、飽和ペンタデカンおよび不飽和ペンタデカ
ン、飽和ヘキサデカンおよび不飽和ヘキサデカン、ならびにそれらの混合物が挙げられる
。これらの化合物の分岐鎖異性体、およびより高次の鎖長の炭化水素の分岐鎖異性体も使
用することができる。また、Ｃ２～Ｃ６アルケニルモノマーのポリマー炭化水素、例えば
ポリイソブチレンも適切である。
【０１９２】
　適切なエステルオイルは、少なくとも１０個の炭素原子を有し、脂肪酸またはアルコー
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ルから誘導されるヒドロカルビル鎖を有するエステルを含む。一態様では、エステルオイ
ルは、式Ｒ’Ｃ（Ｏ）ＯＲに適合し、式中、Ｒ’およびＲは独立してアルキルまたはアル
ケニルラジカルを表し、Ｒ’およびＲ中の炭素原子の合計は、一態様では少なくとも１０
、別の態様では少なくとも２０である。ポリカルボン酸のジアルキルエステルおよびトリ
アルキルエステルならびにアルケニルエステルも使用することができる。
【０１９３】
　別の態様では、エステルオイルは、モノ－、ジ－およびトリグリセリドの脂肪エステル
、より具体的には、Ｃ１～Ｃ２２カルボン酸のような長鎖カルボン酸から誘導されるグリ
セロールのモノ－、ジ－、およびトリ－エステルである。このような物質の例としては、
ココアバター、パームステアリン、ヒマワリ油、ダイズ油およびヤシ油が挙げられる。
【０１９４】
　任意の上記の炭化水素およびエステルオイルの混合物も使用することができる。本発明
の組成物中の炭化水素オイルおよび／またはエステルオイルを合わせた合計量は、適切に
は、全組成物の重量に基づいて、一態様では約０．０５～約１０重量％、約０．２～約５
重量％、特に約０．５～約３重量％の範囲であり得る。
【０１９５】
　（カチオン性ポリマー）
　カチオン性ポリマーは、毛髪、頭皮または皮膚に対するコンディショニング剤の送達を
向上させるか、および／またはそれらに対する補助的コンディショニングの利点を提供し
て、本発明のシリコーンコンディショニング剤によって送達されるコンディショニングの
利点を改善および向上させ得る成分である。カチオン性ポリマーとは、少なくとも１つの
カチオン性部分、またはイオン化してカチオン性部分を形成し得る少なくとも１つの部分
を含むポリマーを指す。典型的には、これらのカチオン性部分は、四級アンモニウムまた
はプロトン化アミノ基などの窒素含有基である。カチオン性プロトン化アミンは、一級ア
ミンであっても、二級アミンであっても、または三級アミンであってもよい。カチオン性
ポリマーは、典型的には組成物の意図する用途のｐＨで約０．２～約７ｍｅｑ／ｇの範囲
のカチオン性電荷密度を有する。カチオン性ポリマーの平均分子量は、約５，０００ダル
トン～約１０，０００，０００ダルトンの範囲である。
【０１９６】
　このようなポリマーの非限定的な例は、ＣＴＦＡのウェブサイトによるＣＴＦＡ　Ｉｎ
ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｄｉｃｔｉｏｎａ
ｒｙ／Ｈａｎｄｂｏｏｋ、およびＣＴＦＡ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　
Ｈａｎｄｂｏｏｋ、第９版、Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　ａｎｄ　Ｆｒａｇｒａｎｃｅ　Ａｓｓｎ
．、Ｉｎｃ．、Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ　Ｄ．Ｃ．（２００２）（参照によって本明細書に
援用される）に記載されており、それらを使用することができる。
【０１９７】
　適切なカチオン性ポリマーの非限定的な例としては、カチオン性プロトン化アミンまた
は第四級アンモニウム官能基を有するビニルモノマーと水溶性スペーサーモノマー、例え
ばアクリルアミド、メタクリルアミド、アルキルおよびジアルキルアクリルアミド、アル
キルおよびジアルキルメタクリルアミド、アルキルアクリレート、アルキルメタクリレー
ト、ビニルカプロラクトンまたはビニルピロリドンとのコポリマーが挙げられる。
【０１９８】
　本明細書中の組成物のカチオン性ポリマーに含めるための、適切なカチオン性プロトン
化アミノモノマーおよび第四級アンモニウムモノマーとしては、ジアルキルアミノアルキ
ルアクリレート、ジアルキルアミノアルキルメタクリレート、モノアルキルアミノアルキ
ルアクリレート、モノアルキルアミノアルキルメタクリレート、トリアルキルメタクリル
オキシアルキルアンモニウム塩、トリアルキルアクリルオキシアルキルアンモニウム塩、
ジアリル第四級アンモニウム塩で置換されたビニル化合物、ならびに環状カチオン性窒素
含有環、例えば、ピリジニウム、イミダゾリウム、および四級化ピロリドンを有するビニ
ル第四級アンモニウムモノマー（例えば、アルキルビニルイミダゾリウム、アルキルビニ
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ルピリジニウム、アルキルビニルピロリドン塩）が挙げられる。
【０１９９】
　組成物中での使用のための他の適切なカチオン性ポリマーとしては、１－ビニル－２－
ピロリドンおよび１－ビニル－３－メチルイミダゾリウム塩（例えば、クロリド塩）のコ
ポリマー（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－１６）；１－ビニル－２－ピロリドンおよびジ
メチルアミノエチルメタクリレートのコポリマー（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－１１）
；カチオン性ジアリル第四級アンモニウム含有ポリマー、例えば、ジメチルジアリルアン
モニウムクロリドホモポリマー、アクリルアミドおよびジメチルジアリルアンモニウムク
ロリドのコポリマー（ＣＴＦＡ、それぞれ、ポリクオタニウム－６およびポリクオタニウ
ム－７）；アクリル酸およびジメチルジアリルアンモニウムクロリドのコポリマーを含む
、アクリル酸の両性コポリマー（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－２２）；アクリル酸と、
ジメチルジアリルアンモニウムクロリドと、アクリルアミドとのターポリマー（ＣＴＦＡ
、ポリクオタニウム－３９）；アクリル酸と、メタクリルアミドプロピルトリメチルアン
モニウムクロリドと、メチルアクリレートとのターポリマー（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウ
ム－４７）；アクリル酸と、メタクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウムクロリド
と、アクリルアミドとのターポリマー（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－５３）が挙げられ
る。一態様では、適切なカチオン性置換モノマーは、カチオン性置換ジアルキルアミノア
ルキルアクリルアミド、ジアルキルアミノアルキルメタクリルアミド、およびそれらの組
み合わせである。
【０２００】
　組成物中での使用のための他の適切なカチオン性ポリマーとしては、多糖類ポリマー、
例えば、カチオン性セルロース誘導体およびカチオン性デンプン誘導体（第四級アンモニ
ウムハロゲン化物部分で修飾）が挙げられる。例示的なカチオン性セルロースポリマーは
、トリメチルアンモニウム置換エポキシドと反応したヒドロキシエチルセルロースの塩で
ある（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－１０）。カチオン性セルロースの他の適切な種類と
しては、ラウリルジメチルアンモニウム置換エポキシドと反応したヒドロキシエチルセル
ロースの重合性第四級アンモニウム塩が挙げられる（ＣＴＦＡ、ポリクオタニウム－２４
）。
【０２０１】
　他の適切なカチオン性ポリマーとしては、カチオン性ポリガラクトマンナン誘導体、例
えば、グアーガム誘導体およびカシアガム誘導体、例えば、グアーヒドロキシプロピルト
リモニウムクロリド、ヒドロキシプロピルヒドロキシプロピルトリモニウムクロリドグア
ーおよびカシアヒドロキシプロピルトリモニウムクロリドがそれぞれ挙げられる。グアー
ヒドロキシプロピルトリモニウムクロリドはＪａｇｕａｒ（商標）の商品名のシリーズの
もとでＲｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．から、およびＮ－Ｈａｎｃｅの商品名のシリーズのもとで
Ａｓｈｌａｎｄ　Ｉｎｃ．から市販されている。カシアヒドロキシプロピルトリモニウム
クロリドは、Ｓｅｎｓｏｍｅｒ（商標）の商品名のシリーズのもとでＬｕｂｒｉｚｏｌ　
Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販されている。
【０２０２】
　本発明の洗浄組成物中で使用され得るカチオン性ポリマーの量は、全組成物の重量に基
づいて、一態様では約０．０１～約１０重量％、別の態様では約０．０５～約３重量％、
さらなる態様では約０．１～約１重量％の範囲である。
【０２０３】
　（顔料）
　例示的な顔料は、金属化合物または半金属化合物であり、イオン性、非イオン性または
酸化形態で使用することができる。顔料は、個々にこの形態であるか、混合物中でこの形
態であるか、あるいは個々の混合された酸化物としてまたはその混合物（混合酸化物およ
び純粋酸化物の混合物を含む）としてこの形態であるかのいずれであってもよい。例とし
ては、酸化チタン（例えば、ＴｉＯ２）、酸化亜鉛（例えば、ＺｎＯ）、酸化アルミニウ
ム（例えば、Ａｌ２Ｏ３）、酸化鉄（例えば、Ｆｅ２Ｏ３）、酸化マンガン（例えば、Ｍ
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ｎＯ）、酸化ケイ素（例えば、ＳｉＯ２）、ケイ酸塩、酸化セリウム、酸化ジルコニウム
（例えば、ＺｒＯ２）、硫酸バリウム（ＢａＳＯ４）、ナイロン－１２、およびそれらの
混合物がある。
【０２０４】
　顔料の他の例としては、温度で色が変わるサーモクロミック色素、炭酸カルシウム、水
酸化アルミニウム、硫酸カルシウム、カオリン、フェロシアン化第二鉄アンモニウム、炭
酸マグネシウム、カルミン、硫酸バリウム、雲母、オキシ塩化ビスマス、ステアリン酸亜
鉛、マンガンバイオレット、酸化クロム、二酸化チタンナノ粒子、酸化バリウム、群青、
クエン酸ビスマス、ヒドロキシアパタイト、ケイ酸ジルコニウム、カーボンブラック粒子
などが挙げられる。
【０２０５】
　使用する場合、配合物中で使用される顔料の量は、所望の製品の美的効果をもたらすの
に十分であるべきであり、十分に配合分野の技術の範囲内である。一態様では、本発明の
組成物中で典型的に使用される顔料の量は、組成物の全量に基づいて、一態様では約０．
５重量％～約２０重量％、別の態様では約１～約１５重量％、さらなる態様では約５～約
１０重量％の範囲である。
【０２０６】
　（剥離剤）
　化粧品上で有用な粒子状剥離剤は当該分野で公知であり、その選択および量は、化粧品
分野の当業者に理解されるように、組成物の使用から望ましい剥離効果によって決定され
る。有用な剥離剤としては、限定されないが、天然研磨材、無機研磨材、合成ポリマーな
ど、およびそれらの混合物が挙げられる。代表的な剥離剤としては、限定されないが、粉
砕または粉末化した軽石、石、ゼオライト、ナッツ殻（例えば、アーモンド、ペカン、ク
ルミ、ココナッツなど）、ナッツミール（例えば、アーモンドなど）、果実の種（例えば
、杏、アボカド、オリーブ、桃など）、外皮、種子および仁（例えば、オーツ麦のふすま
、コーンミール、米ぬか、ぶどう種子、キウイ種子、コムギ、ホホバ種子、ヘチマ種子、
ロースヒップ種子など）、植物質（例えば、ティーツリーの葉、トウモロコシの穂軸、果
実の繊維、海草、ヘチマのスポンジ、微結晶性セルロースなど）、二枚貝の殻（カキ殻な
ど）、珪藻土、炭酸カルシウム、ピロリン酸二カルシウム、チョーク、シリカ、カオリン
クレー、ケイ酸、酸化アルミニウム、酸化第二スズ、海塩（例えば、死海の塩）、タルク
、糖（例えば、テーブルシュガー、ブラウンシュガーなど）、ポリエチレン、ポリスチレ
ン、微結晶性ポリアミド（ナイロン）、微結晶性ポリエステル、ポリカーボネート、およ
びステンレス鋼繊維が挙げられる。前述の剥離剤は、顆粒、粉末、粉および繊維の形態で
使用することができる。
【０２０７】
　本発明での使用のための剥離剤としては、無機の物理的研磨型剥離剤が挙げられ、その
うち多くは上で示されている。本発明のこの態様では、剥離剤は、組成物の重量に基づい
て、一態様では、約０．１～約２０重量％、および別の態様では、約０．５～約１０重量
％を含む。
【０２０８】
　（フケ防止剤）
　任意の適切なフケ防止剤は、本発明の組成物中で使用することができる。フケ防止剤は
不溶性であっても、または水溶性であってもよい。例示的なフケ防止剤としては、限定さ
れないが、イオウ、亜鉛ピリチオン、亜鉛オマジン、硝酸ミコナゾール、硫化セレニウム
、ピロクトンオラミン、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）ウンデセンアミド、カデ
油、パインタール、Ａｌｌｉｕｍ　ｃｅｐａ抽出物　Ｐｉｃｅａ　ａｂｉｅｓ抽出物、お
よびウンデシレネス－６など、ならびにそれらの混合物が挙げられる。
【０２０９】
　本発明の一態様では、フケ防止剤は、安定化された組成物の全重量に基づいて、一態様
では約０．００１～約１０重量％、別の態様では約０．１～約５重量％、さらなる態様で
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は約０．５～約３重量％の範囲の量で洗浄組成物中に組み込まれ得る。
【０２１０】
　（真珠光沢物質／乳白剤）
　いくつかの配合物は多くの場合、真珠光沢物質をその中に意図的に組み込むことによっ
て乳白化されて、化粧品として魅力的な真珠様外観（真珠光沢として公知）を達成する。
乳白剤は多くの場合、組成物中に含まれて望ましくない美的特性をマスクする（例えば、
特定の構成要素の存在によって黒ずむ組成物の色を改善する）か、または組成物中の粒子
状物質の存在をマスクする。乳白剤はまた水性組成物中に含まれて、そうでなければ美的
に好ましくない組成物の美的外観および消費者の許容を改善する。例えば、乳白剤は透明
な組成物に対して真珠光沢の外観を与えることが可能であり、それによってクリーミーさ
、穏やかさおよび濃度（ｂｏｄｙ）を消費者に伝える。当業者は、安定な真珠光沢配合物
の一貫した調製において、配合者が直面する問題を承知している。詳細な考察は、Ｈｕｎ
ｔｉｎｇによる論文「Ｏｐａｃｉｆｉｅｒｓ　ａｎｄ　ｐｅａｒｌｉｎｇ　ａｇｅｎｔｓ
　ｉｎ　ｓｈａｍｐｏｏｓ」、Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　ａｎｄ　Ｔｏｉｌｅｔｒｉｅｓ、第９
６巻、６５～７８頁（１９８１年７月）に見出され、これは参照によって本明細書に援用
される。
【０２１１】
　乳白物質または真珠光沢物質としては、有機化合物および無機化合物が挙げられる。有
機化合物の代表例は、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコー
ル、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコールまたはテトラエチレングリコール
と、一態様では約６～約２２個の炭素原子、別の態様では約１２～約１８個の炭素原子を
含む脂肪酸とのモノエステルおよび／またはジエステルである。このような脂肪酸として
は、カプロン酸、カプリル酸、２－エチルヘキサン酸（ｅｔｈｙｈｅｘａｎｏｉｃ　ａｃ
ｉｄ）、カプリン酸、ラウリン酸、イソトリデカン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、パ
ルミトレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、オレイン酸、エライジン酸、ペトロ
セリン酸（ｐｅｔｒｏｓｅｌｉｃ　ａｃｉｄ）、リノール酸、リノレン酸、アラキン酸、
ガドレイン酸、ベヘン酸、エルカ酸、およびそれらの混合物が挙げられる。一態様では、
エチレングリコールモノステアレート（ＥＧＭＳ）および／またはエチレングリコールジ
ステアレート（ＥＧＤＳ）および／またはポリエチレングリコールモノステアレート（Ｐ
ＧＭＳ）および／またはポリエチレングリコールジステアレート（ＰＧＤＳ）が、組成物
中で用いられる適切な真珠光沢物質である。
【０２１２】
　無機真珠光沢剤としては、雲母、金属酸化物被覆雲母、シリカ被覆雲母、オキシ塩化ビ
スマス被覆雲母、オキシ塩化ビスマス、ミリスチン酸ミリスチル、ガラス、金属酸化物被
覆ガラス、種々のアルミニウムおよびマグネシウム塩、グアニン、フィッシュスケール、
グリッター（ポリエステルまたは金属性）およびそれらの混合物からなる群より選択され
るものが挙げられる。
【０２１３】
　適切な雲母としては、白雲母または水酸化アルミニウムカリウムフッ化物が挙げられる
。雲母のプレートは、金属酸化物の薄層で被覆することができる。金属酸化物は、ルチル
、二酸化チタン、酸化第二鉄、酸化スズ、アルミナおよびそれらの混合物からなる群から
選択される。
【０２１４】
　乳白剤の代表的なリストは、ＣＴＦＡ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｈ
ａｎｄｂｏｏｋ、Ｊ．Ｎｉｋｉｔａｋｉｓ編、１９８８の７５頁に見出される。他の真珠
光沢物質または乳白物質は、米国特許第４，６５４，２０７号；米国特許第５，０１９，
３７６号；ならびに米国特許第５，３８４，１１４に開示され、これらは参照によって本
明細書に援用される。
【０２１５】
　一態様では、真珠光沢物質または乳白物質の量は、組成物の全重量に基づいて、一態様
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では約０．０１～約１０重量％、別の態様では約０．１％～約５重量％、さらなる態様で
は０．５～約３重量％の範囲の量で使用することができる。
【０２１６】
　本発明の組成物中に含まれる追加の任意選択の成分としては以下：香料、キレート剤、
補助懸濁剤および粘度調整剤、例えばグアーおよびキサンタンガム、乳化剤、防腐剤、ア
ミノ酸、ペプチド、タンパク質、プロビタミン類、例えばパンテノール、ビタミン類、ハ
ーブおよび植物抽出物、保湿剤、例えばグリセリン、およびそれらの混合物を挙げること
ができる。
【０２１７】
　これらの添加物の量は、組成物の全重量に基づいて、一態様では約０～約２０重量％、
約０．１～約１０重量％、および約０．５～約５重量％の範囲である。各々の添加物の量
は、その添加物についての性質および意図される機能によって、配合分野における当業者
には容易に決定される。
【０２１８】
　本発明のパーソナルケア洗浄組成物は、ボディソープ、シャワージェル、バブルバス剤
、ツー・イン・ワンシャンプー、コンディショナー、スクラブ洗顔料、モイスチャーリン
ス、メイク落としなどとして配合されてもよい。クレンザーは、例えば毛髪、皮膚、まつ
げ、まゆげ、爪、唇、顔または頭皮に使用することができる。組成物は、皮膚または毛髪
の所望の領域に局所的に、洗浄パフ、洗面用タオル、スポンジもしくは他の好ましい消費
者のスクラブ道具の使用を介して、有効な洗浄を提供するのに十分な量で適用される。組
成物は、好ましくは、局所適用の前、その間またはその後に水で希釈され、その後に水を
用いて塗布された領域をすすぐ。
【０２１９】
　本発明はまた、ペットのケア、自己ケア、ホームケア、および医療用途を含むパーソナ
ルケア組成物以外のすすぎ流しの用途でも有用であり得る。
【０２２０】
　本発明のシャンプーの実施形態は、ツー・イン・ワンシャンプー、ベビーシャンプー、
コンディショニングシャンプー、ボディファイング（ｂｏｄｉｆｙｉｎｇ）シャンプー、
保湿（ｍｏｉｓｔｕｒｉｚｉｎｇ）シャンプー、一時的なヘアカラーシャンプー、スリー
・イン・ワンシャンプー、フケ防止シャンプー、ヘアカラーメンテナンスシャンプー、酸
（中和）シャンプー、薬用シャンプー、およびサリチル酸シャンプーなどとして配合する
ことができる。
【０２２１】
　（液体脂肪酸せっけんベースのクレンザー）
　一態様では、本発明のポリマーが有用であるパーソナルケア洗浄組成物は、脂肪酸せっ
けんベースのクレンザーである。脂肪酸系のせっけんクレンザーの代表的な成分は、本発
明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーに加えて：少なくとも１つの脂肪酸塩；シ
リコーンコンディショニング剤、水、任意の界面活性剤または界面活性剤の混合物；一態
様では７超、別の態様では約７．５～約１４、なお別の態様では約８～約１２、さらなる
態様では約８．５～約１０のｐＨを達成するために十分な量のｐＨ調整剤（塩基および／
または酸）である。任意の構成要素、例えば、上記で考察したアジュバント、添加物、お
よび効果剤（ｂｅｎｅｆｉｔ　ａｇｅｎｔ）、ならびにその混合物、例としては、シリコ
ーン、コンディショニングオイル、カチオン性ポリマー、粒子状および不溶性物質（例え
ば、顔料、フケ防止剤、真珠光沢物質、乳白物質、ガス気泡、化粧用ビーズ、フレーク、
およびカプセル）香料、キレート剤、補助懸濁剤および粘度調整剤、乳化剤、防腐剤、ア
ミノ酸、ペプチド、タンパク質、プロビタミン、ビタミン、ハーブおよび植物抽出物、保
湿剤、ならびにその混合物を含むことができる。
【０２２２】
　一態様では、脂肪酸せっけんは、約８～約２２個の炭素原子を含む少なくとも１つの脂
肪酸塩（例えば、ナトリウム、カリウム、およびアンモニウム）から選択される。本発明
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の別の態様では、液体せっけん組成物は約１２～約１８個の炭素原子を含む少なくとも１
つの脂肪酸塩を含む。せっけん中で使用される脂肪酸は、飽和であっても不飽和であって
もよく、合成供給源から誘導されてもよく、同様に適切な塩基（例えば、水酸化ナトリウ
ム、水酸化カリウム、および水酸化アンモニウム）による脂肪および天然のオイル類のけ
ん化から誘導されてもよい。例示的な飽和脂肪酸としては、限定されないが、オクタン酸
、デカン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、ペンタデカン酸、パルミチン酸、マルガリン酸
、ステアリン酸（ｓｔｅｒｉｃ　ａｃｉｄ）、イソステアリン酸、ノナデカン酸、アラキ
ジン酸、ベヘン酸など、およびそれらの混合物が挙げられる。例示的な不飽和脂肪酸とし
ては、限定されないが、ミリストレイン酸、パルミトレイン酸、オレイン酸、リノール酸
、リノレン酸など、およびそれらの混合物の塩（例えば、ナトリウム、カリウム、および
アンモニウム）が挙げられる。脂肪酸は、タローなどの動物性脂肪から誘導されても、ま
たはヤシ油、レッド油、パーム仁油、パーム油、綿実油、オリーブ油、ダイズ油、ピーナ
ッツ油、コーン油、およびそれらの混合物などの植物油から誘導されてもよい。本実施形
態の液体洗浄組成物中で使用され得る脂肪酸せっけんの量（活性重量に基づく）は、全組
成物の重量に基づいて、一態様では約１または３％～約２２重量％、別の態様では約３～
約１５重量％、さらなる態様では約５～１０％、なおさらなる態様では６～約９重量％の
範囲である。
【０２２３】
　任意のアニオン性界面活性剤は、せっけん組成物中に、そのせっけん組成物の全重量の
重量に基づいて、一態様では約１％～約９重量％、別の態様では約６％～約９重量％の範
囲の量で存在してよい。アニオン性界面活性剤および両性界面活性剤の混合物を用いるこ
とができる。本発明の一実施形態では、アニオン性界面活性剤（非エトキシ化および／ま
たはエトキシ化）と両性界面活性剤の重量比（活性物質に対する）は、一態様では約１０
：１～約２：１の範囲であってよく、別の態様では９：１、８：１、７：１　６：１、５
：１、４．５：１、４：１または３：１の範囲であってよい。エトキシ化アニオン性界面
活性剤を、非エトキシ化アニオン性界面活性剤および両性界面活性剤と組み合わせて使用
する場合、エトキシ化アニオン性界面活性剤と非エトキシ化アニオン性界面活性剤と両性
界面活性剤の重量比（活性物質に基づいて）は、一態様では約３．５：３．５：１、別の
態様では約１：１：１であってよい。
【０２２４】
　一態様では、任意のアニオン性界面活性剤は、ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸
アンモニウム、ココ硫酸ナトリウム、およびそれらの混合物を含むアルキル硫酸塩から選
択される。
【０２２５】
　一態様では、任意のアニオン性界面活性剤は、ラウレス硫酸ナトリウム、ラウレス硫酸
アンモニウム、トリデセス硫酸ナトリウム、およびそれらの混合物を含むエトキシ化アル
キル硫酸塩から選択される。
【０２２６】
　一態様では、任意の両性界面活性剤は、ラウリルベタイン、コカミドプロピルベタイン
、コカミドプロピルヒドロキシスルタイン、およびそれらの混合物を含む、アルキルベタ
イン、アミドアルキルベタインおよびアミドアルキルスルタインから選択される。
【０２２７】
　本発明の前述のせっけんの実施形態では、架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーの
量は、せっけん組成物の全重量に基づいて、一態様では約０．５％～約５重量％、別の態
様では約１％～約３重量％、さらなる態様では約１．５％～約２．５重量％の範囲であっ
てよい。
【０２２８】
　本発明の液体脂肪酸せっけんベースのクレンザーの実施形態は、ボディソープ、浴用ジ
ェル、シャワージェル、液体ハンドソープ、ボディスクラブ；バブルバス剤、スクラブ洗
顔料、および足用スクラブ、ツー・イン・ワンシャンプー、ベビーシャンプー、コンディ
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ショニングシャンプー、ボディファイングシャンプー、保湿シャンプー、一時的なヘアカ
ラーシャンプー、スリー・イン・ワンシャンプー、フケ防止シャンプー、ヘアカラーメン
テナンスシャンプー、酸（中和）シャンプー、薬用シャンプー、およびサリチル酸シャン
プーなどとして配合することができる。
【０２２９】
　有利なことに、本発明の非イオン性の両性ポリマー成分はｐＨには依存せず、そのため
脂肪酸せっけんを液体形態で維持するために必要な比較的高い（塩基性）ｐＨは、このポ
リマーによって付与されるレオロジー特性には影響しない。
【０２３０】
　（多相の外観）
　１つの相が透明であって別の相が不透明であるか、または真珠光沢付与（ｐｅａｒｌｉ
ｚｅ）されている、視覚的に別個の多相組成物もまた想定される。本発明の一実施形態で
は、互いに視覚的に異なる相を含むパターンは、透明な成分と不透明な成分と、および／
または真珠光沢成分とを混合することにより形成され得る。各相間の視覚的差異は、色、
テクスチャー、密度、およびその相に含まれる不溶性成分の種類における差異であり得る
。特定のパターンは、広範な種々のパターン、限定されないが以下の例、縞状（ｓｔｒｉ
ｐｅｄ）、大理石状（ｍａｒｂｌｅｄ）、直線状（ｒｅｃｔｉｌｉｎｅａｒ）、断続的な
縞状、格子状、まだら状、大理石状、筋状（ｖｅｉｎｅｄ）、クラスター状（ｃｌｕｓｔ
ｅｒｅｄ）、スペックル状（ｓｐｅｃｋｌｅｄ）、幾何学状、スポット状（ｓｐｏｔｔｅ
ｄ）、リボン状、らせん状（ｈｅｌｉｃａｌ）、渦巻状、整列状（ａｒｒａｙｅｄ）、多
色状（ｖａｒｉｅｇａｔｅｄ）、テクスチャー状（ｔｅｘｔｕｒｅｄ）、溝状（ｇｒｏｏ
ｖｅｄ）、畝状（ｒｉｄｇｅｄ）、波状、正弦曲線状、スパイラル状（ｓｐｉｒａｌ）、
ねじれ形、湾曲形、サイクル状、ストリーク状（ｓｔｒｅａｋｓ）、条線状（ｓｔｒｉａ
ｔｅｄ）、輪郭状（ｃｏｎｔｏｕｒｅｄ）、異方状（ａｎｉｓｏｔｒｏｐｉｃ）、レース
状、織状もしくは製織状（ｗｅａｖｅ　ｏｒ　ｗｏｖｅｎ）、かごの目状（ｂａｓｋｅｔ
　ｗｅａｖｅ）、スポット状、およびモザイク状（ｔｅｓｓｅｌｌａｔｅｄ）から選択さ
れ得る。このパターンは、米国特許第６，２１３，１６６号（Ｔｈｉｂｉａｎｔら）、米
国特許公開第２００４／０２１９１１９号（Ｗｅｉら）、米国特許公開第２０１１／０１
１７２２５（Ｗｅｉら）（これらは本明細書中で参考として援用される）に記載される製
造方法による「多相」組成物の組み合わせの結果生じる。
【０２３１】
　本明細書において用いる場合、「多相」という用語は、組成物の各相が、それが貯蔵さ
れているパッケージ内で別個であり、異なる物理的空間を占めているが、お互いと直接接
触している（すなわち、それらは、仕切りによって分離されておらず、いずれの有意な程
度まで乳化されても混合されてもいない）ことを意味する。本発明の一実施形態では、「
多相」組成物は、視覚的に別個のパターンとして容器内に存在する、少なくとも２つの視
覚的に別個の相を含む。
【０２３２】
　各々の視覚的に別個の相は、本明細書中におよび当該分野において記載されるように、
異なる不溶性物質および／または粒子、例えば、顔料、化粧品ビーズ、化粧品フレーク、
雲母（雲母）、空気泡、剥離剤、真珠光沢物質、乳白剤、シリコーン、植物性薬品（ｂｏ
ｔａｎｉｃａｌｓ）、および有益な薬剤なども含むことができる。
【０２３３】
　本発明の組成物は、不溶性成分および／または有益な薬剤の懸濁、ならびに視覚的に異
なる相の安定化において、経時的に優れた安定性を示す。多相組成物は、Ｐｒｏｃｔｅｒ
　ａｎｄ　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｏｍｐａｎｙの米国特許出願公開第２００６／００７９４１
７号、同第２００６／００７９４１８号、同第２００６／００７９４１９号、同第２００
６／００７９４２０号、同第２００６／００７９４２１号、同第２００６／００７９４２
２号、同第２００７／０００９４６３号、同第２００７／００７２７８１号、同第２００
７／０２８０９７６号、および同第２００８／０３１７６９８号に開示されており、これ
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らは参考として本明細書中で援用される。
【０２３４】
　望ましくは、本発明の安定な多相の実施形態は、少なくとも２つの視覚的に別個の相を
含み、これは消費者が容器またはパッケージを通してパターンを見ることができるように
、透明または半透明の容器またはパッケージにパッケージングされる。
【実施例】
【０２３５】
　本発明を以下の実施例によって例示するが、これらは、例示の目的のものに過ぎず、本
発明の範囲またはそれを実施できる様式を限定するとみなされるべきものではない。そう
でないと具体的に示されない限り、部およびパーセンテージは重量で与えられる。
【０２３６】
　試験方法
　フォーム体積の試験
　洗浄組成物（例えば、シャンプー配合物）のフォーム挙動に関する実験は、データ取得
および解析ソフトウェア（ＳＩＴＡ－ｆｏａｍ　ｓｏｆｔｗａｒｅ　ＤＡＣ／ＤＬ）、Ｓ
ＩＴＡ　Ｍｅｓｓｔｅｃｈｎｉｋ　ＧｍｂＨ　（Ｄｒｅｓｄｅｎ、Ｇｅｒｍａｎｙ）を装
備したパーソナルコンピューターとインターフェースされたＳＩＴＡモデルＲ－２０００
フォームテスターで行う。ＳＩＴＡ　Ｆｏａｍ　Ｔｅｓｔｅｒ（モデルＲ－２０００）装
置に関する小冊子、概略図およびフォーム試験のプロトコールは、（ｈｔｔｐ：／／ｗｗ
ｗ．ｏｎｌｉｎｅ－ｔｅｎｓｉｏｍｅｔｅｒ．ｃｏｍ／ｐｒｏｄｕｋｔｅ／ｒ２０００／
ｆｏａｍ＿ｔｅｓｔｅｒ＿ｒ２０００．ｈｔｍｌ）で、オンラインで入手可能であり、こ
れは参照によって本明細書に援用される。
【０２３７】
　ＳＩＴＡ　Ｆｏａｍ　Ｔｅｓｔｅｒは、泡の発生について規定の幾何形状の特許付与さ
れたローターを利用する。このローターは、試験サンプル中に気泡を機械的に挿入する。
生成された泡の体積は、泡の表面をスキャンするセンサーニードルのアレイで測定される
。センサーニードルのアレイによって、泡の表面が均一でなくても生成された泡の体積の
正確な測定が可能になる。１測定あたりフォーム体積の平均ｍｌとして出力が得られる。
【０２３８】
　本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーを含むストックシャンプー試験配合
物は、模擬水道水（希釈硬水は、１ＬのＤ．Ｉ．水に０．７４ｇのＭｇＳＯ４および１．
３２４ｇのＣａＣｌ２を溶解することによって調製（硬度レベル１，５１７．３５ｍｇ／
Ｌ））を用いて５ｇの試験シャンプーを最終濃度０．５重量％まで希釈することによって
調製する（５ｇの試験シャンプーを、８９５ｇの脱イオン（Ｄ．Ｉ．）水と混合した１０
０ｇの硬水中に希釈）。希釈したストックシャンプー試験配合物を、泡の形成を回避する
ために、ＳＩＴＡ　Ｆｏａｍ　Ｔｅｓｔｅｒのリザーバータンク中に注意深く分注する。
ストック配合物によって、リザーバー充填の間に形成される任意の気泡が表面を移動する
ように平衡にすることが可能になる。希釈されたシャンプー試験サンプル（３００ｍｌ）
を自動的にリザーバータンクの底から抜き取って、温度制御した泡生成試験容器に入れて
、４０℃（±１℃）で平衡にさせた。試験サンプルを、１０００ｒｐｍで、２０秒間ロー
ターで攪拌し、泡の体積を測定して記録する。攪拌／測定のサイクルを、３０秒のサイク
ル間の休憩間隔で４０回繰り返す。各々の試験サンプルについて２回のランを行って、両
方のランについての平均泡体積を記録する。
【０２３９】
　降伏応力の測定
　これらのポリマーの降伏応力は、並行平板形状（１０００μｍのギャップを有する４０
ｍｍのステンレス鋼プレート）を２５℃で使用する制御型応力レオメーター（ＴＡ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ＡＲ１０００Ｎレオメーター、Ｎｅｗ　Ｃａｓｔｌｅ、ＤＥ）で、
振動および定常剪断測定により決定する。振動測定は１ｒａｄ／秒の固定周波数で行う。
弾性係数および粘性係数（それぞれＧ’およびＧ”）を、増大する応力振幅の関数として
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振幅でＧ”より大きいが、より高い振幅では、ネットワークの破断のためＧ”を横切って
減少する。Ｇ’とＧ”の交点に対応する応力は降伏応力を表す。
【０２４０】
　粘度（ブルックフィールド）
　ブルックフィールド回転スピンドル法（本明細書で報告されるすべての粘度測定は、言
及していようがいまいが、ブルックフィールド法で行う）：粘度測定は、ｍＰａ・ｓで算
出し、ブルックフィールド回転スピンドル粘度計、Ｍｏｄｅｌ　ＲＶＴ（Ｂｒｏｏｋｆｉ
ｅｌｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．）を、１分あた
り約２０回転（ｒｐｍ）で、約２０～２５℃の環境室温で使用する（以降、粘度という）
。スピンドルのサイズは、製造元の標準作業推奨に従って選択する。一般には、スピンド
ルのサイズは、以下のとおり選択する：
【表ａ】

【０２４１】
　スピンドルサイズの推奨は、単に例示の目的に過ぎない。当業者は、測定するシステム
に適切なスピンドルサイズを選択する。
【０２４２】
　略号
　以下の略号および商品名を実施例において使用する。



(68) JP 6444899 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

【表ｂ】

【０２４３】
　実施例１～９（ポリマー合成）
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　フリーラジカルで開始される分散重合を使用して、本発明の非イオン性の両親媒性ポリ
マー成分を調製する。重合反応器は、還流凝縮器、窒素パージ管、機械的撹拌機および温
度制御モジュールに連結された熱電対を備えた水冷式樹脂製反応釜（ｋｅｔｔｌｅ）から
なる。表１に示すモノマー、架橋剤および加工助剤の混合物を、樹脂製反応釜に添加し、
続いて重合溶媒を添加する。種々のポリマー調製物に関するこれらの成分の量（重量％）
を表に示す。反応媒体を、標的の重合温度に加熱しながら、反応器を少なくとも３０分間
窒素でパージする。反応器温度が設定重合温度、典型的には約６７℃に達したら、開始剤
溶液２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）（ポリマーの乾燥重量に基づいて
０．１２重量％）を反応釜に注入して重合を開始させる。この重合反応を、６７℃で少な
くとも６時間継続した後に、追加の開始剤溶液の一連のショットを反応器に注入して残留
モノマーを除去する。最終分散物中の全ポリマー固体は典型的には約３０重量％である。
反応の完了の際、重合溶媒を真空下でロータリーエバポレーターによって除去して、ポリ
マー粉末を回収し、これを穏やかに微細な粉末生成物に粉砕する。
【表１－１】
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【表１－２】

【０２４４】
　実施例１０
　実施例１～８にしたがって調製した架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーを含むツ
ー・イン・ワンコンディショニングシャンプーを、表２に示す成分で配合する。
【表２】

【０２４５】
　シャンプー組成物は、以下の手順にしたがって調製する：
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　パートＡ：
　１）Ｄ．Ｉ．水中にポリマーを均一に分散させる；
　２）アニオン性界面活性剤および両性界面活性剤を添加して、１５分間混合する。
　パートＢ：
　３）Ｄ．Ｉ．水中で２重量％（重量／重量）のカチオン性グアーの分散液を調製し、パ
ートＡの成分と混合する。
　パートＣ：
　４）パートＣの成分をパートＡＢの成分の混合物に添加して、均一になるまで混合する
：
　４）必要であれば、ＮａＯＨを用いて約６のｐＨまでＡＢＣの成分の混合物のｐＨを調
節する。
【０２４６】
　各々のシャンプー配合物のブルックフィールド粘度（ＢＶ）および降伏応力の値を上述
の試験方法論によって測定する。結果を下の表３に報告する。

【表３】

【０２４７】
　実施例１１～１４
　実施例９のポリマーを含有する架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーを含むツー・
イン・ワンコンディショニングシャンプーは、表４に提示される成分および量を使用して
、実施例１０に示される方法によって調製する。同一の比較用シャンプー組成物を、市販
のＣａｒｂｏｍｅｒレオロジー改変剤を用いて同様に配合する。Ｃａｒｂｏｍｅｒを基準
値として選択した。なぜなら、これはレオロジーをもたらし、市販のシャンプー組成物で
のシリコーンクリーム化を妨げるのに広く用いられているからである（米国特許出願公開
第２０１３／００３９８７５号；米国特許第５，０３４，２１８号；欧州特許出願第０　
４６３　７８０号；および欧州特許第０　９５１　２７７Ｂ１号を参照のこと）。０．４
重量％のレベルのＣａｒｂｏｍｅｒを選択した。なぜなら当該分野では、および前述の開
示から、この濃度はシャンプー組成物でのシリコーンクリーム化を妨げることができるこ
とが公知だからである。この配合物を、ＳＩＴＡ　Ｆｏａｍ　Ｔｅｓｔｅｒで分析して、
試験方法のもとで上記の泡体積の試験方法に従って生成された泡の量を決定する。結果を
表５に報告する。
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【表４】

【表５】

【０２４８】
　上記の表５で示されるように、本発明の架橋された非イオン性の両親媒性ポリマーを含
む洗浄組成物は、基準であるＣａｒｂｏｍｅｒを含む同様に配合された組成物よりも有意
に多い泡体積を生じる。本発明のポリマーを含む実施例１１および１３のシャンプー組成
物は、Ｃａｒｂｏｍｅｒを用いて配合された比較例１２および１４のシャンプー組成物と
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比較した場合、有意に多い泡体積を生じる。
 



(74) JP 6444899 B2 2018.12.26

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ１１Ｄ   3/37     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    3/37     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   1/14     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    1/14     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   1/90     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    1/90     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   1/92     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    1/92     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   3/18     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    3/18     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   3/20     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    3/20     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   3/12     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    3/12     　　　　        　　　　　

(72)発明者  ヤン，　ウェイ－イエイ
            アメリカ合衆国　オハイオ　４４１４１－３２４７，　クリーブランド，　ブレックスビル　ロー
            ド　９９１１
(72)発明者  チャリ，　クリシュナン
            アメリカ合衆国　オハイオ　４４１４１－３２４７，　クリーブランド，　ブレックスビル　ロー
            ド　９９１１

    審査官  ▲高▼　美葉子

(56)参考文献  特表２０１４－５３２０９４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１６－５０５５９２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１４－５３０２６０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１５０３５９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０００－５０５１２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－２３１６４９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００６－５１０７８９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ６１Ｋ　　　８／００－８／９９
              Ａ６１Ｑ　　　１／００－９０／００　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

